
 

 

 

 

 

平成２９年度 施策評価結果 

 

 

 

 

 

 



（施策評価について） 

 

 桜井市では、事業を実施した後、各事業単位で振り返りを行い、行政運営の改善

を図るために事務事業評価システムにより行政評価を実施してきましたが、第５次

桜井市総合計画の策定を契機として、事務事業評価システムに加えて施策評価シス

テムを導入しました。 

 施策評価とは、施策レベルでの事業効果を測定し、施策目的を達成するための資

源配分を行うためのシステムで、これにより総合計画の進行管理を行います。 

 

（施策評価シートの見方） 

 

１． 施策概要「PLAN（計画）」 

第５次桜井市総合計画基本計画に掲載している施策ごとの「市民生活

の目標像」「目標像の説明」「施策の取り組み方針」を転記しています。 

 

２． 実施結果「DO（実施）」 

事業費については、施策に関連する事務事業評価結果より合計額を転

記しています。 

「平成２９年度の実施内容」については、施策に関する実施結果概要

を記入しています。 

「まちづくり指標」は、第５次桜井市総合計画基本計画に掲げたもの

を転記しています。 

「施策管理指標」は、施策の進行管理を行うために設定したものです。 

 

３． 施策の分析「CHECK（評価）」 

 「達成度」「ニーズの方向性」について記入しています。また、平成 21

年度と平成 25 年度及び平成 28 年度に行った市民アンケート結果を転記

しています。 

 

４． 今度の方向性「ACTION（改善）」 

 「課題」「施策展開の方策」について記入しています。 

 

５． 事務事業の分析と今後の方向性 

 施策に関連する事務事業（「中期実施計画掲載事業」）及び各課庶務事

業にかかる施策結果を転記しています。事業の方向性については、当該

事務事業の方向性について記載しています。また、優先度については、

来年度において施策の成果を達成するために優先的に取り組む事務事業

をチェックする項目です。 

 A：所管する他の事業と比べ特に力を入れて取り組む事業 

 B：現状維持でこれまで通り取り組む事業 

 C：現状より事業規模を小さくする事業 

なお、重点的な資源配分を行う事務事業や、他の事務事業に優先して実

施すべき事務事業を優先度の判断基準としているため、必ずしも、事業

の方向性と一致するものではありません。（例えば、事業の方向性が「拡

充」であったとしても、優先度という観点から「B」と判断している場合

があります。 



関連組織 秘書課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民・事業者・市役所が協力し合ってより良い地域づくりに取り組んでいる

目標像の
説明

　市民・事業者・市役所がそれぞれの知識、経験等特性に応じて、持てる力を出しあって協力する事により活
気にあふれた地域づくりに取り組んでいる。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 総務部

施策番号 1-1 施策名 協働の地域づくり 主担当課 市民協働課

3,755 千円 3,708 千円 5,235 千円

取り組み
方針

　より良い地域づくりのため、パートナーである市民、事業者が活躍し地域の力を最大限に発揮できるよう、情
報交換の場や機会の提供といった仕組みづくりを行い、各主体のまちづくりの役割分担等を明確にします。ま
た、協働を進めるための市政情報の積極的提供、市民・事業者の意見の把握、整理などを行い、まちづくりの
主体間の信頼関係を構築していきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

・桜井市市民協働推進補助金交付事業として、事業審査会・報告会を実施（交付事業：６事業）
・出前講座の実施（全３３回・参加者１２４７名）
・アダプト・プログラム（美化清掃活動）に実施（１２団体）
・市民協働セミナーとして、地域活動参加を促すためのセミナーを１回開催
・協働推進会議において「協働推進補助金制度」の見直しを行う。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「協働の地域づくり」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

① 協働事業の数 事業

44 45

70%

51.1 ― ―

②
協働による計画・企画策
定件数

件

36 50

50

60事業

44 48 ―

55

60件(累計)

46 52 ―

―

②

施
策
管
理
指
標

1 



市民協働課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
協働推進会議で協働推進補助金実施要綱の大幅な制度変更を行い、その結果平成３０年度は補助金
応募団体数が前年度２．５倍増となる。又、アダプトプログラム応募団体数が７団体から１２団体、出前講
座応募者数が、９５６名から１２４７名に増加した。

施策番号 1-1 施策名 協働の地域づくり 主担当課

重要度 4.26

アンケート 平成25年度 達成度 2.42 重要度 4.20

ニーズの
方向性

判定

説明

出前講座アンケートの意見では、災害対策、高齢
者対策に対する要望・関心が多かった。これらの
課題に対し、地域交流の重要性・コミュニティネッ
トワークの構築が必要である。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.34

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

･平成２４年に協働指針が策定されてから６年経過したが、まだまだ協働に対する啓発が市民に行き届いてお
らず、地域に生じた問題も市民要望として全て行政が解決するべきものであるという行政依存の考えがあり、
協働のまちづくりが進んでいない。行政に対して単に陳情・要望していくだけに留まらず、市民と行政がそれぞ
れ役割を分担し、お互い協力して地域の課題を解決していくという目的意識をもつことが必要である。
・協働の仕組みについて、一定の効果はあるが、あくまで担当課（市民協働課）の所掌範囲に留まり、全庁的
な拡大や発展がみられない。市職員全員に市民協働の観点からの既存事業を見直す意識をもつ必要があ
り、従来、公助で行なっている市の事業を、自助・共助によるものへの見直しを検討し、各課主導で協働事業
への転換を考えていくことが必要である。

施策展開
の方策

・従来同様、市民に向けては、広報紙やホームページで啓発活動を続けていくが、他市の成功事例や市内で
の成功事例を紹介するなどし、啓発内容に工夫をこらしていく。又、セミナーでも大学関係者や市の職員が話
するだけでなく、他市の成功している地域の方や市民団体など、実践者の講座を盛り込んでいく。
・市民協働課でのみ協働事業への転換を考えるのでなく、行財政改革の担当部署と連携し、施策で設定する
目的を達成するための事務事業を行う部署へ働きかけるなど、組織横断的かつ戦略的な取組を考えていく。

結果 平成28年度 達成度 2.47 重要度 4.15

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい

2 



５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 1-1 施策名 協働の地域づくり 主担当課 市民協働課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

協働推進事業
市民協働
課 協働推
進係

現状
維持

補助金制度の大幅な変更を行なったので、今後は制度変更の検
証を行なっていく。

B

B

3
任意の
自治事
務

市民活動支援事
業

市民協働
課 協働推
進係

拡充
桜井市市民活動交流拠点が多くの方々に活用していただけるよう
積極的なPRを行っていく

B

2
任意の
自治事
務

協働支援事業
市民協働
課 協働推
進係

拡充
補助金制度も５年を経過し、年々助成団体数が減少している。そ
こで、大幅に制度をリニューアルし、助成団体数増を図っていく。
今後は補助金制度変更の検証作業と啓発を行なっていく。

B

5
任意の
自治事
務

桜井市表彰式の
実施

秘書課 秘
書係

現状
維持

今後も市表彰条例に基づき適切に実施する。 B

4
ゼロ予
算

職員出前講座事
業

市民協働
課 協働推
進係

現状
維持

受講アンケートを継続し、市民ニーズに合った講座メニューの改
善・拡充を図る。

7

6

9

8

12

11

10

3 



75％

67 61 ―

②
市民活動交流拠点利用
率

%

71 71 70

施
策
管
理
指
標

40

45団体

37 33 ―

3

3.0%

2.21 2.67 ―

70%

56.6 ― ―

②
市民活動団体登録者割
合

%

3 3

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「市民活動の支援」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

① 市民活動団体登録数 団体

41 41

平成29 
年度の 

実施内容

・自治会活動への支援として、市で傷害保険に加入し活動時の傷害事故への補償を行った。
・集会所改修事業7件、掲示板設置事業3件に対し、補助金を交付した。
・自治連合会へ補助金を交付し研修等の事業を実施した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

94,865 千円 69,415 千円 609,305 千円

取り組み
方針

　市民がお互いに信頼しあい協力して暮らせるまちをつくるために、防災や地域コミュニティの基礎となる自治
会と行政の連携を強化するとともに、自治会やＮＰＯなど市民活動団体に対する技術、人材、資金調達等に関
する情報や活動場所の提供、リーダーをはじめとした人材育成の支援を行うことで、市民活動の活性化を図り
ます。
　また、市民一人一人が積極的に活動に参加できるよう、いろいろな生活に係る情報交換の機会を充実させ、
情報の収集及び発信を支援します。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織 総務課,商工振興課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民が協力しあいながら、積極的に地域の活動に取り組み、活気のあるまちづくり活動をしている

目標像の
説明

　市民がお互いに信頼できる楽しく明るい地域をつくるために、市民どうしが協力しあいながら複雑化する地域
の課題解決に取り組むとともに、市民団体などもまた、技術的、経済的に自立して活動している。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 総務部

施策番号 1-2 施策名 市民活動の支援 主担当課 市民協働課

4



進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

・自治会役員の高齢化が進み、自治会役員等の担い手が少なくなり固定化している。若者世代の自治会活動
への参加が少なく、役員等に負担がかかる現状にある。
・市民活動交流拠点は、現在市が直営で運営している。そのため、「行政が提供している施設」のイメージが強
く、施設の利用が進まず、登録団体数も微増にとどまる。又、施設の運営方針を決める運営協議会も、行政に
対して単に陳情・要望する場になっており、市民活動団体の育成という本来の目的とは違う場となっている。

施策展開
の方策

・各区（自治会）において自治会での取り組みアンケートを実施し、工夫を凝らしている活動や問題点を把握
し、学習会において情報共有をする。また、今後の自治会のニーズに即した学習会等を行う。
・拠点が活性化し、自主的に運営されていくよう、市民と市民、市民と行政などの間に立って、中立的な立場で
コーディネートを行う中間支援組織による拠点運営の検討を行っていく。

結果 平成28年度 達成度 2.57 重要度 3.86

重要度 3.93

アンケート 平成25年度 達成度 2.50 重要度 3.86

ニーズの
方向性

判定

説明

市民と行政の協働のまちづくりを推進していく上
で、地域コミュニティの役割は大きく、活気ある住
みよいまちにするためには、市民活動団体等との
協働の取り組みが不可欠である。官民学間にお
いて交流、協働が活性化すれば、まちづくりの活
性化に寄与していく。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.46

市民協働課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

自治会活動において、継続的に事業を実施し研修会や県外視察研修を行い、地域の課題や解決に向
け自治会活動の強化と自治振興を図った。また、視察研修先の講師を桜井市に招き、区長だけでなく
地元の方にも広げていただけるように講演会を開き、152名の参加があった。市民活動交流拠点登録団
体数も３３団体と年々微増している。

施策番号 1-2 施策名 市民活動の支援 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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12

11

10

9

8

A

7

6
任意の
自治事
務

まほろばセンター
の運営

商工振興
課 商工・
統計係

拡充
まほろばセンターリニューアル工事に伴い、平成２９年１２月１日よ
り休館中。　工事終了後の運営方法について、現在検討してい
る。

B

5
任意の
自治事
務

自治会集会所等
の整備等に対する
補助金交付事業

市民協働
課 市民生
活係

現状
維持

集会所は地域コミュニティ活動の拠点となる施設であり、引き続き
事業を実施することにより地域活動を促進し、地域の活性化、自
治会の健全な育成を図る。

B

4
任意の
自治事
務

市自治会連合会
事業への補助金
の交付事業

市民協働
課 市民生
活係

現状
維持

市民と行政の協働のまちづくりを推進していく上で、地域コミュニ
ティの役割は大きく、各地域の調整、指導的な役割を担う自治連
合会の協力は不可欠である。地域自治会組織のリーダである連
合会員の意識や知識の向上を目的とする事業への行政支援の拡
充を図る。

B

3
任意の
自治事
務

自治会への事務
連絡委託事業

市民協働
課 市民生
活係

現状
維持

自治会の自主的活動の促進を図る目的からも重要な事業である
が、市からの自治会への要請が増加する中、市と自治会が協力
体制を図り、事業を進めていく。

B

2
任意の
自治事
務

自治会奉仕活動
支援事業

市民協働
課 市民生
活係

現状
維持

より安心して自治会活動を実施するため、今後も支援の充実を図
る。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

戒重集会所の管
理委託事業

総務課 資
産管理係

現状
維持

戒重集会所基金により地元が運営する。 B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 1-2 施策名 市民活動の支援 主担当課 市民協働課
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―

②

施
策
管
理
指
標

80

100%

91 95.3 ―

30

30%以上

12 11.6 ―

70%

48.3 ― ―

②
目標を達成した施策の
割合（施策評価）

%

30 30

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「行政経営」が達成され
たと感じる市民の割合

%

① 総合計画進捗率 %

80 80

平成29 
年度の 

実施内容

・「第5次桜井市総合計画」の後期実施計画に基づき取り組みを進めるとともに、総合計画の進行管理を行うた
め、事務事業評価及び施策評価を実施し、また施策評価については外部評価委員による外部評価を、市民
公開の形で2日間にわたり実施した。
・議会運営や議会活動に関する資料の作成、収集及び関係機関との調整を行った。
・衆議院議員総選挙を滞りなく執行した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

128,330 千円 116,809 千円 122,220 千円

取り組み
方針

　高齢化社会の到来や進展する地方分権の流れなど、刻々と変化する社会情勢の変化を的確に捉え、地域
の課題に対して柔軟に対応するためにヒト、モノ、カネを適切に配分して、戦略的に行動するとともに、市民と
の適切な役割分担のもと、市民にとって最適な行政経営を行っていきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織 秘書課,総務課,議事課,選挙管理委員会事務局

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民にとって最適な行政経営が行われ、社会情勢の変化や地域課題に柔軟に対応している

目標像の
説明

　市民が、市の行政経営状況に満足しており、市役所内部組織体制も情勢変化に迅速かつ柔軟に対応して
いる。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 市長公室

施策番号 1-3 施策名 行政経営 主担当課 行政経営課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

・行政評価制度については、評価のための評価とならないよう、より一層職員の意識向上を図ることで、評価の
精度を高めていく必要があるとともに、外部評価での指摘を受け、評価指標等を含めた行政評価制度の内容
自体についても見直しをしていかなければならない。
・桜井市の財政状況及び職員数の減少等を考慮し、よりコンパクトかつ効率的な組織改正を図る必要がある。

施策展開
の方策

引き続き「第5次桜井市総合計画」に定める重点施策の実現に向け、行政評価制度等の取り組みを一層充実
させていくとともに、桜井市の現状に即した効率的な組織運営に努める。

結果 平成28年度 達成度 2.38 重要度 4.24

重要度 4.33

アンケート 平成25年度 達成度 2.40 重要度 4.23

ニーズの
方向性

判定

説明

桜井市が現在置かれている厳しい財政状況から
も、より一層の行政経営の効率化が求められてお
り、また市民の関心も極めて高いことから、今後と
も他の自治体での取り組み等の研究を行ってい
く。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.25

行政経営課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
市民にとって最適な行政経営が行われているかどうかを判定するため、「第5次桜井市総合計画」の進
行管理を、事務事業評価と施策評価を行うとともに、施策評価については市民公開の形で外部評価も
実施する形で行うことができたことから、達成度についてはBと判定する。

施策番号 1-3 施策名 行政経営 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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B12
ゼロ予
算

政策会議の開催
行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

政策決定に必要な調査及び計画の立案並びに総合調整を行い、
円滑な行政運営を図る。

A

11
ゼロ予
算

組織・機構改正事
務

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

組織の業務分担の整理など、必要に応じて組織改正を行う。 B

10
任意の
自治事
務

重点施策推進事
業

行政経営
課 行政経
営係

拡充
重点施策の進行管理のあり方、推進方法のあり方について制度
の見直しを行い、重点施策の推進強化を図る。

A

9
任意の
自治事
務

庁内企画調整事
務

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

各部局間の調整を行い、円滑な行政運営を図る。 B

8
任意の
自治事
務

行政評価の実施
行政経営
課 行政経
営係

拡充
引き続き、外部評価を実施し、施策評価の定着を図り、効果的・効
率的な行政経営を行う。

B

7
任意の
自治事
務

都市問題の調査
研究

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

今後も引き続き研修等に参加し、様々な機会を活用して諸問題を
調査研究する。

B

6
ゼロ予
算

秘書業務
秘書課 秘
書係

現状
維持

業務に支障をきたさないよう努める。

B

5
任意の
自治事
務

公用車の整備及
び総括管理

総務課 資
産管理係

現状
維持

公用車の整備及び総括管理を適正に行う。 B

4
任意の
自治事
務

庁舎管理
総務課 資
産管理係

現状
維持

本庁舎・分庁舎・西分庁舎の管理を適正に行う。

B

3
ゼロ予
算

文書管理等事務
総務課 文
書広報係

現状
維持

公文書等の適正な保存・管理及び廃棄を行う。 B

2
ゼロ予
算

議案書等作成事
務

総務課 文
書広報係

現状
維持

各課と調整のうえ、条例等提出議案の作成を行う。

事業の
方向性 平成31年度

1
ゼロ予
算

法令審査会の運
営、例規等の整備

総務課 文
書広報係

現状
維持

条例、規則等の制定・改正や廃止など、適正な例規整備を行う。 B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 1-3 施策名 行政経営 主担当課 行政経営課
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24

23

22

21

20

19

18

B

17

16
義務的
な事務

裁判員候補者予
定者名簿及び検
察審査員候補者
予定者名簿の調
整事務

選挙管理
委員会事
務局 選挙
係

現状
維持

司法に対する国民の理解の増進と信頼の向上を図るため適正な
事務を行う。

B

15
義務的
な事務

選挙執行事務

選挙管理
委員会事
務局 選挙
係

現状
維持

公明かつ適正な選挙執行を図る。 B

14
任意の
自治事
務

議会活動の支援
議事課 庶
務係

引き続き円滑な議会運営及び議会活動が行われるよう支援を行う

事業の
方向性 平成31年度

13 庶務
行政経営課庶務
事業

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

C

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 1-3 施策名 行政経営 主担当課 行政経営課
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150,000

5,652 72,094 ―

② ふるさと寄付金収入額 千円

5,000 6,000 70,000

施
策
管
理
指
標

96

96.0％

104.7 103.6 ―

120.8

113.2%

80.4 94.2 ―

65%

― ―

②
財政健全化判断比率
（将来負担比率）

%

128.4 124.6

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「行財政運営」が達成さ
れたと感じる市民の割合

%

① 経常収支比率 %

97.1 96.5

平成29 
年度の 

実施内容

地方税法に基づき、適正な課税及び滞納処分等を行い、市民の税負担の公平性の確保に努めるとともに、ふ
るさと寄附金返礼品のリニューアルを行い、桜井のPR及び寄付額の増加につながる取組を行った。また、効果
的かつ適切な公金執行となるように使途の適正化を図るとともに、必要な行政サービスの提供について、適正
に監査、検査及び審査を行った。また、住民票や戸籍事務を運用し、住民票等についてのコンビニ交付の開
始、公有財産等の管理、公共施設再配置方針及びアクションプランに基づく進行管理、指定管理者選考や固
定資産評価の委員会運営及び財務諸表の作成、交付税算定、予算編成、予算執行管理、決算分析等の事
務を行った。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

170,147 千円 318,471 千円 394,500 千円

取り組み
方針

　市民の税負担の公平性の確保と、行政が実施するすべての事業の目的や成果、優先度、進捗状況等の的
確な分析を行い、税金の効率的かつ効果的な活用を図るとともに、新しい公共の考え、民間活力の利用向上
の仕組みを構築していきます。
　そして、税金が適切に活用されるよう、行政評価の活用を図りながら、将来負担・財政リスクを踏まえた確実
な計画・執行管理を行います。また、ふるさと寄付金の確保に努め、活用を図ります。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織 行政経営課,総務課,税務課,出納課,監査委員事務局,市民課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民は、公平な負担のもとに税金が適切に活用されることにより、必要な行政サービスを受けている

目標像の
説明

　市民は、それぞれの所得や生活状況に応じた適切で公平な税の負担と、行政による適切な活用により、地
域を支援するための必要な行政サービスを必要な時に受けることができる。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 総務部

施策番号 1-4 施策名 行財政運営 主担当課 財政課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

・税負担の公平性の確保のため、引き続き課税客体の把握に努める必要がある。
・行政サービスの更なる適正な提供を図るための取組を実施する必要がある。
・公金の適正な支出に関する、市民の関心が高まっている。
・将来の人口減少や財政見通し等を踏まえ、公共施設の総量縮減・最適化、有効活用、適切な維持保全に取
り組む必要がある。
・少子高齢化、人口減少、公共施設の見直し等を踏まえた、中長期的な財政計画や執行管理を行う必要があ
る。

施策展開
の方策

・申告指導の徹底と関係各機関との連携による課税客体の把握を行うとともに、不動産・動産・債権等の差し
押さえ等の滞納処分についても引き続き取り組む。
・桜井市商工会等と連携することにより、ふるさと寄附金制度の促進を図り、更なる寄附金の確保に努めてい
く。
・個人情報の保護を確保しながら、更なる行政サービスの利便性の確保に取り組んでいく。
・公金支出に対する着実な監査、検査及び審査を実施し、適正な事務のための内部統制や法令順守の徹底
を図っていく。
・平成28年度に策定した公共施設等再配置方針及びアクションプランに基づき、公共施設の総量縮減につい
て取り組んでいく。
・持続可能かつ弾力的な行財政基盤を確立するため、少子高齢化、人口減少、公共施設の見直し等を踏まえ
た中長期的な財政計画や執行管理を行っていく。

結果 平成28年度 達成度 2.38 重要度 4.24

重要度 4.33

アンケート 平成25年度 達成度 2.40 重要度 4.23

ニーズの
方向性

判定

説明
引き続き、公平かつ適正な取り組みが求められて
いる。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.25

財政課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

財政健全化を目指しつつ、政策実現のための施策として、行財政改革アクションプランに基づき、ふる
さと寄附金の獲得、住民票等のコンビニ交付、市有資産の有効活用、公共施設の見直し、中期財政計
画の策定等について、実施を行っている。また、適正な課税を行うとともに徴収については、納期内納
付の呼びかけ、滞納者へのきめ細かな訪問及び対応、適切な滞納処分の実施に取り組んだ結果、県
内１２市の徴収率においては、７年連続の最上位となっている。これら各種行政事務の着実な実施と税
負担の公平性の確保、行財政改革アクションプランの取組実績に基づき、Bと判定している。

施策番号 1-4 施策名 行財政運営 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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B12
義務的
な事務

地方交付税関連
事務

財政課 財
政係

現状
維持

引き続き、適切に地方交付税に関わる事務を行う。

B

11
ゼロ予
算

財務会計システム
の活用

財政課 財
政係

現状
維持

より正確な会計・予算編成処理を図るため、平成30年度予算より
新財務会計システムを導入し、引き続き効率化を図る。

B

10
任意の
自治事
務

財務指標の作成と
公表

財政課 財
政係

現状
維持

平成28年度決算から、「統一的な基準」による財務諸表を作成す
る事となり、固定資産台帳を含めた財務諸表を再整備するための
経費増が、事業費増の要因である。 
財務諸表の作成が統一された事から、今後は他団体との比較も
容易となり、公共施設の見直し等への活用も期待できる。

B

9 庶務 市民課庶務事業
市民課 市
民係

現状
維持

B

8
義務的
な事務

住民基本台帳事
務

市民課 市
民係

現状
維持

住民にかかる行政サービスの基盤として管理運営していく必要が
あるため継続する。

B

7
法定受
託事務

戸籍事務
市民課 市
民係

現状
維持

戸籍事務の適正化、迅速化を図り、市民サービスを向上するため
に継続する。

B

6
任意の
自治事
務

証明書等コンビニ
交付事業

市民課 市
民係

拡充 広報等の周知活動の拡充により利用率の上昇をめざす。

A

5
任意の
自治事
務

市有施設最適化
整備更新基金へ
の積み立て

総務課
ファシリ
ティマネジ
メント推進
係

拡充
市有施設の最適化整備及び更新に多額の費用が必要であるた
め、将来に向けて基金に多くの金額を積み立てできるよう努める。

B

4
任意の
自治事
務

市有財産ファシリ
ティマネジメント推
進委員会の開催

総務課
ファシリ
ティマネジ
メント推進
係

拡充
平成２９年度は未利用土地１件の売却を行った。 
ファシリティマネジメント推進委員会を開催し、桜井市公共施設再
配置アクションプランに基づき、市有施設の縮減を図ってゆく。

B

3
任意の
自治事
務

指定管理者の選
考等事務

総務課 資
産管理係

現状
維持

指定管理施設に期間満了が近づく際、次の指定管理期間の募集
が始まる前に指定管理の継続の是非について、多角的に検討を
行ったうえで選考を行う。

B

2
任意の
自治事
務

公有財産等管理
総務課 資
産管理係

現状
維持

公有財産及び普通財産の適正な管理を行う。

事業の
方向性 平成31年度

1
義務的
な事務

固定資産評価審
査委員会の運営

総務課 文
書広報係

現状
維持

固定資産評価審査委員会の円滑な事務運営等を行う。 B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 1-4 施策名 行財政運営 主担当課 財政課
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B24
義務的
な事務

法人市民税課税
事業

税務課 市
民税係

現状
維持

適正な課税に向けて事業継続する。

B

23
義務的
な事務

個人住民税課税
事業

税務課 市
民税係

現状
維持

適正な課税に向けて事業継続する。 B

22
義務的
な事務

軽自動車税課税
事務事業

税務課 市
民税係

現状
維持

適正な課税に向けて事業継続する。

B

21
ゼロ予
算

市民税課税客体
把握事業

税務課 市
民税係

現状
維持

調査を強化、継続する。 B

20 庶務 税務課庶務事業
税務課 収
納管理係

現状
維持

B

19
義務的
な事務

各種税務協議会
負担金及び共同
啓発事業負担金

税務課 収
納管理係

現状
維持

適正な事務運営と各市との情報交換等、相互の円滑な連携のた
め負担金を支出する。

B

18
義務的
な事務

市税過誤納金還
付金の支出

税務課 収
納管理係

現状
維持

今後も地方税法・市税条例（要鋼）の規定に基づき過誤納金が発
生すれば速やかに還付手続きを行う。

B

17
任意の
自治事
務

ふるさと寄附金ＰＲ
事業

税務課 収
納管理係

拡充
全国に桜井市をPRし、更に寄附額を伸ばすため、新たなモール
の追加等が必要となる。

B

16
任意の
自治事
務

桜井市たばこ商業
組合補助金

税務課 収
納管理係

現状
維持

たばこ税確保のため、組合と連携して販売促進に向けた積極的な
PRのため補助を実施する。

B

15 庶務 財政課庶務事業
財政課 財
政係

現状
維持

B

14
義務的
な事務

決算関連事務
財政課 財
政係

現状
維持

引き続き、適切に決算に関わる事務を行い、統計調査などを県等
に報告する。

事業の
方向性 平成31年度

13
義務的
な事務

予算編成・執行管
理事務

財政課 財
政係

現状
維持

引き続き、適切に予算編成に関わる事務及び適正な執行管理に
関わる事務を行う。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 1-4 施策名 行財政運営 主担当課 財政課
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B36 庶務
監査委員事務局
庶務事業

監査委員
事務局 監
査係

B

35
義務的
な事務

監査業務
監査委員
事務局 監
査係

現状
維持

財政健全化に関する審査及び適正な会計処理検査の定期監査、
例月出納検査を実施

B

34
任意の
自治事
務

監査委員及び事
務局職員の事務
研修

監査委員
事務局 監
査係

研修の充実を図る

B

33 庶務 出納課庶務事業
出納課 出
納係

現状
維持

B

32
義務的
な事務

行政不服審査会
事務

出納課 出
納係

現状
維持

審査請求があった場合には、国民の権利利益の救済と、行政の
適正な運営の確保を目的に、審査請求の事務手続き及び行政不
服審査会開催に伴う事務処理を円滑に行っていく。

B

31
ゼロ予
算

備品管理事務
出納課 出
納係

現状
維持

新財務会計システムでは、各課で備品のデータ入力及び管理が
できる予定である。それまではデータ入力と管理を徹底する。

B

30
任意の
自治事
務

物品購入に係る入
札事務

出納課 出
納係

縮小
用品調達基金の廃止により、共通物品の単価契約品目数や入札
要件を見直し、少人数で適正な事務処理ができるよう事業を縮小
していく。

B

29
任意の
自治事
務

会計事務
出納課 出
納係

現状
維持

引き続き、適正な会計事務を行う。 B

28
ゼロ予
算

行財政改革の推
進

行政経営
課 行政経
営係

拡充
行財政改革アクションプランの前年度実績を踏まえ、着実に改革
を実施し、桜井市の財政の健全化に資する。

B

27
任意の
自治事
務

収納事業
税務課 徴
収係

現状
維持

納期限のすぎた市税について、督促状を送付し納付を促し、早期
相談業務を行っているが、それでも納付されない場合は、催告書
等を送付する。また、悪質な滞納者に対し財産調査及び差押処
分等を実施していく。

B

26
ゼロ予
算

固定資産税課税
客体把握事業

税務課 固
定資産税
係

現状
維持

税務署など関係機関と連携を図りながら課税客体の把握及び申
告・指導を継続する。

事業の
方向性 平成31年度

25
任意の
自治事
務

固定資産税課税
事業

税務課 固
定資産税
係

現状
維持

引き続き民間活力を導入しながら、土地・家屋・償却資産等の適
正評価や課税客体の正確なデータを引き続き把握する。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 1-4 施策名 行財政運営 主担当課 財政課
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関連組織 総務課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民は行政事務の改善と効率化及び適切な職員の対応により、快く行政サービスを受けている

目標像の
説明

　市民をはじめとした市役所を訪れる全ての人が、利用する課、担当する職員に関係なく皆平等に快く行政
サービスを受けている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 市長公室

施策番号 1-5 施策名 行政活動の改善 主担当課 人事課

144,803 千円 104,585 千円 146,883 千円

取り組み
方針

　すべての行政職員が、自分の所属部署に関わらず、「市民が快く、満足して利用できる市役所」を目指し、市
民に対して適切に対応できるように、専門知識の習得や行政能力、接遇能力の向上など、資質の維持向上を
図ります。
 また、「市民の皆さんに信頼され、質の高い行政サービスを提供できる市役所」を目指し、職員が常に問題意
識・改革意欲・チャレンジ精神を持って職務に挑み、個々の能力が発揮できる「職場の環境整備」を行いま
す。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

・退職者の補充を基本とした職員採用を行った。
・人材育成業務として、各種研修機関への派遣を中心とした職員研修の実施、人事評価制度の運用としては
平成28年度から主幹級以上の職員に本格実施及び全職員への試行を行った。
・各種健康診断、健康相談、職場の安全点検等、職員の健康と安全衛生管理等を行った。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「行政活動の改善」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

①
市民一人当たりの職員
人件費

円

74,019 73,637

65%

48.3 ― ―

② 職員提案率 %

45 55

73,256

72,493円（△
5％）

77,472 73,141 ―

65

80%

53 54.5 ―

―

②

施
策
管
理
指
標
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人事課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

市民に対して質の高いサービスを提供するためには、職員の能力、資質の向上と、健康の保持・増進
に努める必要がある。その取り組みとして、まず職員の人材育成に関しては、研修センター等の各種派
遣研修を最大限に活用できたと考え、また人事評価制度の運用においても、前年度から主幹級以上の
職員への本格実施及び全職員への試行導入により、人材育成のツールとしての役割を果たすことがで
きた。さらに職員の健康管理面に関しては、各種健康診断、健康相談、作業を伴う職場の公務災害リス
ク低減の取り組みを行い、職員の心身の健康保持、増進に寄与できたと考える。

施策番号 1-5 施策名 行政活動の改善 主担当課

重要度 4.33

アンケート 平成25年度 達成度 2.40 重要度 4.23

ニーズの
方向性

判定

説明

職員数適正化の取り組みにより職員数が減少して
いる中、行政事務の改善と効率化を行い、住民
サービスを向上させるための職員の人材育成と健
康管理は今後益々重要となる。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.25

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題
今なお厳しい財政状況のもと、職員数の適正化により職員数が減少した中においては、市民サービスの低下
を招かないよう時代のニーズに対応できる職員の育成、業務の効率化、並びに適切な健康管理を行う必要が
ある。

施策展開
の方策

　職員数が減少した中で、重点施策の実現や、諸制度の改正や市民ニーズの多様化等により業務量が増加
していることに対応するためには、職員の人材育成が益々重要となる。
　そこで研修センターを始めとする研修機関への派遣研修を活用しながら、効率的かつ効果的な研修事業の
展開、職員の仕事に対するモチベーションを向上させるべく人事評価の運用を行う。
　また一方で、職員の心身の健康保持、増進のため健康管理事業においては、現在行っている各種検診の
見直しを図り、効率的かつ効果的な検診を検討・実施し、職員の健康面でのサポートを十分にできるようにす
る。

結果 平成28年度 達成度 2.38 重要度 4.24

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 1-5 施策名 行政活動の改善 主担当課 人事課

事業の
方向性 平成31年度

1
義務的
な事務

公平委員会の運
営

総務課 文
書広報係

現状
維持

公平委員会の円滑な事務運営等を行う。 B

A

3
任意の
自治事
務

業務系オンライン
システムの整備・
運用管理

総務課 情
報化推進
係

現状
維持

システム稼働率向上のため障害発生時の適切な対策と対応の実
施を行い、システムの開発・改修や最適化を適切に行う。

A

2
任意の
自治事
務

情報化推進の支
援

総務課 情
報化推進
係

現状
維持

職員の情報リテラシー及び情報セキュリティに対する意識の向上
を図る。

B

5
任意の
自治事
務

ネットワーク運用
管理・セキュリティ
対策

総務課 情
報化推進
係

拡充
セキュリティポリシーの運用、実施手順書の策定、セキュリティ監査
を実施する。

B

4
任意の
自治事
務

情報系全庁型業
務システムの導入
整備

総務課 情
報化推進
係

拡充
現行システムの確実な運用を行い、ＧＩＳ共通基盤、統合文書管
理システムの整備を検討する。

B

7
任意の
自治事
務

市民行政サービス
システム整備

総務課 情
報化推進
係

現状
維持

市民からのインターネットによる行政サービス（申請受付等）を推
進する。

B

6
任意の
自治事
務

行政情報ネット
ワーク基盤の整備

総務課 情
報化推進
係

現状
維持

パソコン配備の充実と、情報ネットワークの信頼性の向上を目指
す。

B

9
任意の
自治事
務

職員給与管理業
務

人事課 人
事研修係・
給与厚生
係

現状
維持

人事院勧告、県人事委員会勧告、国や他の地方公共団体の動向
を見ながら適切な給料を決定の上、対象者への適正な給与の支
給に努める。

B

8
任意の
自治事
務

職員人事管理業
務

人事課 人
事研修係・
給与厚生
係

現状
維持

職員採用と人員配置は組織運営上必要不可欠である。今後も前
年度退職者の補充を基本とした職員採用と、適正な人員配置を
行う予定とする。また、採用者確保に向けて周知等を積極的に
行っていく。

B12 庶務 人事課庶務事業

人事課 人
事研修係・
給与厚生
係

現状
維持

B

11
義務的
な事務

職員人材育成業
務

人事課 人
事研修係・
給与厚生
係

縮小

職員研修は組織運営上必要不可欠なものであるため、継続して
時代のニーズに応じた研修を実施する。 
特に人事評価制度の定着と、平成27年度より導入した特定研修
（JIAM・ｱｶﾃﾞﾐｰ等）の参加促進を図る。平成３１年度以降は、効率
的かつ効果的な研修を実施するよう見直しを行う。

A

10
義務的
な事務

職員健康・安全衛
生管理業務

人事課 人
事研修係・
給与厚生
係

縮小

職員の健康管理及び職場環境の整備は、安定した組織運営を行
うために必要不可欠であるため、今後も健診受診率の向上と職場
環境の適性を意識しながら継続して実施する。平成３１年度以降
各種検診のあり方について見直しを検討する。
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関連組織 議事課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民や行政が多様な情報手段を有効に活用し、情報の受発信を積極的に行っている

目標像の
説明

　地域に関係なく、市民や行政がインターネットや広報紙など、多様な情報共有の手段を活用し、高度な情報
収集・発信を行っている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 総務部

施策番号 1-6 施策名 情報共有の充実 主担当課 総務課

21,739 千円 205,641 千円 313,545 千円

取り組み
方針

　高度情報化が進み、インターネットの利用が普及する中、居住地や年齢、障害の有無などによる情報格差の
解消のためデジタル情報を利用しやすい環境を整えるとともに、広報紙等多様な情報交流手段を効果的に活
用し、桜井市の貴重な歴史情報など桜井市の特性を理解するための情報をはじめ、市民が生活の中で求め
ている情報の把握に努め、市民に関心を持ってもらえる情報を提供していきます。
　デジタル情報技術についてはその双方向性を活用し、行政情報等の積極的な提供・防災情報等の発信とと
もに、パブリックコメント等市民の意見を聞く広聴の利用、高齢者、障害者等との情報の受発信の促進を図りま
す。
　また、インターネット利用においては、利用者が加害者、被害者にならないように市民に対する意識啓発を行
います。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

各課からのタイムリーな情報発信を可能とするため、ひみこちゃんTwitterを市公式SNSとし、運用方針及び運
用規定の整備を行った。
議会だよりを年４回広報に掲載し、掲載内容の充実を図った。また広く市民に議会活動をしってもらうため、本
会議の映像配信（録画）を行った。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「情報共有の充実」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

①
お気づきポストの利用者
数

件

100 100

70%

66.5 ― ―

②
パブリックコメント等の意
見提出数

件

10 10

100

１００件

43 40 ―

10

10件

6 37 ―

200千件

249 203 ―

②
ホームページアクセス件
数

千件

100 200 200

施
策
管
理
指
標
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総務課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

　平成28年4月号に広報紙のリニューアルを実施し、以降、読み手が親しみやすく、見やすい広報紙の
作成を行っている。その結果、広報紙に対する感想や要望、意見等が多く寄せられるようになり、広報
紙の充実については、一定の評価を受けている事がうかがえる。
　また、ひみこちゃんTwitterを市公式SNSとし、広報担当者と各課ﾂｲｰﾄ投稿者が共同で情報発信を行
えるような環境づくりを行った。

施策番号 1-6 施策名 情報共有の充実 主担当課

重要度 3.62

アンケート 平成25年度 達成度 2.68 重要度 3.74

ニーズの
方向性

判定

説明

SNS（FacebookやTwitter等）を用いた情報発信
は、今や一般的となり、市の情報発信の手法とし
て取り入れていくべきと考える。また、市ホーム
ページにおいて、アクセシビリティに考慮しただれ
でも利用しやすい情報取得のための環境整備が
必要と考える。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.59

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

　広報紙のリニューアルを実施したことで、一定、広報紙の充実を図ることができた。広報紙は、より見やすく、
より分かりやすい形で市民の求める情報を発信していくべきものであるため、市民からの意見等を参考に検証
等を実施し、より高いレベルを維持していく必要がある。しかし、現在の広報紙レベルを維持していくために
は、広報紙作成を担う職員の負担増加と能力に依存してしまうことが懸念される。
　ひみこちゃんTwitter（市公式SNS）の運用は、広報担当者と各課ﾂｲｰﾄ投稿者が共同で情報発信を行えるよ
うになった。しかし、それだけではSNSの充実を図ることは難しく、各課職員の広報に対する意識を育てていく
ことが課題となる。また、Twitterは、即効性の高い情報発信ツールであるため、各課職員がその危険性を認識
し、投稿内容の確認及びセキュリティー確認などを認識する必要がある。

施策展開
の方策

　広報紙の作成については、現在の広報紙のレベルを保ちつつ、作成工程方法の見直しを行いながら、コスト
削減を図る。また、多くの市民に市政に関心を持ってもらうため、市のホームページ等の充実を図り、積極的な
情報発信を行う。
Twitterの運用については、さらなる充実を図るために各課ﾂｲｰﾄ投稿者の増加と投稿者への操作研修及びセ
キュリティー研修を実施する。

結果 平成28年度 達成度 2.76 重要度 3.72

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 1-6 施策名 情報共有の充実 主担当課 総務課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

広報・広聴等事務
総務課 文
書広報係

現状
維持

お気づきポストやホームページの問い合わせフォームを通じて、
広く意見を聴く。市行政のに関する各種情報提供を行うため、各
課のホームページ内容の拡充を図る。

B

B

3
任意の
自治事
務

桜井市個人情報
保護条例の適正
施行（審議会）

総務課 文
書広報係

現状
維持

例規の趣旨に基づく適正な個人情報保護を行う。 B

2
任意の
自治事
務

桜井市情報公開
条例の適正施行
（審査会）

総務課 文
書広報係

現状
維持

条例の趣旨に基づく適正な情報公開事務を行う。

B

5
任意の
自治事
務

デジタルデバイド
対策

総務課 情
報化推進
係

現状
維持

携帯基地局の保守運用は引き続き行い、情報通信網の格差解消
のためインフラ整備や利用しやすい環境を維持する。

B

4 庶務 総務課庶務事業
総務課 文
書広報係

現状
維持

B

7
任意の
自治事
務

議会情報の発信
議事課 議
事係

現状
維持

引き続き、議会だよりの充実や映像配信を広く市民に閲覧してもら
えるような広報に努め、開かれた議会を目指す

B

6 庶務 議事課庶務事業
議事課 庶
務係

現状
維持

9

8

12

11

10
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関連組織 秘書課,環境総務課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　周辺市町村と連携し、効率的な行政活動が行われている

目標像の
説明

　周辺市町村との連携のもと、行政サービスをより一層充実・快適に受けることができるよう、行政事務の統合
やサービスの共有を行い、行政財産が効率的に活用されている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 市長公室

施策番号 1-7 施策名 広域行政の推進 主担当課 行政経営課

12,700 千円 15,884 千円 14,210 千円

取り組み
方針

　住民ニーズの多様化により単独の自治体として対応が困難なことが増加しています。自治体の枠を超えて対
処することが求められる消防などの事務や市民活動への対応、そしてコスト効率化が期待される国民健康保
険や介護保険などの事務に関し、関係団体と市民理解を深めながら広域化を進めていきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

・桜井宇陀広域連合として、宇陀市・曽爾村・御杖村と連携し、介護・障害認定等の事務の効率化を図るととも
に、諸事業を実施した。
・リニア中央新幹線中間駅の大和郡山市への誘致を求めて平成25年に設立された「奈良県にリニアを！の
会」に引き続いて参加した。
・平成28年に設立された「奈良県桜井・宇陀地域ごみ処理広域化推進協議会」において、ごみ処理の広域化
について継続して協議を重ねた。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「広域行政の推進」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

①
広域で実施した事業へ
の参加者数

人

3,000 3,000

50%

42.4 ― ―

②
広域行政化による事務
の効率化

事業

4 4

3,000

3,000人

1,555 1,642 ―

4

5事業(累計)

4 4 ―

―

②

施
策
管
理
指
標
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行政経営課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

・桜井宇陀広域連合事業として、圏域内市村と連携して各種の事業を実施した。
・リニア中央新幹線中間駅の大和郡山市への誘致を求める「奈良県にリニアを！の会」の総会等に出席
した。
・県が推進する「奈良モデル」の一環として、平成28年に設立された「奈良県桜井・宇陀地域ごみ処理
広域化推進協議会」において、引き続きごみ処理の広域化について議論を重ねた。
以上、上記の事業について概ね順調に推移しているので、B判定とする。

施策番号 1-7 施策名 広域行政の推進 主担当課

重要度 4.26

アンケート 平成25年度 達成度 2.22 重要度 4.22

ニーズの
方向性

判定

説明

行政の効率化・省力化という観点からも、事業の
広域連携は益々重要度を増してくると考えられる
ので、「奈良モデル」をはじめ積極的に取り組みを
進めていく。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.11

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題
・桜井宇陀広域連合については、連携事業をより充実させることで、桜井市の活性化につなげる必要がある。
・行政事務の広域化を推進するため、県が推進する「奈良モデル」の取り組み等に、今後とも積極的に参画し
ていく必要がある。

施策展開
の方策

・桜井宇陀広域連合については、圏域内市村との連携を一層密にすることで、広域の深化と桜井市の活性化
を図っていく。
・ごみ処理の広域化等、「奈良モデル」に代表される広域行政の推進による事務の効率化に取り組んでいく。

結果 平成28年度 達成度 2.25 重要度 4.16

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 1-7 施策名 広域行政の推進 主担当課 行政経営課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

各市長会等との連
携

秘書課 秘
書係

現状
維持

市長会、副市長会の例会等に極力出席して、他市との交流を深
めるとともに、情報の交換・収集にも努める。

B

B

3 庶務 秘書課庶務事業
秘書課 秘
書係

現状
維持

B

2
任意の
自治事
務

リニア中央新幹線
建設促進
奈良県期成同盟
会等への加盟

秘書課 秘
書係

現状
維持

リニア中央新幹線建設促進奈良県期成同盟会や「奈良県にリニ
アを！」の会の活動に今後も参画していく。

B

5
ゼロ予
算

市町村間連携事
業への参加

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

地域振興を図る上で周辺市町村との連携は重要である。今後も連
携事業に参加していく。

B

4
任意の
自治事
務

奈良県桜井宇陀
地域ごみ処理広
域化推進協議会
の運営

環境総務
課 庶務係

現状
維持

奈良県桜井宇陀地域ごみ処理広域化推進協議会の開催を行
い、ごみ処理事業の効率化を図っていく

B

7
義務的
な事務

桜井宇陀広域連
合との連携

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

構成市村とともに圏域の活性化に資する事業を連携して実施す
る。

B

6
ゼロ予
算

国・県との連絡調
整事務

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

国・県からの情報を庁内に提供し、情報共有を行うことで、市の事
業を円滑に進められるよう調整を行う。

9

8

12

11

10
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関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民が桜井市の歴史や食や文化を深く理解し、その魅力を発信することで、来訪者は市内をめぐりながら地
域との交流のなかで観光を楽しんでいる

目標像の
説明

　市民は市内で開催される勉強会への参加や、各種のイベントにおける市民どうしの交流などを通じて、桜井
市の歴史や桜井市が有する優れた歴史的文化遺産、あるいは四季折々の旬な魅力ある情報を得ており、そ
の情報を「もてなしの心」を持って積極的に来訪者へも伝えている。
　そして国内外の来訪者が地域のすばらしい自然や歴史遺産に触れ、魅力を感じて観光をしている。また市
内を巡りながら食や工芸品、あるいは伝統文化を楽しんでいる。そこには心癒される多くの交流があり、顔なじ
みの来訪者もあちこちに見られる。このような人の流れが、地域産業の活性化にもつながっており、地域経済
にも潤いをもたらしている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 まちづくり部

施策番号 2-1 施策名 観光の振興（もてなしのまちづくり） 主担当課 観光まちづくり課

84,908 千円 90,776 千円 86,509 千円

取り組み
方針

　市民が興味を持ち、楽しめる情報を提供するために、市民組織、観光関連団体、地元事業者などとの情報
交換の機会を充実させながら、来訪者がどのように過ごしたいかという観光ニーズを丁寧に把握し、把握した
情報を、一時的ではなく、人々の心に長く残るようなストーリー性のある形にして発信するよう努めていきます。
そしてそのような情報を市民が十分に認識するとともに、市民との交流を通じて来訪者に確実に届くように、観
光の様々な場面における観光客と地元市民の接点づくりに努めます。また地域の多様な産業間の連携を促
し、観光をきっかけとした産業を育成していきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

本市の認知度向上と誘客を目的に首都圏における東京フォーラムの開催、ＶＪＴＭや県主催の商談会、奈良
まほろば館でのプロモーション活動を行った。また、記紀万葉のふるさと桜井をＰＲする取組みや地方創生推
進交付金を活用したおもてな協議会事業、インバウンド戦略事業、地域ブランド事業、相撲連携事業等を行っ
た。さらに、まちづくりの将来像を実現しまちの魅力を高めるため、桜井駅周辺地区及び長谷寺門前町周辺地
区のまちづくり基本計画を策定した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「観光の振興」が達成さ
れたと感じる市民の割合

%

①
市内での観光振興に向
けた講演会や学習会の
参加者人数(市主催）

人

1500 1500

70%

41.7 ― ―

②
産業連携を促す観光企
画の実践数

企画

9 10

1500

3,000人

1310 581 ―

11

15企画(累計)

9 10 ―

30,000人

12000 0 ―

②
（産業連携を促す観光企
画）事業の参加者数(各
種イベント）

人

15000 12000 12000

施
策
管
理
指
標
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観光まちづくり課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

首都圏において東京フォーラムの開催や、プロモーション活動を通じて、桜井市の情報発信を積極的
に行った。また、市内においても協議会の構成団体が中心に記紀万葉のふるさとを知ってもらう取組み
を実施した。さらに地方創生交付金事業として、前年度に制作したパンフレットや動画など外国人の目
に触れやすい場所で積極的に活用し、海外からの観光客誘客を図った。また、市おもてなし仕組みづ
くり協議会活動として観光関連団体、ホテル・旅館、飲食店などが、研修会等に参加し、宿泊客や観光
客へのサービスの向上に努めた。結果として、市内への観光客入込客数が前年度比51千人増加した。

施策番号 2-1 施策名 観光の振興（もてなしのまちづくり） 主担当課

重要度 3.93

アンケート 平成25年度 達成度 2.32 重要度 3.98

ニーズの
方向性

判定

説明

市内には、大神神社、長谷寺、談山神社、安倍文
殊院、聖林寺の５社寺、山の辺の道、纒向遺跡な
ど多くの歴史的観光資源を有しており、引き続き
プロモーションを行い、市の魅力をPRすることで、
さらなる誘客に取り組むことが必要である。また、
近年増加する海外旅行客の誘客の取り組みを進
めるとともに、市内を訪れた観光客・宿泊客への
サービスの向上を図っていく必要もある。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.37

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

桜井市には、「三輪そうめん」や「大神神社」「長谷寺」など単体で全国的に有名なものは存在するが、それが
桜井市に存在するということについては、まだ十分に周知がされているとは言えない。桜井市と関係深いもの
であると認知してもらえるよう広報戦略の強化を進める必要がある。
また、市の観光資源のポテンシャルを十分に引き出すためにも、市町村の枠を超えた広域観光連携を進め、
周辺市町村と連携し、歴史資源のＰＲだけでなく、体験などの掘り起こしも行い、現地へ来てからの楽しみ方の
提案もしながら通過型から滞在型、宿泊型観光に移行できるような仕組みづくりが必要である。
一方、内部においては、観光施設などの管理に求められる業務(公衆便所の維持管理・観光ルートの道路維
持やサイン整備など）が多数あり、観光シーズンにおける観光案内業務、関連イベントへの参加、インバウンド
対策など、その業務内容は多岐にわたっており、ソフト及びハードの両面での改善を図ることが課題となってい
る。

施策展開
の方策

現在の観光まちづくり課における係間の業務見直しによる体制強化、他団体との事業内容の再編を進める一
方で、誘客のための徹底した観光マーケティング調査や観光アドバイス業務結果を活用しながら観光戦略並
びに観光企画を進め、市、観光協会、商工会、各種観光事業者などと連携し、観光客をおもてなしするための
体制の充実を目指す。また、広域観光連携を進め、エリアブランディングによる観光客誘致を進める必要があ
る。その一環として、地域における魅力溢れる有形・無形の文化財を総合的に整備・活用し、国内及び海外に
発信していくことで、地域の活性化を図る。
また、地方創生の交付金をうまく活用することで、これまで財政的な理由で先延ばしされていた事業を計画的
に推進していく。さらに、２０２０年に4000万人を目指す外国人観光客に対する情報発信に積極的に取り組
む。また、ブランド認定品やひみこちゃんの効果的な活用方法や、情報発信媒体（ポスター、チラシ、HPなど）
の定期的なリニューアル、フィルムコミッションを活用したロケ誘致やマスコミへの支援活動など、様々なメディ
ア・媒体を活用することで、市の魅力を発信し、市の認知度を高める方策を推し進める。またあわせて、市内で
進行中の各地域のまちづくりに観光要素も加味しながら、特に市の玄関口である桜井駅周辺地区において
は、観光情報発信拠点としての機能も有する整備を進めていく。

結果 平成28年度 達成度 2.30 重要度 3.94

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 2-1 施策名 観光の振興（もてなしのまちづくり） 主担当課 観光まちづくり課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

観光マーケティン
グ事業

観光まち
づくり課 ま
ちづくり戦
略係

拡充 国内外の観光動向にあわせ観光施策を進めていく A

B

3
任意の
自治事
務

桜井駅周辺地区
まちづくり事業

観光まち
づくり課 ま
ちづくり戦
略係

拡充
今後は、まちづくり基本計画に沿った個別の事業を具体的に進め
ていく。

A

2
任意の
自治事
務

桜井版道の駅

観光まち
づくり課 ま
ちづくり戦
略係

現状
維持

まちづくりの様々な取組の進捗に合わせ、総合的に検討を行って
いく。

A

5
ゼロ予
算

地産型観光サー
ビス開発事業

観光まち
づくり課 ま
ちづくり戦
略係

現状
維持

大和さくらいブランドと地域の地場産品の活用は可能だが、観光
部局として開発事業は困難。

C

4
任意の
自治事
務

長谷寺門前町周
辺地区まちづくり
事業

観光まち
づくり課 ま
ちづくり戦
略係

拡充
今後は、まちづくり計画に沿った個別の事業を具体的に進めてい
く。

B

7
任意の
自治事
務

フィルムコミッショ
ン

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

引き続き誘致活動や営業活動を行い、誘致数増加に努める。 B

6 庶務 観光課庶務事業

観光まち
づくり課 ま
ちづくり戦
略係

現状
維持

B

9
任意の
自治事
務

観光協会への補
助

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

法人として期待される役割を十分担えるよう体制となるよう働きか
け、市業務とのすみ分けを進める。

B

8
任意の
自治事
務

土舞台顕彰会へ
の補助

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

土舞台顕彰会の今後の取り組みを確認した上で、市として必要な
支援を行う。

B

11
任意の
自治事
務

桜井市観光まちづ
くり協議会負担金

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

桜井市観光まちづくり協議会の事業が、案内看板制作を中心とす
る事業から歴史文化を発信する事業に変化してきたことから、今
後の取り組みを確認した上で、市として必要な支援を行う。

B

10
任意の
自治事
務

山の辺の道美化
促進協議会との連
携

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

山の辺の道の素晴らしさを全国的にＰＲし誘客に努める。

B12
任意の
自治事
務

奈良県ビジターズ
ビューローとの連
携

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

ビジターズビュローと連携し活用することで、県外の観光客へPRを
担ってもらい、市への誘客、観光振興につなげる。
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 2-1 施策名 観光の振興（もてなしのまちづくり） 主担当課 観光まちづくり課

事業の
方向性 平成31年度

13
任意の
自治事
務

奈良県誘客団体と
の連携

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

国・県が進めているインバウンドや教育（修学）旅行生誘致等の取
り組みに対し、積極的な条件整備や対応が行えるように引き続き
連携する。

B

B

15
任意の
自治事
務

歴史街道推進協
議会負担金

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

広域連携を推進するネットワーク組織として活用するとともに、周
辺の加盟自治体とも連携事業をすすめ、市のＰＲにつなげる。

B

14
任意の
自治事
務

歴史古道探索
観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

市ボランティアガイド及び桜井記紀万葉プロジェクトと連動した取り
組みを通じて、事業を進める。

B

17
任意の
自治事
務

観光ボランティア
ガイド育成補助

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

桜井市観光協会と、桜井市観光ボランティアガイドの会が一層の
連携をすすめると共に、若いボランティアガイドや外国人観光客に
も対応できるガイドの育成をすすめる。

B

16
任意の
自治事
務

さくらい万葉まつり
への補助

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

実行委員会構成団体の減少を食い止めるとともに、毎年実行委
員会の主要メンバーが入れ替わることから、十分な引き継ぎが行
われるよう働きかける。

B

19
任意の
自治事
務

公衆便所の維持
管理

観光まち
づくり課 観
光事業係

拡充
職員による定期的な確認作業を続けると共に、国・県の有利な補
助金等を活用しながら順次、改修や水洗化、洋式化に努め、訪問
者に不快感を感じさせない公衆便所（観光便所）を目指す。

A

18
任意の
自治事
務

初瀬観光センター
の運営

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

観光センターとしての機能するよう、引き続き運営状況を見守って
いく。

B

21
任意の
自治事
務

マスコットキャラク
ター関連事業

観光まち
づくり課 観
光事業係

拡充
引き続きイベント等で活用するとともに、ノベルティグッズを作成
し、市の知名度向上を図る。

B

20
任意の
自治事
務

桜井観光案内所
運営

観光まち
づくり課 観
光事業係

拡充
観光案内所の場所を分かりやすく案内すると共に、国内の観光客
の利便性を高め、さらに今後は、外国人観光客の増加を見据え、
多言語対応も進める。

A

23
任意の
自治事
務

おもてなししくみ
づくり事業

観光まち
づくり課 観
光事業係

拡充
国の地方創生を活用しながら、おもてなししくみづくりの取り組み
を推進し、観光客・宿泊客へのさらなるサービスの向上を図る。

A

22
任意の
自治事
務

観光情報の提供
観光まち
づくり課 観
光事業係

拡充
引き続き各種観光情報を掲載したパンフレットを配布し、市Webサ
イトにおいても情報発信を行っていく。

B24
任意の
自治事
務

相撲観光創造事
業

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

３市が連携して事業を進めていく
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 2-1 施策名 観光の振興（もてなしのまちづくり） 主担当課 観光まちづくり課

事業の
方向性 平成31年度

25
ゼロ予
算

桜井記紀万葉プロ
ジェクト推進協議
会

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

原書を活用する等、推進協議会にふさわしい取組みに対し、引き
続き支援を行っていく。

B

B

27

26
ゼロ予
算

日本遺産登録推
進事業

観光まち
づくり課 観
光事業係

現状
維持

枠組み、内容などを再考しつつ、「日本遺産」登録の更なる検討を
行う。

29

28

31

30

33

32

36

35

34

29



関連組織 商工振興課,農業委員会事務局

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　農林業がいきいきと営まれ、新たな魅力が生まれている

目標像の
説明

　食の根本に携わる農業や桜井市の基幹産業である林業が活性化し、農村景観や森林景観とともに、その資
源の価値がしっかりと守られ、農村に多くの人が訪れている。
　農産品のブランド化により高付加価値と所得が向上し、若い世代が農業に従事している。また積極的に商・
工・農連携による加工から販売までの新たな形態の農業経営が行われている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 まちづくり部

施策番号 2-2 施策名 農林業の振興 主担当課 農林課

158,684 千円 166,345 千円 287,916 千円

取り組み
方針

　農業については、国県の施策、各種団体等と連携し、農業経営の安定化による後継者・新規就農者の育
成、地産地消の促進や二次・三次産業との連携による、地域内需要の安定確保と農産物の高付加価値化を
促します。
　林業については、輸入木材等と競争ができる環境が整うまでの間、治水機能をもった災害に強い山林の整
備に向け間伐・保育を促します。また、市内の小中学校の施設や机など地元産木材の利用を促すとともに、木
材協同組合等と連携し新たな木工産業の創造を促進します。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

　農、商及び観光のマッチング及び地産地消を推進するため、「さくらい農･商ふれあいフェスタ」を開催すると
ともに、食料自給率の向上と農業の多面的機能を維持するためのさまざまな補助事業等を行った。
　また、有害鳥獣による農作物の被害を防除する為、さまざまな対策事業を実施した。
　さらに、林業の振興については、良質木材の生産を促すため、枝打ちなどの保育を積極的に推進し、放置
山林の解消に努めた。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「農林業の振興」が達成
されたと感じる市民の割
合

%

① 森林施業面積(累計) ha

350 450

50%

37.1 ― ―

② 農業産出額（10a当り） 万円

18 18

550

403ha(累計)

441 511 ―

18

18万円

12 12 ―

10ha(累計)

10.11 12.21 ―

②
耕作放棄地解消面積(累
計)

ha

13.41 16.41 19.41

施
策
管
理
指
標
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農林課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

　有害獣防除事業を実施した圃場については、農作物の被害の減少が図られたため、地元農家の作
付け意欲減退を抑制でき、自給率や農業所得向上に寄与した。
　また、県の森林環境税を用いた事業及び支援事業などを実施したことにより、放置されていた人工林
の間伐、林内整備を行うことができ、森林価値の向上が図られた。
　また、県が推進する里山づくり推進事業の実施により、地域住民の憩いの場である里山林が整備さ
れ、地域住民のみならず、都市圏から来訪する親子連れやボランティア活動の参加者が増加した。
　また、地域資源を活用した新事業創出の取り組みに対して助成を行うことで、地域特産品の掘り起し
を行い、地域におけるブランド化のきっかけを作ることができた。

施策番号 2-2 施策名 農林業の振興 主担当課

重要度 3.92

アンケート 平成25年度 達成度 2.08 重要度 3.85

ニーズの
方向性

判定

説明

　獣害対策については、依然として農作物被害が
続いており、今後も防除事業（駆除事業を含む）
に対する要望が多く寄せられると思われる。
　また、木材価格については、国産材の需要及び
価格の低迷などにより、手入れの行き届かない森
林が増加していることから、各種補助事業の採択
（県森林環境税等）による施業が望まれている。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.05

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

　現在も、野生鳥獣による農業被害は続いており、これまで防除事業を実施してきた中山間地区以外の平野
部の圃場にまで被害が及びつつある。さらに市街地では野生鳥獣による人的被害まで懸念される状況にあ
る。
　また、安定した農政を継続するためには、高齢化や後継者不足による農業者の減少を食い止めるとともに、
新たな担い手農家の育成が緊急課題である。
　林業については、森林経営管理法に基づき、市が森林経営を主導することとなる。そのための計画策定、情
報集積、所有者不明の山林調査や境界確定等が喫緊の課題である。

施策展開
の方策

　野生鳥獣が市の平野部でも出没しつつあり、今後の防除事業は、農林業従事者だけでなく、一般市民とも
協働で取り組み、特に野生鳥獣の市街地への侵入を食い止める必要がある。その為に、猟友会との連携に
よって野生獣の効率的な捕獲活動を行い、個体数の減少及び適正管理に努めるほか、野生獣の棲み処とな
りうる耕作放棄地の解消に向けての取組みを農業委員会事務局と連携して推進する。
　また、特産品の掘り起しによるブランド化（高付加価値化）や、なら食と農の魅力創造国際大学校等と連携し
た地域の賑わいづくりを推進し、農業者の農業所得向上を図るとともに、新たな担い手の創生に取り組む。
　森林事業に関しては、国の森林経営管理法の動向に注視するとともに、県の森林環境税を活用しながら、
林業の成長産業化と森林資源の適切な管理に努める。

結果 平成28年度 達成度 2.20 重要度 3.78

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 2-2 施策名 農林業の振興 主担当課 農林課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

一般建築物にお
ける地域木材活用
補助事業

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

一般建築物における地域材の利用促進を図るために、一定量以
上の地域材等を使用した建築物を対象に補助を行う。

B

A

3
任意の
自治事
務

産業コーディネー
ト

農林課 農
業振興係

現状
維持

農業者と飲食業者とのマッチングの場としてふれあいフェスタを活
用し、地産地消の推進を図るとともに、来場者に対して各種農業
者団体等の取り組みの紹介を行い啓発を図る。

B

2
任意の
自治事
務

有害鳥獣駆除事
業

農林課 農
業振興係

現状
維持

農林作物に被害を与える有害野生鳥獣の駆除・防除のために猟
友会と連携を図ると共に、防護柵の設置や捕獲檻の購入、狩猟免
許取得等に対する補助事業を行い、個体数の減少に向けた取組
を行う。

B

5
任意の
自治事
務

廃ビニール回収補
助

農林課 農
業振興係

現状
維持

市と農協及び排出者である施設園芸や一般農家等の共同によ
り、排出された廃ビニールの適切な処理を行う経費の一部を助成
する。

B

4
任意の
自治事
務

米消費拡大総合
対策事業

農林課 農
業振興係

現状
維持

米消費動向の把握に努め、米消費者のニーズに沿ったPR活動を
継続する。

B

7
任意の
自治事
務

経営所得安定対
策等推進事業

農林課 農
業振興係

現状
維持

経営所得安定対策制度の充実を図るために、推進事務費を活用
し積極的な事業の取り組みを図る。

B

6
任意の
自治事
務

水田農業転作促
進事業

農林課 農
業振興係

現状
維持

経営所得安定対策等加入農家の転作実施及び集落農家の取り
まとめに対し継続して助成する。

B

9
任意の
自治事
務

農林業関係団体
負担金支払

農林課 農
業振興係

現状
維持

磯城農業共済事業等の円滑な運営を図るために継続して負担金
の支払を行う。

B

8
任意の
自治事
務

４Ｈクラブ育成補
助

農林課 農
業振興係

現状
維持

若年農業者の交流・研究活動への支援として継続して行う。

B

11
任意の
自治事
務

木材生産林育成
整備事業

農林課 農
業振興係

現状
維持

今後の森林行政は、森林経営計画の策定が義務付けられ、その
計画の下での事業採択となることから、森林所有者に対し十分な
説明を行い、経営計画の策定（事業見込みを含む）を推進する。

B

10
任意の
自治事
務

森林組合育成補
助

農林課 農
業振興係

現状
維持

森林組合の事業の円滑な運営を図るために継続して負担金の支
払を行う。

B12
任意の
自治事
務

農地中間管理事
業

農林課 農
業振興係

現状
維持

農業者等の経営の安定及び生産性の向上を図る。
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 2-2 施策名 農林業の振興 主担当課 農林課

事業の
方向性 平成31年度

13
任意の
自治事
務

森林環境税関連
事業

農林課 農
業振興係

拡充
森林環境税を活用し、林業家の経営安定及び生産性の向上を図
りながら環境に配慮した持続可能な森林環境の整備を行う。

A

B

15
任意の
自治事
務

環境保全型農業
直接支払交付金
交付

農林課 農
業振興係

現状
維持

環境保全に効果の高い営農活動に取り組む農業者を増やしてい
くために、支援対象取り組みや、支援水準を広く周知していく。

B

14
任意の
自治事
務

多面的機能支払
交付金交付

農林課 農
業振興係

現状
維持

農業者と地域住民の共同作業により、地域内の農道・水路の維持
管理、周辺の草刈、景観や環境に配慮するため景観作物の植栽
や動植物の観察等を行う。

A

17
任意の
自治事
務

農業次世代人材
投資事業

農林課 農
業振興係

現状
維持

就農を通じた定住と若手農業者の支援を行う。 A

16
任意の
自治事
務

歴史と里山資源を
活用した地域づく
り事業

農林課 農
業振興係

現状
維持

地域での取り組みを継続して支援し、生産拡大対策を行うととも
に、観光作物商品化の定着を図り、安定した収入が得られる魅力
ある農業の環境づくりを目指す。

A

19
任意の
自治事
務

美しい森林づくり
基盤整備交付金
交付

農林課 農
業振興係

現状
維持

美しい森づくり基盤整備交付金を活用し、持続可能な森林経営を
目指す。

B

18
任意の
自治事
務

経営体育成支援
事業

農林課 農
業振興係

現状
維持

農地中間管理機構を活用し、営農の経営規模の拡大等を進め
る。

B

21
任意の
自治事
務

人・農地問題解決
加速化支援事業

農林課 農
業振興係

現状
維持

農業者の経営の安定及び生産性の向上を図る。 A

20
任意の
自治事
務

ナラ枯れ対策事業
農林課 農
業振興係

現状
維持

ナラの防虫対策を行い、持続可能な自然林の施業を行う。

B

23
ゼロ予
算

農業経営基盤の
強化に関する事業

農林課 農
業振興係

現状
維持

認定農業者の経営改善が着実に進むようにするため、農業経営
指標により自己チェックを行った結果を踏まえ、中部農林や農業
団体等と連携し経営改善状況の把握や助言を行う。

B

22
任意の
自治事
務

県産材生産促進
事業

農林課 農
業振興係

現状
維持

間伐材の伐採を通して施業を行い、同時に県産材の安定供給を
目指す。

B24
ゼロ予
算

確保すべき農用
地の面積拡充

農林課 農
業振興係

現状
維持

継続して地元に入り説明会等の実施を行う方向で調整を図る。
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 2-2 施策名 農林業の振興 主担当課 農林課

事業の
方向性 平成31年度

25
義務的
な事務

中山間地域等直
接支払交付金交
付

農林課 農
業振興係

現状
維持

他事業との連携を図りながら、中山間地域の健全な農地の確保を
推進する。

B

B

27
義務的
な事務

農地等の利用に
関する証明及び
協議

農林課 農
業振興係

現状
維持

農振農用地内外証明書の発行や開発にかかる各種協議を行う。 B

26
義務的
な事務

農業用制度資金
に係る利子補給

農林課 農
業振興係

現状
維持

認定農業者が行う農業施設等の整備に係る資金の利子補給につ
いては、今後も継続して行う。

B

29
任意の
自治事
務

農業施設管理に
伴う負担金支払い
事務

農林課 農
林係

現状
維持

奈良県農業農村整備事業の推進を図り、調査・研究及び研修会
の開催や他の協議会との連携を図るために継続して負担金を支
払う。

B

28 庶務 農林課庶務事業
農林課 農
業振興係

現状
維持

B

31
任意の
自治事
務

農地や山林の災
害発生に伴う事務

農林課 農
林係

現状
維持

職員による農地や山林の被害状況を把握し早急に復旧を行う。 B

30
任意の
自治事
務

倉橋溜池ふれあ
い公園の維持管
理

農林課 農
林係

現状
維持

倉橋溜池ふれあい公園の美化推進を図るために、地元協議会に
対し維持管理を委託する。

B

33
任意の
自治事
務

農道・林道・水路
等の管理・補修等
に関する事務

農林課 農
林係

現状
維持

農林業施設の改修や、事故防止のために地元等により早期に補
修等を行う。

B

32
任意の
自治事
務

農業土木事業に
伴う登記事務

農林課 農
林係

現状
維持

（社）奈良県公共嘱託登記土地家屋調査士協会に委託し所有権
移転等の手続きを進める。

B

35
義務的
な事務

国営総合農地防
災事業負担金

農林課 農
林係

完了

勝山池・大池・江包北池の国営総合農地防災事業は、平成18年
度で事業完了し、市負担金（合計約4億8千万円）を平成35年度ま
で支払う。平成29年度に償還率が有利となるため、一括返済済
み。

C

34
任意の
自治事
務

土地改良事業に
関する事務

農林課 農
林係

現状
維持

各土地改良区との連携を図り、スムーズな運営を図る。

B36
義務的
な事務

農業振興に伴う土
地改良区等への
負担金支払い事
務

農林課 農
林係

現状
維持

各土地改良区（倉橋溜池・大和平野）に対し、農業用水の安定供
給のための負担金の支払いを行う。 
大和高原南部土地改良区に対する圃場の計画的な維持修繕等
を図るため負担金の支払いを行う。
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 2-2 施策名 農林業の振興 主担当課 農林課

事業の
方向性 平成31年度

37 庶務
多武峰集会所維
持管理

農林課 農
林係

現状
維持

保守点検を継続して行う。 B

B

39
義務的
な事務

農地の適正管理
事務事業

農業委員
会事務局
農地係

現状
維持

農地の基礎資料を整備し、遊休農地の指導や再生作業への支援
を行い、農地の適正な利用・管理が実施されるための取り組みを
行う。

B

38
義務的
な事務

農業委員会運営
事務事業

農業委員
会事務局
農地係

現状
維持

農業委員会開催のために必要な事務手続きや、審議内容や活動
の透明性を確保するための事務手続きを行う。

B

41 庶務
農業委員会事務
局庶務事業

農業委員
会事務局
農地係

現状
維持

B

40
義務的
な事務

農地利用等に関
する申請管理事
務事業

農業委員
会事務局
農地係

現状
維持

農地法に基づく許可申請手続き、農業者年金手続きが、円滑に
行われるようにするために必要な事務処理を行う。

43

42

45

44

48

47

46
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施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 まちづくり部

施策番号 2-3 施策名 工業の振興 主担当課 商工振興課

関連組織 観光まちづくり課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　地場産業とともに新たな産業が根付き、他の産業とも連携した地域の産業の振興が図られている

目標像の
説明

　製造技術の高度化、製品の高付加価値化の促進により、素麺や木材関連産業など、活力ある地場産業の振
興を図るとともに、起業の促進や商工業関係の企業誘致による新たな産業の導入により、地域産業全体が活性
化している。

取り組み
方針

　地場産業については他の製品との差別化・ブランド化により競争力の強化を図ることが求められることから、各
種補助制度等による支援、地域ブランド認定システムの構築を図ります。
　企業誘致に当たっては、当市の歴史的背景や美しい景観、自然環境などに配慮するとともに、市内の既存農
林商工業や観光産業と連携しながら、生産過程の見学等、観光要素の抽出を検討します。また、市産業全体
の活性化を促せるような企業の誘致に向け、情報の収集と発信の充実化を図ります。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］ 101,380 千円 99,369 千円 103,759 千円

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日 日

平成29 
年度の 

実施内容

国の地方創生推進交付金と県の市町村まちづくり事業イベント補助金を活用し、地域資源である三輪素麺を
活用し桜井市の魅力を発信するとともに、地域の振興を図るため、手延べ素麺発祥の地「桜井」で全国そうめ
んサミット２０１８を２日間開催し、記念式典や講演、また「第３７回ラジオウォーク」と協賛し、地元学生による「お
いしい素麺料理の提案と試食販売」を行った。また、「桜井市三輪素麵の普及の促進に関する条例」が制定さ
れたのを契機に、のぼり旗（１５０本）・ポスター（１００枚）を作成し、公共施設、素麺業界関係者や民間の希望者
の施設等や各種イベント時に掲示し、啓発活動を行った。また、市内や県外でも三輪素麵の振る舞いやサンプ
リングを行った。また、桜井らしい個性と魅力を持った素晴らしい産品について第３回大和さくらいブランド認定
品として新たに１２品を認定し、全２３品目を東急ハンズ新宿店にてプロモーションイベントを実施し商品のＰＲ
に取り組んだ。
また、事業用地等登録制度の運用をはじめ、工場等の立地促進を目的として取り組みを始めた。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成32年度

（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「工業の振興」が達成さ
れたと感じる市民の割合

% 50%

33 ― ―

② 付加価値額 万円

1,859,000 1,859,000 1,859,000

2,883,000万円

1,858,901 1,858,901 ―

施
策
管
理
指
標

① 製造品出荷額等 万円

4,663,000 4,663,000 4,663,000

5,758,381万円

4,662,719 4,662,719 ―

②

―

36 



施策番号 2-3 施策名 工業の振興 主担当課 商工振興課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
工業者への融資制度や、各種団体への活動支援のための補助制度については、浸透し定着している。
また、桜井市地域ブランド認定推進事業を実施し、本年度は新たに１２品を認定した。

ニーズの
方向性

判定

説明
中小企業の多くは人手不足、設備の老朽化といっ
た課題を抱えているとされる。

市民
指
数

平成21年度 達成度 1.92 重要度 4.06

アンケート 平成25年度 達成度 2.00 重要度 4.02

結果 平成28年度 達成度 2.10 重要度 3.95

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

桜井市で製造されている製品は、他の製品との差別化が不十分であり、競争力が弱いため、ブランド力向上が
課題となっている。
中小企業庁の調査によると、中小企業の業績は回復傾向にあるが、労働生産性は伸び悩んでおり、大企業と
の差も拡大傾向にある。今後、少子高齢化による人手不足などの厳しい経営環境に対応するため、老朽化が
進む設備について生産性の高い設備に一新し、労働生産性の向上を図ることが課題になっている。

施策展開
の方策

既存製品のプレミアム化によって付加価値を付けるなど、地域ブランドの確立を図る必要があり、既存の製麺業や製材業
などの伝統産業や地場産業の育成・支援、活性化に力点を置き事業を進める。特に地域資源である三輪素麺について
は、平成２９年７月７日に「桜井市三輪素麺の普及の促進に関する条例」を施行した。日本の食文化の原点であるそうめん
の歴史や文化を広く全国に発信し、地域の活性化を図るためにイベントの開催を行う。（３０年度は平成３０年７月１５日に大
神神社大鳥居南側駐車場で素麺の振る舞いや音楽演奏を行う。）大和さくらいブランド認定事業としては、桜井市にある桜
井らしい個性と魅力を持った様々な素晴らしい産品（資源）を認定することにより地域ブランド化し、地域経済の活性化を図
るために奈良新聞社にプロモーション等の企画運営を委託し、商品ＰＲ及び桜井市の知名度の向上に向けた取組を行う。
国は平成30年度から平成32年度を集中投資期間と位置づけ、中小企業の生産性向上の実現のため、市町村の認定を受
けた中小企業者の設備投資を支援する。
桜井市では、導入促進基本計画を策定し、先端設備等導入促進基本計画の認定を受けた中小企業者に対し、償却資産
に係る固定資産税の特例措置などの支援を講じる。

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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施策番号 2-3 施策名 工業の振興 主担当課 商工振興課

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

桜井市ブランド認
定事業

観光まち
づくり課 ま
ちづくり戦
略係

拡充
平成３０年度に第４回ブランド認定品を選定し、あわせてプロモー
ションも行っていく。

A

2
任意の
自治事
務

木材産業特別融
資

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

地場産業である、木材産業の経営安定のため継続する。 B

3
任意の
自治事
務

桜井木材協同組
合青年経営者協
議会への補助

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

木工教室開催および作品の展示会を通じて「木」の良さをＰＲして
いく。

B

4
任意の
自治事
務

地場産業（運動具
等）見本市等出展
への補助

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

今後においても見本市等への出店について助成を行う。 B

5
任意の
自治事
務

地場産業振興セン
ター運営

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

初瀬観光センターと隣接していることから来訪者もありＰＲを行えて
いるため継続する。尚、維持管理について今後どのような手法がよ
り良いのか検討する。

B

6
任意の
自治事
務

奈良県三輪素麺
工業協同組合へ
の補助

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

地場産業である三輪素麺の振興を図るため、三輪素麺工業組合
が行っている各種事業に対し一部補助を継続する。

B

7
任意の
自治事
務

桜井市スポーツ用
品協同組合への
補助

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

地場産業であるスポーツ用品の振興を図るため、スポーツ用品協
同組合が行っている各種事業に対し一部補助を継続する。

B

8
任意の
自治事
務

地域資源の活用
による地域活性化
事業

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

前年度事業の成果を受けて、全国に向けて更に積極的に三輪そう
めんに関する情報発信を行い、それを活用して地元の活性化につ
なげていく。

B

9
ゼロ予
算

製品開発テーマ
研究事業

商工振興
課 商工・
統計係

廃止
／休
止

本事業においては、優先順位が低いと思われるため、一旦廃止と
する。

B

10
任意の
自治事
務

工場立地支援
商工振興
課 企業誘
致係

現状
維持

引き続き、工場の新設、増設を支援 B

11

12

38 



施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 まちづくり部

施策番号 2-4 施策名 商業の振興 主担当課 商工振興課

関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　人が集まりにぎわい、商店街が活気にあふれている

目標像の
説明

　地域の商業が市民にとって魅力的なサービスを提供する役割を担い、商店街においては空き店舗なども子
育て支援施設や老人介護施設、地域交流施設などに活用され、地域住民の憩い・交流する「にぎわいの場」と
なっており、地域コミュニティの担い手となっている。

取り組み
方針

　商工会や生産者と継続的な意見交換や定期的な商店街の実地調査を行い、質の高い情報共有と、活性化
への取り組みに向けたネットワーク構築を進めていきます。
　その上で、国・県の施策に関する情報提供を行い積極的な活用を促すとともに、地域の商業者をまとめ牽引
するリーダーの育成、空き店舗を活用した起業の支援や新たな公共ニーズへの対応、地産地消のきっかけを
つくる各種地場産業のアンテナショップなど、多面的な商店街の形成及び市内の商業の活性化を支援し、多様
な世代が楽しく快適に利用できる地域商業の振興を促します。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］ 40,408 千円 27,153 千円 37,663 千円

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日 日

平成29 
年度の 

実施内容

中小企業の経営安定のため、中小企業融資対策事業を行うとともに当該事業内容の見直しを行い、一定の条
件で借換できるようにした。中小企業の経営安定・改善と商工業の振興を図るために、桜井市商工会の行う経
営講習会・税務申告相談会の開催、市内共通商品券発行事業、全国ほんもの体験フォーラムの実施、駅前ツ
リーイルミネーション事業の実施、新入社員激励会の開催、優良社員表彰式の開催、商業部会・工業部会等研
修・運営、来迎寺への灯りの道等イベント開催に対して、補助を行った。企業誘致としては、ホテルニューオオ
タニで開催された奈良県企業立地セミナーin大阪への出展や桜井市への出店に興味持っていただいた企業１
０社と情報交換を行った。又、市内の宿泊施設の充実を図るために桜井市ホテル及び旅館の誘致等に関する
条例を制定した。空き店舗を活用した起業の支援として櫻町珈琲店の開業を支援した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成32年度

（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「商業の振興」が達成さ
れたと感じる市民の割合

% 55%

― ―

② 小売業年間販売額 万円

5,594,000 5,007,580 5,006,974

5,873,000万円

4,957,400 4,957,400 ―

施
策
管
理
指
標

① 事業所数 事業所

670 438 438

700

434 434 ―

②

―
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施策番号 2-4 施策名 商業の振興 主担当課 商工振興課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

商店街の衰退防止や賑わい再生に向け、商店街まちづくり活性化補助金制度を１団体に適用した。ま
た、産業競争強化法に基づく創業支援事業計画による支援実績は３７件あった。
中小企業融資は、２８件実施し、その内１０件が借換制度を利用したものであった。また、創業者対象の
中小企業融資保証制度については１件実施した。

ニーズの
方向性

判定

説明

少子高齢化のさらなる進行と人口減少が進む中、
国では衣食住の機能と人を中心市街地に集める
コンパクトシティのまちづくりに向け動きだした。
桜井駅南口付近の商店街の衰退が顕著な本市に
とって商店街の維持・再活用の方策は喫緊の課題
である。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.21 重要度 4.24

アンケート 平成25年度 達成度 2.24 重要度 4.21

結果 平成28年度 達成度 2.24 重要度 4.21

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

本市では、高齢化と人口減少が続く中、消費者の購買力は縮小傾向にある。それに加え、消費者の購入手段
としてインターネットを利用した買物が浸透してきていることから市内小売業者の販売金額の伸び悩みを生む要
因のひとつになっていると考えられる。
商店街では、経営者の高齢化や後継ぎ不足などにより、空き店舗が増加し商店街としての魅力低下が問題と
なっている。今後は時代の変化に対応したまちづくりが課題となっている。

施策展開
の方策

商店街や中心市街地再生・賑わい創出については、国や県の地域商業再生に向けた支援制度を活用し、商
工会や地域商業者、まちづくり団体との連携を図りながら、空き店舗の新たな活用方法や商店街活性化イベン
ト等を既存商店街団体と企画検討等を行うとともに、空き店舗改修についても継続して支援を行い、商店街活
性化に取り組む。平成２９年度に中小事業者の経営安定を図るため中小企業融資制度の要件等の見直しを行
い、一定条件を満たした事業者については、融資の借換を行えるようにしたことから、多くの方に利用していた
だけるように、周知を図っていく。企業誘致については、事業用地等登録制度を平成２９年度から開始し、市内
への工場及び店舗等の用に供するため売却、賃貸を予定している土地等の情報を登録し、本市に立地を希望
する企業等に情報提供を実施する。
平成２８年度に制定された桜井市ホテル及び旅館の誘致等に関する条例を活用し、桜井駅北口市有地宿泊施
設整備事業により桜井駅北口の市有地にホテル事業者の誘致を行ったことから、宿泊施設における市内在住
者等の新規雇用の促進、地元食材の納入のほか、市内での食事や買い物などによる消費拡大、賑わいの創出
など地域経済の活性化を図る。
桜井市大神神社参道周辺地区まちづくり基本計画の目標の一つでもある三輪のまちに賑わいを創出するた
め、地元住民と連携し、活性化に向けたイベントの実施等について「まちなか活性化部会」を設け協議を行って
いく。また、参道の賑わいを創出するため、市の施設を核とした商業施設の検討を行う為に「参道商業施設整
備部会」を設け協議を行っていく。

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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施策番号 2-4 施策名 商業の振興 主担当課 商工振興課

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

中小企業融資対
策事業

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

市内中小企業の経営の安定に効果があると認められるため継続す
る。

B

2
任意の
自治事
務

商業者育成支援
センターの運営

商工振興
課 商工・
統計係

廃止
／休
止

本施設は平成２９年１１月３０日を持って期間満了となること及びエ
ルト桜井２階リニューアル工事のため廃止となった。

C

3
任意の
自治事
務

商工会への補助
商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

中小企業者の経営安定・改善と商工業の振興を図るため商工会
が行っている各種事業に対し、一部補助を継続する。

B

4
任意の
自治事
務

商店街及び空き店
舗の再活用による
地域活性化事業

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

空き店舗の実態調査を進め、商店街組合と協力して、空き店舗の
再活用を図る。

B

5
ゼロ予
算

市内商工業者情
報の管理・活用

商工振興
課 商工・
統計係

縮小
現在登録されている商工業者の登録データの変更などを確認・更
新する。

B

6 庶務
商工振興課庶務
事業

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

7
任意の
自治事
務

商業系企業誘致
プロジェクト推進事
業

商工振興
課 企業誘
致係

拡充
全エリアの約７割の出店計画を具現化するとともに、残地への早期
誘致を図る。

A

8
任意の
自治事
務

大神神社参道周
辺地区まちづくり
事業

商工振興
課 商工ま
ちづくり係

拡充
２８年度にはまちづくり基本計画を策定し、今後はその計画に沿っ
た個別の事業を具体的に推し進めていく。

A

9

10

11

12

41



―

②

施
策
管
理
指
標

52.5

52.5%

51.1 51.1 ―

1.00

1.00倍

1.25 1.46 ―

55%

― ―

② 有効求人倍率 倍

1.00 1.00

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「雇用・労務対策」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

① 就業率 %

52.5 52.5

平成29 
年度の 

実施内容

桜井市公共職業安定所・（公財）産業雇用安定センター・（公社）奈良県シルバー人材センター協議会からの
雇用対策事業等の講演を実施するとともに、会員事業所と奈良県高等学校等進路指導研究協議会との意見
交換会及び名刺交換会を実施した。又、SANKO人事労務管理セミナーへの参加、福利厚生事業として山の
辺の道ハイキングとみかん狩り、ボウリング大会を実施し、桜井市雇用対策協議会の会員相互の親睦を図っ
た。そして、桜井市民の雇用を創出する為に、桜井駅北口市有地を活用した宿泊宿泊施設整備事業では、桜
井市民の優先雇用を条件に入れ、ホテル事業者の決定を行った。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

144 千円 1,765 千円 170 千円

取り組み
方針

　ハローワーク等関係機関の行う就業情報や技能講習会等について、広報紙等による周知とあわせポスター
の掲示やパンフレットの配置等行い、広く情報の提供を行うことで市民の就労を支援していきます。
　また、本市の労働状況など、各種統計調査の結果から現状と課題を把握し、地域の実情に合った労働行政
に取り組みます。
　企業誘致による雇用機会の拡大や地域内での起業を支援するよう努めます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民が良好な労働環境を得て、安心して働くことができる

目標像の
説明

安心して働きがいのある健全な労働環境が確保され、さらに雇用の場の創出と就業機会の拡大が図られ、市
民一人一人が生き生きと働き、まちに笑顔があふれている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 まちづくり部

施策番号 2-5 施策名 雇用・労務対策 主担当課 商工振興課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題
ハローワーク等関係機関と連携した雇用対策の充実を図り、更なる職場環境の改善や福利厚生の充実等が
求められている。

施策展開
の方策

大企業における経済状況の好転は見られるものの、本市の大半の中小企業においては、いまだ好転の兆しは
実感できていない。このようなことから、桜井市雇用対策協議会は会員事業所と奈良県高等学校等進路指導
研究協議会との懇談会の充実を図るとともに及び名刺交換会を行い、新たな雇用創出の機会の提供を行って
いる。また、一方では、企業誘致として桜井市工場誘致条例、桜井市中和幹線沿道大福地区企業誘致条例
及び平成２９年度に桜井駅北口市有地整備事業によるホテル事業者が決定したことから、今後は、雇用奨励
金の活用を促し、市民の優先雇用を求めていく。

結果 平成28年度 達成度 2.28 重要度 4.27

重要度 4.37

アンケート 平成25年度 達成度 2.23 重要度 4.28

ニーズの
方向性

判定

説明

事務的職業等一部の職業を除き有効求人倍率の
改善はみられる。特に、建設・採掘や保安やｻｰﾋﾞ
ｽや輸送・機械運転の業務についての有効求人
倍率が高い。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.21

商工振興課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
雇用については、中小企業が多い桜井市では、景気回復を実感している企業が少ない為、厳しい状況
であるものの、団塊の世代の退職により新たな雇用創出の機会が生まれてきておりのそれらの情報提
供を行っている。

施策番号 2-5 施策名 雇用・労務対策 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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12

11

10

9

8

7

6

A

5

4
ゼロ予
算

企業誘致による雇
用の促進

商工振興
課 企業誘
致係

現状
維持

進出企業が決まり次第、当該企業に市民の優先採用を求める。

B

3
ゼロ予
算

起業支援のため
のシステム構築支
援

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

関係機関の実施する講習会等の情報発信を行う。 B

2
任意の
自治事
務

桜井市雇用対策
協議会への補助

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

中小企業の労働力確保と就業対策として雇用対策協議会が行っ
ている各種事業に対し、一部補助を継続する。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

商工会優良社員
市長表彰の授与

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

中小企業の生産性や社員のモチベーション、就労対策として効果
があることから今後も継続する。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 2-5 施策名 雇用・労務対策 主担当課 商工振興課
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14%

12.0 12.6 ―

②
各種がん検診の受診率
（子宮・乳・肺・大腸・胃）

%

12.0 12.5 13.0

施
策
管
理
指
標

30.0

32%

27.7 24.2 ―

60

60%以下

54.2 57.1 ―

80%

77.8 ― ―

② 生活習慣病死亡率 %

60 60

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「健康づくり」が達成され
たと感じる市民の割合

%

① 特定健康診査の受診率 %

28.0 29.0

平成29 
年度の 

実施内容

・受診率向上対策－従来からの医療機関受診方式に加え、受けたい健診がセレクトできるコース健診（集団健診）を用意、
住民の利便性を図る。集団健診利用者には検査データの意味、自己健康管理についての健康教育、住民の健康度向上
を目指す。また、広報や街頭啓発により経年受診、健診による健康管理の必要性についての啓発活動を実施。
・重症化予防－検査データハイリスク者には受療中の人も多く、医療と保健活動が一体となって重症化予防を施策として取
り組めれるよう、桜井市の健康課題と取り組み方針について情報課題共有、体制整備を図る。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

7,920,416 千円 7,787,100 千円 6,418,225 千円

取り組み
方針

　市民が自己の健康状態の理解を深められるよう、定期健康診査等の受診率の向上を図るとともに、健康相
談などの実施や、様々な情報媒体を活用した健康管理の情報発信、健康カレンダーの配布などを行い、日頃
から健康維持のため意識を高められるように支援していきます。また、病気にならないような生活習慣を保てる
よう、病気や予防の健康教育等、予防的な保健事業の定着を図ります。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織 保険医療課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民が自らの健康に関心を持ち、健康を取り巻く新たな問題への対応も含め、自己の健康維持に努め、健
康で長生きしている

目標像の
説明

　市民が自分の健康維持のために早期に自分の体の状態を把握するとともに、世界規模で流行する病気や
現代生活特有の病気など新たに発生する健康の問題に対しても、市民自らが正しい知識に基づく予防に努
めるとともに適切に対応している。
　また、市民一人一人が自分にあった健康づくりに取り組むことで、生活習慣病などが予防されて、健康寿命
が延びている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 すこやか暮らし部

施策番号 3-1 施策名 健康づくり 主担当課 けんこう増進課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題
①健診率向上対策は行っているものの、重点を置く健診対象者が29,000人となり、限られた労働量と予算の
中できちんと戦略化と優先順位を図る必要がある。

施策展開
の方策

① セグメント化し、対象特性に応じた健康管理・経年受診のアプローチ法をとる。
　　新規40歳対象者への健康教育活動
② 健康づくりのための広報活動、健診受診者への健康教育の継続
③ 健診結果ハイリスク者への重症化予防活動の徹底

結果 平成28年度 達成度 2.92 重要度 3.93

重要度 3.89

アンケート 平成25年度 達成度 2.89 重要度 3.91

ニーズの
方向性

判定

説明

・予防施策であり、住民反応（受診数等）には、
即、反映しないが、高齢化社会における医療費抑
制のための取り組みは今後も継続する必要があ
る。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.83

けんこう増進課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

・住民自身の健康づくり行動のための普及啓発、日常業務の合間に予防施策の推進を図らなければな
らず、施策の推進は執り行っているが成果に表れていない。
　（アウトプット／アウトカム　バランス）
・合併症、重症化予防の取り組みについては、昨年度は医師会との情報・課題共有、承認等、基盤整
備のみだけであった。

施策番号 3-1 施策名 健康づくり 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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B12
義務的
な事務

母子保健事業

けんこう増
進課 はつ
らつ保健
係

現状
維持

新しい命を含む安心安全な出産が迎えられるよう妊婦自身が健康
管理を担う力を付ける。また、親として育児を前向きに捉えられる
よう、妊娠届出時からの切れ目ない支援として、母子保健活動を
最低限の公助として位置づけている。

B

11
義務的
な事務

妊婦・乳幼児健康
診査

けんこう増
進課 はつ
らつ保健
係

現状
維持

健診の機会は、単なる異常の早期発見だけでなく、児の健全発育
がなされるよう成長発達段階に合わせた親への健康指導の機会と
捉えており、今後も、健康課題に応じた保健指導を強化していく。

B

10
任意の
自治事
務

食育の充実

けんこう増
進課 はつ
らつ保健
係

現状
維持

食＝体・健康の資本であり、経費を考慮しながら、次世代を担う子
どもたちも含め、あらゆる世代を対象に食育の推進を図る。

B

9
任意の
自治事
務

桜井市健康づくり
運動事業

けんこう増
進課 はつ
らつ保健
係

現状
維持

市民がフェスタでの催し物・体験コーナーを通じ、健康づくり、地
域づくりの拠点として身近な施設と感じられるよう、医師会・歯科医
師会・食生活改善推進委員の協力のもと、今後も継続していく。

B

8 庶務
けんこう増進課庶
務事業

けんこう増
進課 いき
いき健康
係

現状
維持

B

7
義務的
な事務

感染症予防事業

けんこう増
進課 いき
いき健康
係

現状
維持

平成28年度より、肺がん検診時に結核検査も実施しており、引き
続き事業を継続していく。

B

6
義務的
な事務

狂犬病予防事業

けんこう増
進課 いき
いき健康
係

現状
維持

引き続き狂犬病の集団予防接種と犬の登録を実施する。

B

5
法定受
託事務

結核予防接種の
実施

けんこう増
進課 いき
いき健康
係

現状
維持

引き続き結核予防接種を実施するとともに、結核予防の啓発を行
う。（平成30年度以降は、事業ＩＤ185に統合）

B

4
法定受
託事務

予防接種の実施

けんこう増
進課 いき
いき健康
係

拡充
引き続き各種予防接種を実施するとともに、各種予防接種の啓発
を行う。（平成30年度以降は、事業ＩＤ186と統合）

B

3
任意の
自治事
務

自殺防止対策事
業

けんこう増
進課 いき
いき健康
係

現状
維持

今年度は新規事業として「思春期健康教育事業」及び「自殺対策
予防物品啓発事業」を実施し、若年層の自殺防止を推進すること
が出来たので、今後も継続して進めていきたい。

B

2
任意の
自治事
務

保健福祉センター
陽だまりの維持管
理

けんこう増
進課 いき
いき健康
係

現状
維持

今後も多くの市民が利用してもらえるよう継続していく。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

桜井市火葬場の
管理・運営

けんこう増
進課 いき
いき健康
係

現状
維持

指定管理者制度に基づき、管理運営をしていく。 B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 3-1 施策名 健康づくり 主担当課 けんこう増進課
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24

23

22

B

21 庶務
保険医療課庶務
事業

保険医療
課 保険年
金係

現状
維持

B

20
義務的
な事務

国保共同事業
保険医療
課 保険年
金係

縮小
平成３０年度の国保の県単位化に伴い、多くの事務の管轄が県に
移行するため。

B

19
義務的
な事務

国保拠出金・納付
金

保険医療
課 保険年
金係

縮小
平成３０年度の国保の県単位化に伴い、拠出金に関する多く事務
が県の担当となり、市はその財源となる事業費納付金を拠出する
ことに一本化されるため。

B

18
義務的
な事務

保険給付事業
保険医療
課 保険年
金係

現状
維持

給付事業はこれまでと同様に、市で歳出する。

B

17
義務的
な事務

国保保健事業
保険医療
課 保険年
金係

現状
維持

国保保健事業〔頭部ＭＲＩ・ＭＲＡ検査助成、特定健康審査・特定
保健指導、その他予防事業）を実施する。 
医療費適正化事業〔医療費通知・ジェネリック差額通知等）の事業
を実施する。

B

16
法定受
託事務

国民年金業務
保険医療
課 保険年
金係

現状
維持

年金関係の申請や受付等の窓口業務を適正に行い、市民に年
金制度への理解を深めてもらう。

A

15
任意の
自治事
務

保険税賦課徴収
事業

保険医療
課 保険年
金係

現状
維持

国民健康保険税の徴収率を維持できるよう努める。 B

14
義務的
な事務

がん検診

けんこう増
進課 はつ
らつ保健
係

現状
維持

異常の早期発見に繋がるため今後も継続していくが、市民全体に
働きかける内容と、がんの特性により発生しやすい対象に重点を
絞るなど、一般啓発と強化事業を区別していく。

事業の
方向性 平成31年度

13
義務的
な事務

健康増進事業

けんこう増
進課 はつ
らつ保健
係

現状
維持

法・補助金制度の区分により、がん対策に当てはまらないその他
の健診がコストの大半を占めているが、経費と見合わせながら、自
己健康管理が図れるよう、健康づくり・健診データ改善のための啓
発活動に今後も取り組んでいく。

A

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 3-1 施策名 健康づくり 主担当課 けんこう増進課
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関連組織 地域包括ケア推進室

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民が地域のなかでともに支え合って安心して暮らしている

目標像の
説明

　地域には、年齢・家族関係・国籍など、様々な属性をもった人々が暮らしており、それぞれ違った考え方が尊
重されている。近隣とのコミュニケーションがうまく図られ、住みよい地域にするために、市民一人一人が地域
について考え、それぞれが役割をもって地域に関わって暮らしている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 福祉保険部

施策番号 3-2 施策名 地域福祉の充実 主担当課 社会福祉課

389,357 千円 47,781 千円 57,546 千円

取り組み
方針

　福祉ボランティアに対する関心や興味を育て、人材を幅広い層に広げていくとともに、実際の活動に結びつ
けるため、関係団体との協力体制を構築し、市民、事業者など多くの活動主体との情報共有を工夫していきま
す。
　また、地域の活動を中心的に担ってもらうため、研修の開催等を通じて福祉ボランティアの人材育成を支援
します。
　また、民生児童委員が中心となって、一人暮らしの高齢者世帯や子育て中の世帯等への「声かけ」や「安否
確認」などの助け合いの仕組みを作ることで個人が社会から孤立することを防止できるよう地域ネットワークづく
りを進めます。
　これら地域における福祉活動を支え、気軽に集まり十分な情報交換をできる拠点として、福祉センターを中
心に、各地域の集会所等の活用を進めます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

各種団体に適正に補助金を交付し、事業内容の確認を行った。
保健福祉センター「陽だまり」及び社会福祉協議会分館において、福祉ボランティア活動の充実を図った。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「地域福祉の充実」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

①
ボランティア団体の登録
者数

人

3500 3620

70%

68.3 ― ―

②
福祉ボランティア参加者
数

人

1700 1800

3740

4,000人

2515 2751 ―

1900

2,000人

1706 1969 ―

―

②

施
策
管
理
指
標
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社会福祉課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

桜井市社会福祉協議会に拠点を置く桜井市ボランティアセンター登録団体において、各行事へのボラ
ンティアスタッフ参加促進を行った。
「社会を明るくする運動」の強調月間において、保護司や更生保護女性会、民生児童委員連絡協議会
との連携をもとに、啓発活動やミニ集会を行った。

施策番号 3-2 施策名 地域福祉の充実 主担当課

重要度 4.27

アンケート 平成25年度 達成度 2.70 重要度 4.03

ニーズの
方向性

判定

説明

住民個人の生活形態が様々であることから、住民
一人ひとりが福祉のまちづくりを自分たちの問題と
して、地域福祉に主体的に関わっていくことが求
められる。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.61

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

ニーズの多様化に対応するため、福祉ボランティアの人材育成に努めると共に情報提供のあり方を工夫し、福
祉ボランティア活動への参加を促す必要がある。
ニーズの明確化を図る活動を行い、他方でサービスを提供する側でも地域の実情に配慮する必要がある。
家族や地域のつながりが薄れ、一人ひとりのモラルが低下している中で、若い世代の組織づくりや地域行事に
多くの人々が参加できるよう求められる。

施策展開
の方策

・民生児童委員の活動として、一人暮らしの高齢者や子育て中の世帯等への訪問を今後も活発に行い、地域
における助け合いを推し進めることで、個人が社会から孤立することを防ぐ。
・実情に即した助言ができるような人材を育成する。
・福祉ボランティア活動の取組内容を広報活動する。
・個人情報の保護を遵守しながら情報を共有する。

結果 平成28年度 達成度 2.74 重要度 4.01

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 3-2 施策名 地域福祉の充実 主担当課 社会福祉課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

地域福祉相談員
事業

地域包括
ケア推進
室 地域包
括ケア推
進係

現状
維持

平成30年度より、社会福祉課が主管課が移行し、継続する。 B

B

3
任意の
自治事
務

戦没者追悼式の
開催

社会福祉
課 社会福
祉係

現状
維持

戦没者の遺族が一同に会して戦没者に追悼の意を表し、また遺
族の労苦を労う場でもあるため事業を継続する。

B

2
任意の
自治事
務

社会福祉功労者
への顕彰

社会福祉
課 社会福
祉係

現状
維持

長期にわたり社会福祉に貢献された人を表彰し、その労苦に報
い、社会福祉の増進のためにも継続する。

B

5
任意の
自治事
務

社会福祉協議会
への補助

社会福祉
課 社会福
祉係

現状
維持

地域福祉事業の中心となる社会福祉協議会への補助を行い、組
織強化をする。

B

4
任意の
自治事
務

更生保護女性会
への補助

社会福祉
課 社会福
祉係

現状
維持

青少年の非行の増加を考え、地域で非行防止活動を行う更生保
護女性会への補助事業を継続する。

B

7
任意の
自治事
務

遺族会への補助
社会福祉
課 社会福
祉係

現状
維持

戦没者の遺族の福祉の増進活動を行う遺族会に、その活動のた
めの助成を継続する。

B

6
任意の
自治事
務

保護司会への補
助

社会福祉
課 社会福
祉係

現状
維持

ボランティアで保護司を務め、罪を犯した人の更生と再犯予防に
活動する保護司会に助成を継続する。

B

9
ゼロ予
算

日本赤十字社奈
良県支部との連携

社会福祉
課 社会福
祉係

現状
維持

日本赤十字社奈良県支部と連携し、救援に携わる。 B

8
任意の
自治事
務

社会を明るくする
運動

社会福祉
課 社会福
祉係

現状
維持

犯罪や非行のない明るい社会を築くためには、多くの人が運動に
参加し趣旨を理解してもらう必要があるためこの運動を継続する。

C

11
義務的
な事務

避難行動要支援
者名簿の作成

社会福祉
課 社会福
祉係

現状
維持

地域の中で要支援者の存在を把握し、災害時には支援関係者が
協力しながら、避難の手助け等適切な支援を行うために名簿を整
理する。

B

10
義務的
な事務

地域福祉計画策
定事業

社会福祉
課 社会福
祉係

完了 計画策定により事業完了。

B12 庶務
社会福祉課庶務
事業（社会福祉
係）

社会福祉
課 社会福
祉係

現状
維持
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 3-2 施策名 地域福祉の充実 主担当課 社会福祉課

事業の
方向性 平成31年度

13
義務的
な事務

中国残留邦人等
地域生活支援事
業

社会福祉
課 保護係

現状
維持

今後も支援のため、継続が必要である。 B

B

15
義務的
な事務

児童委員活動へ
の補助

社会福祉
課 保護係

現状
維持

今後も支援のため、継続が必要である。 B

14
義務的
な事務

民生委員活動へ
の補助

社会福祉
課 保護係

現状
維持

今後も支援のため、継続が必要である。

17

16

19

18

21

20

24

23

22
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関連組織 保険医療課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　障害を持つ人が安心して、地域でともに生活している

目標像の
説明

　障害者だけでなく、すべての住民が役割と責任を持ち、積極的に社会活動に参加し、誰もが住み慣れた地
域で、生きる喜びを感じ、安心で快適な生活を送ることができる「共生社会」となっている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 福祉保険部

施策番号 3-3 施策名 障害者福祉の充実 主担当課 社会福祉課

1,491,204 千円 1,627,044 千円 1,655,510 千円

取り組み
方針

　障害者も地域社会を形成する一員として、人権が尊重され、自己選択と自己決定のもと、地域のあらゆる活
動に参加できるよう支援していくために、障害者一人一人の状況に応じた自立のスタイルを確立できるよう、各
種サービスを充実させ、相談支援事業所が中心となり、生活支援・就労支援・医療的支援等の機関と連携を
図り障害者が地域で安心して暮らせる支援体制のネットワーク構築を図ります。
　障害者が地域で安心して暮らしていくためには、地域において障害に対する理解と支え合いが必要であるこ
とから、生涯を通じて障害や障害者への理解を深める福祉教育を推進します。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

障害者福祉基本計画及び障害福祉計画等に基づき、福祉サービスやそれに付随する事務事業等を実施し
た。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「障害者福祉の充実」が
達成されたと感じる市民
の割合

%

①
障害者の一般就労に向
けての支援

人

460 470

75%

65.2 ― ―

②
障害者の地域とのふれ
あい活動への全般参加
者数

人

1000 1000

480

500人

388 404 ―

1000

1,000人

900 900 ―

420人

390 395 ―

②
住み慣れた地域で生活
するための支援（訪問系
サービス提供の充実）

人

390 400 410

施
策
管
理
指
標
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社会福祉課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

障害者の自立更正支援、社会参加促進等のために必要とされる障害福祉に関する事業を実施し、障
害福祉サービス等の適正な提供を行った。具体的には、障害者総合支援法や児童福祉法に基づく「障
害者福祉基本計画」や「障害福祉計画」のもと、障害福祉サービス等が必要な障害者・児に対して、障
害支援区分に応じた身体介護や家事援助等を行った。また、相談支援事業や地域活動支援事業につ
いて、専門職員（精神保健福祉士等）を配置している相談支援事業所「こころ」や地域活動支援セン
ター「こころ」とも協働し、障害者やその家族の日頃の悩みや不安の解消に努めた。
更に、手話言語条例や障害者差別解消法に関する職員対応要領等を作成し、障害者に関する理解と
周知啓発の推進にも努めた。

施策番号 3-3 施策名 障害者福祉の充実 主担当課

重要度 4.34

アンケート 平成25年度 達成度 2.58 重要度 4.20

ニーズの
方向性

判定

説明

障害者は、「働く所がない」「日中の居場所が欲し
い」など様々な不安を抱えている。また、本人やそ
の家族の高齢化により「親亡き後」の不安を強く
持っており、今まで以上に地域や行政との繋がり
が必要とされている。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.66

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

誰もが住み慣れた地域で、生きる喜びを感じ、安心で快適な生活を送ることができる「共生社会」の実現のた
めに、それぞれの障害特性に合った支援や相談窓口の整備、専門性の向上、障害者やその家族の緊急事態
に対応できる受入体制の整備など、地域における生活支援拠点等の整備が必須となっている。また、国の基
本指針においても、平成32年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも一つを整備することを基本とされて
いる。

施策展開
の方策

障害者が地域で安心して暮らしていくためには、地域において障害に対する理解と支え合いが必要であり、
社会的障壁を無くすことが重要である。そのためにも、障害者に対する支援や相談体制の充実を図りつつ、障
害者だけでなく、すべての市民が役割と責任を持ち社会活動に参加できるよう、市民に積極的に情報提供を
行っていく。また、社会資源の充実も不可欠であり、情報の提供や収集を図りつつ関係機関との連携を強めて
いく。

結果 平成28年度 達成度 2.65 重要度 4.17

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 3-3 施策名 障害者福祉の充実 主担当課 社会福祉課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

手話通訳者の設
置

社会福祉
課 障害福
祉係

拡充
聴覚障害者の利便を図るため、引続き手話通訳者を設置する。 
設置回数の拡充も引続き検討していく。

A

B

3
任意の
自治事
務

点訳奉仕員養成
講座の実施

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

今年度は参加者が無かったが、点訳奉仕員を養成する必要があ
るため、次年度以降も引き続き実施する。開催される講座も必要
最小限のものであるため、現状維持とする。

B

2
任意の
自治事
務

地域活動支援セ
ンター事業

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

障害者(児)の社会参加促進のため、次年度以降も引続き、継続し
て実施する。

B

5
任意の
自治事
務

手話講習会（中
級）の実施

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

受講者のほとんどが手話サークルの活動に参加している。手話の
勉強会を続けることで、聴覚障害者の支援につながるため、引続
き事業を実施する。

B

4
任意の
自治事
務

朗読奉仕員養成
事業

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

「声の広報」の提供等、視覚障害者の利便を図るために、引続き
事業を実施する。

B

7
任意の
自治事
務

福祉タクシーへの
扶助

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

障害者(児)の社会参加や活動範囲の広がりにつながるため、引続
き事業を実施する。

B

6
任意の
自治事
務

手話奉仕員養成
事業

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

ボランティア育成のため、希望者がある限り引続き事業を実施す
る。 
広報活動を含め事業の啓発に努める。

C

9
任意の
自治事
務

外国人重度心身
障害者特別給付
金支給事業

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

支援の充実を図るため、引き続き事業実施する。 B

8
任意の
自治事
務

桜井市重度心身
障害者手当給付
事業

社会福祉
課 障害福
祉係

廃止
／休
止

他の障害者支援施策が充実してきたため、引き続き事業縮小の
方向で検討してきた。平成28年度より一律1,200円に給付額変
更。 
当該制度については、平成29年度にて廃止。

B

11
任意の
自治事
務

肢体不自由児父
母の会行事への
助成

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

肢体不自由児（者）の社会参加の貴重な場として必要であるた
め、引き続き事業を実施する。

B

10
任意の
自治事
務

福祉電話扶助
社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

福祉電話が必要な障害者のため、引き続き事業を実施する。

B12
任意の
自治事
務

知的障害児（育成
会・療育教室）行
事への助成

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

クリスマス会への参加者は非常に多く、知的障害児の楽しみと
なっているため、引き続き事業を実施する。
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 3-3 施策名 障害者福祉の充実 主担当課 社会福祉課

事業の
方向性 平成31年度

13
任意の
自治事
務

声の広報支援
社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

視覚障害者の自立更生を図るため、視覚障害者の情報源として、
引き続き事業を実施する。

B

B

15
任意の
自治事
務

スポーツ教室参加
促進

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

知的障害者の社会参加促進及び体力向上を図るため、教室内容
の充実を図りながら、引き続き事業を実施する。 
平成29年度より指導員を1名増員（ボランティア）

B

14
任意の
自治事
務

点字ワープロ利用
支援

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

視覚障害者にとって点字による情報は有用なものであるため、引
き続き事業を実施する。

B

17
任意の
自治事
務

日中一時支援事
業

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

障害者（児）の日中の活動の場を確保し、家族の就労支援及び一
時的な休息の確保のため、引き続き事業を実施する。

B

16
任意の
自治事
務

移動支援事業
社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

障害者（児）の社会参加の促進のために、引き続き事業を実施す
る。

B

19
任意の
自治事
務

視覚障害者協会
への補助

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

会員の高齢化により会員減となっているが、会員による社会参加
等の活動も活発におこなわれており、会を継続していくことは必要
であるため、引き続き事業を実施する。

B

18
任意の
自治事
務

肢体不自由児父
母の会への補助

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

年度当初に活動計画を立て活発に活動できており、会を継続して
いくことは必要であるため、引き続き事業を実施する。

B

21
任意の
自治事
務

聴覚障害者協会
への補助

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

社会参加等の活動も活発に行われており、会を継続していくこと
は必要であるため、引き続き事業を実施する。

B

20
任意の
自治事
務

肢体障害者協会
への補助

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

社会参加等の活動も活発に行われており、会を継続していくこと
は必要であるため、引き続き事業を実施する。

B

23
任意の
自治事
務

手をつなぐ育成会
への補助

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

会主催の事業の立案や社会参加等、日頃より活発に活動されて
おり、会を継続していくことは必要であるため、引き続き事業を実
施する。

B

22
任意の
自治事
務

障害者（児）団体
連合会への補助

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

高齢化等により会員減であるが、各障害者団体の役員等が集ま
り、連携強化も十分に図られており、会を継続していくことは必要
であるため、引き続き事業を実施する。

B24
任意の
自治事
務

市民ふれあい福
祉まつり委託

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

天候等により参加者の増減はあるが、年に１度の市民と障害者と
の交流の場として効果があるため、引き続き事業を継続する。
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 3-3 施策名 障害者福祉の充実 主担当課 社会福祉課

事業の
方向性 平成31年度

25
任意の
自治事
務

訪問入浴サービス
実施事業

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

寝たきり重度障害者の在宅福祉の充実を図るため、引き続き事業
を実施する。

B

B

27
任意の
自治事
務

障害者福祉システ
ムの構築

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

システムを導入することにより、障害者の情報管理が適切にされて
いるため、引き続き事業を実施する。

B

26
任意の
自治事
務

在宅重度身体障
害者訪問審査の
実施事業

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

事業利用者は無かったが、申請があれば対応しなければならない
ため、引き続き事業を実施する。

B

29
任意の
自治事
務

地域活動支援セ
ンター事業委託

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

地域生活支援事業の必須事業のため、引き続き事業を実施す
る。

B

28
任意の
自治事
務

福祉ホーム事業
社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

障害者の自立した生活支援の充実を図るため、引き続き事業を実
施する。

B

31
任意の
自治事
務

社会福祉施設等
整備補助金交付
事業

社会福祉
課 障害福
祉係

廃止
／休
止

平成29年度は補助金交付申請があったが、要件である国庫補助
対象事業とならなかったため未実施となる。新たな申請がでれば
対応する。

B

30
任意の
自治事
務

成年後見人等に
係る報酬費助成

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

成年後見制度の利用促進を図る。

B

33
ゼロ予
算

市民体育祭（ふれ
あいの部）への参
加促進

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

市民と障害者がふれあう重要な場となっているため、引続き事業
を実施する。

B

32
ゼロ予
算

県身体障害者ス
ポーツ大会への参
加促進

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

スポーツ大会を通して障害者のスポーツ意欲が高まり、体力向上
につながるため引続き事業を実施する。

B

35
義務的
な事務

福祉有償運送運
営協議会開催

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

協議会を開催する必要がある時は適切に開催されているため、引
き続き実施する。

B

34
ゼロ予
算

施設入所者の就
職促進支援事業

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

申請者はいなかったが、申請があれば対応する必要があるため、
引続き事業を実施する。

B36
義務的
な事務

障害支援区分認
定審査会開催費
用負担

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

障害福祉サービスを受けるためには必要な事業であるため、引き
続き事業を実施する。
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 3-3 施策名 障害者福祉の充実 主担当課 社会福祉課

事業の
方向性 平成31年度

37
義務的
な事務

相談支援事業
社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

障害者（児）のニーズに合わせて相談業務を行えており、引き続き
事業を実施する。

B

B

39
義務的
な事務

身体障害者自動
車運転免許取得
の奨励

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

身体障害者の自立更生支援のため、引き続き事業を実施する。 B

38
義務的
な事務

介護・訓練等給付
事業

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

介護、訓練給付等を必要な障害者が利用できており、引続き事業
を実施する。

B

41
義務的
な事務

日常生活用具の
給付扶助

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

障害者（児）の自立更生支援のため、引き続き事業を実施する。 B

40
義務的
な事務

補装具の交付及
び修理の扶助

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

身体障害者（児）の自立更生支援のため、引き続き事業を実施す
る。

B

43
義務的
な事務

身体障害者自動
車改造への扶助

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

下肢障害者等の移動範囲が広がるなど、社会参加の充実を図る
ため、引き続き事業を実施する。

B

42
義務的
な事務

自立支援医療費
（更生医療費）の
給付事業

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

障害者の自立更生のため、引き続き事業を実施する。

B

45
義務的
な事務

特別障害者手当
等の給付

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

重度障害者（児）支援の充実を図るため、引き続き事業を実施す
る。

B

44
義務的
な事務

精神障害者への
医療費扶助

社会福祉
課 障害福
祉係

拡充

県の制度改正に伴い、精神障害者保健福祉手帳１級所持者を対
象に、医療費の助成範囲を全診療科の入院・通院に拡充し、平
成２８年８月診療分より、精神障害者保健福祉手帳２級所持者にも
対象を拡充した。 
福祉施策の推進のためにも、事業の適正な実施を遂行する。

A

47
義務的
な事務

障害児通所支援
事業

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

障害児の日中の居場所として必要であるため、引き続き事業を実
施する。

B

46
義務的
な事務

手話通訳者の派
遣

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

聴覚障害者の社会参加を促進するため、引き続き事業を実施す
る。

B48
義務的
な事務

自立支援医療費
（育成医療費）の
給付

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

育成医療が必要な障害児のために、引き続き事業を実施する。
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 3-3 施策名 障害者福祉の充実 主担当課 社会福祉課

事業の
方向性 平成31年度

49
義務的
な事務

第5期桜井市障害
福祉計画策定事
業

社会福祉
課 障害福
祉係

完了
平成30年度から平成32年度を期間とした障害福祉サービス等に
係る実施計画を制定し、上位計画及び当該計画のもと、障害福祉
事業の推進に努めている。

C

B

51
任意の
自治事
務

心身障害者への
医療費助成

保険医療
課 医療係

現状
維持

心身障害者に対して、医療費の一部を助成することで、心身障害
者の健康の保持および福祉の増進を図る。

B

50 庶務
社会福祉課庶務
事業（障害福祉
係）

社会福祉
課 障害福
祉係

現状
維持

53

52

55

54

57

56

60

59

58

59



―

②

施
策
管
理
指
標

45

50世帯

24 28 ―

115

130人(累計)

89 91 ―

60%

49.5 ― ―

②
自立支援プログラム目標
達成者数

人

100 110

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「市民の生活支援」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

① 生活保護自立世帯数 世帯

40 40

平成29 
年度の 

実施内容

桜井市くらしとしごと支援センターとの連携を強化するなど、生活困窮者や就労可能な保護世帯の自立支援
を促進し、業務内容や事務手続きを見直すことで可能なものから効率化を図り、訪問や相談支援の充実に向
けた取り組みを進めた。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

2,161,199 千円 1,847,202 千円 1,880,341 千円

取り組み
方針

　傷病・障害・精神疾患による社会的入院や、DV、子どもの虐待、多重債務問題、相談相手がいないなど、今
日の被保護世帯が抱える多様な問題に対応できるよう、職員一人一人の技能向上に向けた研修への参加促
進や、個人の努力や経験だけでは対応できない問題に対する複数による面談、相談、訪問体制の強化を図り
ます。
　さらに従来の経済的給付の生活保護制度に加え、被保護者の状況や自立阻害要因を把握した上で、ハ
ローワークへの同行支援や、借金問題の相談窓口への取次ぎなど、一人一人に応じた具体的な内容の自立
支援策を提供できる仕組みづくりを進めます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　誰もが各自の能力を活かしながら、経済的にも精神的にも自立して生活している

目標像の
説明

　基本的人権の尊重により、誰もが健康で文化的な最低限度の生活が保障されており、これに基づき必要な
支援を行うことで自立を促し、生活困窮者も地域社会の一員として充実した生活を送ることができる。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 福祉保険部

施策番号 3-4 施策名 市民の生活支援 主担当課 社会福祉課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

平成29年度末において、保護世帯数876世帯のうち高齢者世帯は512世帯と全体の58％を占める。
高齢化により、一層きめ細やかな相談や支援が必要とされているが、国のケースワーカー配置基準11名に対
し3名不足していることもあり、業務内容の効率化と工夫に努めているものの十分な支援の提供に困難が生じ
ている。

施策展開
の方策

就労支援員の活用、またハローワークや桜井市くらしとしごと支援センター等との連携を強化することで増収等
による自立を促進する一方、訪問を強化するなど高齢者世帯の充実した生活支援を提供できる仕組みづくり
を更に進める。

結果 平成28年度 達成度 2.38 重要度 4.17

重要度 4.20

アンケート 平成25年度 達成度 2.35 重要度 4.14

ニーズの
方向性

判定

説明
保護受給世帯全体は増加を続けており、受給者
の高齢化も進んでいることからよりきめ細やかな支
援が求められている。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.37

社会福祉課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
収入の増加等による自立が見込める保護世帯が減少してきている中、目標を下回っているものの概ね
達成することができた。

施策番号 3-4 施策名 市民の生活支援 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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12

11

10

B

9
義務的
な事務

住宅支援給付事
業

社会福祉
課 保護係

現状
維持

今後も支援のため、継続が必要である。 B

8
義務的
な事務

生活保護の適正
推進

社会福祉
課 保護係

現状
維持

生活保護の濫給、漏給を防止するため、今後も継続が必要であ
る。

B

7
義務的
な事務

法外援助等扶助
社会福祉
課 保護係

現状
維持

今後も死亡旅行人等の処置のため継続が必要である。 B

6
法定受
託事務

中国残留邦人支
援給付

社会福祉
課 保護係

現状
維持

中国残留邦人の高齢化により支援の継続が、今後も必要である。

C

5
法定受
託事務

生活保護の実施
社会福祉
課 保護係

現状
維持

今後も制度に基づき、事業の継続が必要である。 B

4
義務的
な事務

臨時福祉給付金
支給事業

社会福祉
課 社会福
祉係

完了 国の臨時福祉給付金が平成29年度で完了した。

B

3
義務的
な事務

災害貸付金
社会福祉
課 社会福
祉係

現状
維持

災害援護貸付金の制度は法律で定められており、生活の立て直
しの一助となるので継続する。

B

2
義務的
な事務

災害弔慰金・災害
障害見舞金

社会福祉
課 社会福
祉係

現状
維持

法に基づき事業を実施する。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

災害見舞金の支
給

社会福祉
課 社会福
祉係

現状
維持

今後も迅速に対応する。 B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 3-4 施策名 市民の生活支援 主担当課 社会福祉課
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施
策
管
理
指
標

①
ひとり暮らし高齢者訪問
者数

人

480 480 480

500人

468 468 ―

②

―

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「高齢者生活の充実」が
達成されたと感じる市民
の割合

% 70%

57 ― ―

②
シルバー人材センター登
録者数

人

310 310 310

350人

229 240 ―

平成29 
年度の 

実施内容

・シルバー人材センターの運営補助を行った。
・老人福祉法の規定による養護老人ホームへの措置を行った。
・低所得者の負担軽減のため、紙おむつの支給を行った。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成32年度

（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］ 53,907 千円 56,936 千円 58,172 千円

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日 日

関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民は老後も無理なく社会参加しながら、経済的な不安を感じることなく暮らしている

目標像の
説明

　地域に住む高齢者は、それぞれの健康状態にあわせた社会参加により、社会貢献と同時に労働の対価を
得るとともに、生活に必要な経済的支援のもと、やりがいを持ちながら安心して暮らしている。

取り組み
方針

　国民年金の動向を見ながら、高齢者が経済的に不安なく暮らせるよう、介護者に対する負担軽減事業（寝た
きり高齢者への紙おむつ支給等）の充実を図ります。
　また、健康な高齢者の方が、生活をより充実させる上で必要となる生活費を賄うための、労働機会の提供を
図ります。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 福祉保険部

施策番号 3-5 施策名 高齢者生活の充実 主担当課 高齢福祉課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

高齢者の労働機会提供拡充のため、シルバー人材センターの会員拡大、特に女性会員の拡大などの課
題があるため、制度の啓発とより一層の企業に対する理解を求める努力が必要である。
介護者に対する経済的負担軽減のため、引き続き紙おむつ等の支給などの制度の啓発と制度の拡充が課
題である。

施策展開
の方策

引き続きシルバー人材センターの利用を促進し、会員増等に取り組む。
養護老人ホームへの措置や老人福祉法に基づく、やむを得ない措置に取り組む不安の解消に努
める。
介護の負担軽減のため、紙おむつ等の支給を引き続き行う。

ニーズの
方向性

判定

説明

高齢化率が年々増加し、それに合わせてシル
バー人材センターへのニーズが増加傾向にある。
高齢者の経済的不安を解消するため、制度の啓
発と拡大を必要とする。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.51 重要度 4.08

アンケート 平成25年度 達成度 2.55 重要度 3.93

結果 平成28年度 達成度 2.57 重要度 3.91

施策番号 3-5 施策名 高齢者生活の充実 主担当課 高齢福祉課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
シルバー人材センターの運営については、登録会員の就業率や契約金額については伸びを示してお
り、会員数は昨年度より増加した。
紙おむつを必要とする高齢者は、高齢化の進展に伴う在宅介護の推進により増加すると思われる。

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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11

12

9

10

7 庶務
高齢福祉課庶務
事業

高齢福祉
課 介護保
険係

現状
維持

B

8

5
ゼロ予
算

老人福祉相談業
務

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

窓口及び電話等による相談を行う。 B

6
任意の
自治事
務

介護保険特別（社
会福祉法人）

高齢福祉
課 介護保
険係

現状
維持

制度として引き続き継続する。 B

3
任意の
自治事
務

養護老人ホーム入
所措置への支援

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

老人福祉法の規定に基づき養護老人ホームへの入所措置を行
う。

B

4
任意の
自治事
務

紙おむつ支給等
支援事業

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

介護認定の重度な低所得者世帯の負担軽減のため紙おむつ支
給を継続する。

B

1
任意の
自治事
務

外国人高齢者特
別給付金の支給

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

引き続き、年金未受給の高齢者の対し、特別給付金の支給を行
う。

B

2
任意の
自治事
務

シルバー人材セン
ターの運営補助

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

引き続き、シルバー人材センターの運営に対し、補助金を交付す
る。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

事業の
方向性 平成31年度

施策番号 3-5 施策名 高齢者生活の充実 主担当課 高齢福祉課

65 



施
策
管
理
指
標

① 老人クラブ参加率 %

23 23 23

29%

20.66 20.66 ―

②

―

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「高齢者の健康促進」が
達成されたと感じる市民
の割合

% 60%

54.3 ― ―

② 元気な高齢者の割合 %

91 91.5 91.5

92%

87.5 87.3 ―

平成29 
年度の 

実施内容

・老人クラブ連合会に対し、補助金交付を行った。
・一人暮らし高齢者の安否確認のため、訪問員を設置、緊急通報装置の設置を行った。
・介護保険法に基づき、介護保険の運営を行った。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成32年度

（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］ 6,309,187 千円 5,810,077 千円 6,389,373 千円

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日 日

関連組織 保険医療課,地域包括ケア推進室

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　暮らし方や健康状態の異なる様々な高齢者が健康面でも精神面でも安心して暮らしている

目標像の
説明

　地域に住む高齢者は、様々な制度やサービスの情報を得ながら自分にあった適切なサービスを利用するこ
とにより、交流の機会も充実し、身近な友人や家族とともに安心して生活している。

取り組み
方針

　高齢者が安心して生活できる社会にするために、市民・関係機関と連携しつつ、介護保険制度等、高齢者
の暮らしに必要な情報を確実に提供していきます。
　また、多様な価値観を持つ高齢者の交流機会の充実を図るとともに、在宅で生活ができるための介護予防
事業等の充実を図ります。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 福祉保険部

施策番号 3-6 施策名 高齢者の健康促進 主担当課 高齢福祉課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題
老人クラブ活動により、多くの高齢者の参加が求められるため創意工夫した取り組みを必要とする。
今後も一人暮らし高齢者の増加が予想されるため、きめ細かい対策が必要である。

施策展開
の方策

・老人クラブ連合会と、より密接に協議を行い、創意工夫した参加者数の増加を見据えた取り組みを行う。
・ひとり暮らし高齢者のニーズを正確に把握するため、3年に1回実施予定のシルバー調査を共に取り組み、ひ
とり暮らし高齢者の不安解消に向けた施策を引き続き展開する。

ニーズの
方向性

判定

説明
高齢化や一人暮らし高齢者の増加に伴い、ニー
ズは増加する方向にある。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.47 重要度 4.35

アンケート 平成25年度 達成度 2.50 重要度 4.26

結果 平成28年度 達成度 2.48 重要度 4.26

施策番号 3-6 施策名 高齢者の健康促進 主担当課 高齢福祉課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
老人クラブへの参加率は昨年度と同様であるが、社会参加の促進にむけ、引き続き取り組む必要性が
ある。
ひとり暮らし高齢者の増加に伴い、継続した制度の実施が必要である。

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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11
任意の
自治事
務

配食サービス事業
への補助

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

引き続き、配食サービスを行うため実施団体への補助を行う。 B

12
任意の
自治事
務

老人クラブ連合会
主催の健康づくり
事業への補助

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

高齢者の健康づくりのため老人クラブ連合会に補助金を支出す
る。

B

9
任意の
自治事
務

軽度生活援助事
業の委託

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

高齢者の日常生活を支援するため、シルバー人材センターに事
業委託する。

B

10
任意の
自治事
務

訪問理美容サー
ビスの実施

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

理容組合・美容組合に委託し、自ら出向くことのできない高齢者
宅へ訪問し、理美容サービスを実施する。

B

7
任意の
自治事
務

高齢者総合福祉
センターの管理運
営

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

高齢者総合福祉センターの管理運営を行うため、社会福祉協議
会を指定管理者とする。多くの方に利用してもらえるように名称の
変更を行った。

B

8
任意の
自治事
務

老人憩の家の管
理運営

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

老人憩の家の管理運営を行うため引き続き指定管理者に委託す
る。

B

5
任意の
自治事
務

一人暮らし老人訪
問の実施

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

ひとり暮らし高齢者に対し、安否の確認を行うため、地域の老人ク
ラブに委託して訪問を実施する。

B

6
任意の
自治事
務

老人クラブ連合会
リーダー等の育成
補助

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

老人クラブのリーダーを育成するため連合会に補助金を支出す
る。

B

3
任意の
自治事
務

老人福祉大会の
開催

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

敬老の日を中心に老人福祉大会を開催し、長寿と健康を祝う。 B

4
任意の
自治事
務

老人クラブの育成
補助

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

高齢者の地域での活動を援助するため、老人クラブに補助金を
支出する。

B

1
任意の
自治事
務

福祉電話 ･緊急通
報装置の設置

高齢福祉
課 高齢者
ケア係

ひとり暮らし高齢者の安否確認のため制度を継続する。 B

2
任意の
自治事
務

敬老事業の実施
高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

長寿のお祝いを引き続き実施する。 B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

事業の
方向性 平成31年度

施策番号 3-6 施策名 高齢者の健康促進 主担当課 高齢福祉課
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24

22

23

20

21

18
任意の
自治事
務

重度心身障害老
人等医療費の助
成

保険医療
課 医療係

現状
維持

重度心身障害者老人等の健康の保持および福祉の増進を図る。 B

19
義務的
な事務

後期高齢者医療
制度

保険医療
課 医療係

現状
維持

後期高齢者の健康の保持及び福祉の増進を図るために必要な事
業を積極的に推進する。

B

16
任意の
自治事
務

地域で行う「いきい
き百歳体操」

地域包括
ケア推進
室 地域包
括ケア推
進係

現状
維持

住民の主体性をもとに後方支援を継続していく。 B

17
義務的
な事務

介護保険制度の
健全な運営

高齢福祉
課 介護保
険係

拡充
高齢者人口が増加する中で、介護給付費の増加が懸念される。
介護サービスをより適正に提供できるように自立支援、介護予防
の取り組みを進めることが必要。

A

14
任意の
自治事
務

認知症関連事業

地域包括
ケア推進
室 地域包
括ケア推
進係

現状
維持

認知症にやさしい環境づくりのため継続する。 B

15
任意の
自治事
務

医療介護連携事
業

地域包括
ケア推進
室 地域包
括ケア推
進係

現状
維持

医療・介護のがつながる研修会等の企画を検討する。 B

事業の
方向性 平成31年度

13
義務的
な事務

地域支援事業
高齢福祉
課 高齢者
ケア係

現状
維持

介護保険法に基づく地域支援事業を行う。 A

施策番号 3-6 施策名 高齢者の健康促進 主担当課 高齢福祉課

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度
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施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 すこやか暮らし部

施策番号 3-7 施策名 子育て支援 主担当課 けんこう増進課

関連組織 児童福祉課,保険医療課,こども未来課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　子育てに関する相談や支援が受けられ、安心して子育てが出来る

目標像の
説明

　生活様式の変化、核家族化、離婚率増加に起因するひとり親家庭の増加、地域の支援網の希薄化、女性の
社会進出等により発生する子育てに関する多様な悩み・不安が解消されている。

取り組み
方針

　「子どもは地域全体で育てる」という意識をもって、地域社会、企業、学校が、それぞれの知識や技術を活か
して子育て支援ができるような地域環境の基盤づくりを推し進めます。
　また、悩みや問題の把握、解決のため、地域の協力を得ながら不安や悩みを抱えている子育て中の親の負
担感を払拭する子育て相談や訪問活動を行いそれぞれにあった子育て支援施策と広報活動の充実を図り、
継続して支援できるネットワークづくりに取り組みます。
　問題解決のための市民啓発、関係団体との情報交流とネットワークづくりのために、情報提供や実践に結び
つけるための研修会等の実施や専門的な指導、助言を受けることができる体制と支援事業の充実に取り組み
ます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］ 1,492,691 千円 1,526,945 千円 1,608,538 千円

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日 日

平成29 
年度の 

実施内容

保健福祉センター”陽だまり”において、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援をめざし、事業を実施している。子
育て総合支援室で子育て中の悩みの相談・情報提供・子育てサークルの支援、また「子どもは地域全体で育てる」という意
識のもと地域と子育て世代をつなぐ試みとして地域に出かけていくミニつどいの広場を開催している。ライフステージによ
り、子どもの発達の悩みも変化していくので年齢別の療育教室や臨床心理士による相談窓口を設けている。子どもの最善
の利益を考え各職種・子育て支援機関が連携を密にしながら取り組んでいる。また、児童虐待対応では、従来の業務に加
えて、法改正に伴い義務化された調整職員の研修受講を完了し、２名認定された。平成２８年度に慢性的に定員超過と
なっている城島、大福学童保育所のハード面を整備し、平成２９年度より城島学童保育所定員９０名、大福学童保育所定
員７０名に増員した。また、平成２９年１０月桜井学童保育所の開設により、市内全ての小学校の敷地内に学童保育所を設
置することができた。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成32年度

（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「子育て支援」が達成さ
れたと感じる市民の割合

% 60%

65.9 ― ―

②
子育て世帯の交流機会
への参加者数

人

2000 2500 2500

2,000人

3918 3528 ―

施
策
管
理
指
標

①
子育て支援施設等利用
率（就学前児童）

%

70 75 75

80.0%

72.6 68.4 ―

②
学童保育所申込率（就
学後児童）

%

100 100 100

100.0%

83.4 86.5 ―
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施策番号 3-7 施策名 子育て支援 主担当課 けんこう増進課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

保健福祉センター”陽だまり”にて妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援をめざして相談窓口を
充実させている。また、子育てを巡る環境の変化に伴い、負担感・不安感を訴える親も増加してきてい
る。少しでも軽減すべくファミリーサポート・一時預かり事業も立ち上げている。子育て支援施設利用率
は幼稚園・児童福祉施設等や親子の遊び場（つどいの広場）の利用数を就学前人口で割った率であ
る。学童保育所の申し込み率は各学童保育所の年間入所者数と待機者数を全体の定員で割ったもの
である。城島学童保育所に至っては平成２９年度より定員を増員したにもかかわらず、４月当初１０名程
度の待機児童が発生した。また、夏休み等長期休暇の期間では学童保育所の申し込み率が１００％以
上になるところもある。

ニーズの
方向性

判定

説明

核家族化、地域のコミュニティの不足情報の氾濫
などにより子育ての多様化が見られる。それに比
例して母親の負担感・不安感は増加し。家庭児童
相談員、子育て支援コーディネーター、つどいの
広場や療育教室への相談者は着実に増加傾向
である。学童保育所への入所希望者数は全体と
しては定員は下回っているがニーズの地域差が
見られる。城島学童保育所についてはハード面を
整備したが定員が超過している。また、夏休み等
の長期休暇期間の申し込みが多く、待機または辞
退の状態である。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.20 重要度 4.46

アンケート 平成25年度 達成度 2.67 重要度 4.25

結果 平成28年度 達成度 2.71 重要度 4.27

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を目指し、関係各課が連携をもち、社会資源（民間を含む）を
活用しながら進めている。子育ての不安感・負担感が増加傾向にあるため軽微な問題からでも相談していける
ように、相談窓口を充実させている。一方、児童福祉法改正に伴い努力義務化されている「子ども家庭総合拠
点」の設置に関して、市町村の責務と明確化された子どもや妊産婦の適切な支援にむけて、拠点の設置運営
要綱に基づき本市における業務や仕組みの見直しが必要である。虐待予防の視点においても、親力をつけて
いくために、子どもの年齢・発達・ライフステージにおける目的別に講座を開催しているが職員数や資質向上
が課題である。一時的な負担軽減のためのファミリーサポート事業が周知され、利用者が、激増しているが援
助者が少ないのも問題となっている。相談窓口や事業は充実傾向にはあるが、なかなか子育て支援事業に繋
がらない人も多い。地域での子育て力向上のためにも地域とどのようにつながっていくかも大きな課題である。
学童保育所は児童数減にも関わらず地域によってニーズが高まっており、平成２９年度に城島学童・大福学童
保育所のハード面を整備した。しかし、城島学童保育所においては高学年の待機児童が発生している。また、
夏休み等の長期休暇期間では各学童保育所で申し込みが増加し待機児童が発生している学童もある。

施策展開
の方策

保健福祉センター”陽だまり”を拠点とし、切れ目のない子育て支援に取り組んでいく。子育て総合支援室で
すでにおこなっている利用者支援事業（基本型）母子保健型・基本型等との調整を行い、本市としての相談支
援の仕組みを構築し、設置運営要綱に基づいた「子ども家庭総合支援拠点」の設置を行い、さらなる子育て支
援の充実をめざしていく。行政・民間・地域が手をつなぎながら現在ある子育て支援事業の充実をはかるととも
に必要な支援体制づくりをしていく。「子どもは地域全体で育てる」という視点において、妊娠期から民生委員
の存在を啓発したり、乳幼児健診・親子の遊び場でも啓発をしていく。支援は必要とするもののなかなか繋がり
にくい世帯もいるので各地域で子育て広場を開催していけるよう、地域のボランティアの力をかりながら進めて
いく。これらは児童虐待防止の視点においても重要であると考えている。子育て支援情報は広報等の紙面は
もちろんであるが、ホームページ、ツイッター、民間情報誌、アプリなども利用して発信していく、学童保育所に
関してはハード面について定員超過の解消に努めているが、地域によっては高いニーズがあり、高学年の待
機児童が発生していることから、申し込み方法や条件などを引き続き検討する必要がある。またニーズの地域
差があるため区域を越えた受け入れ態勢を構築する必要がある。

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）

Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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施策番号 3-7 施策名 子育て支援 主担当課 けんこう増進課

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

要保護児童地域
対策事業

こども未来
課 こども相
談係

現状
維持

・引き続き要保護児童対策協議会としての機能強化を図っていく 
・市民向けマニュアルの改訂　　・関係機関マニュアルの作成
 
・適正なケース管理に向けての整理、見直し

A

2
任意の
自治事
務

養育支援訪問事
業

こども未来
課 こども相
談係

拡充
・訪問員の確保と研修の開催及び参加案内等を行い、訪問員の
スキルアップをめざす。

A

3
任意の
自治事
務

要保護、要支援家
庭の情報把握シス
テム

こども未来
課 こども相
談係

現状
維持

居所不明児童把握のための全国的調査に不可欠なため、引き続
き的確な把握に努めていく

B

4
義務的
な事務

家庭児童相談の
実施

こども未来
課 こども相
談係

拡充

児童福祉法改正に伴い体制整備が求められ、相談員の責任や役
割も増している。現状でも困難事例及び対応数の増加により休日
夜間の対応や事務量も増加。臨時職員の雇用形態でありながら
精神的身体的負担が大きい。このことから、家庭児童相談員のみ
でなく、課もしくは市としての体制整備の検討が必要。

A

5
任意の
自治事
務

子育て支援短期
事業

けんこう増
進課 すく
すく支援係

利用ニーズが見込まれることから、引き続き事業を実施する。 B

6
任意の
自治事
務

つどいの広場
けんこう増
進課 すく
すく支援係

現状
維持

利用者が多く、市民の要望が高いため A

7
任意の
自治事
務

乳児全戸訪問事
業

けんこう増
進課 すく
すく支援係

現状
維持

孤立化をふせぎ、必要なサービス提供をし子育ての不安・負担感
を軽減していく

B

8
任意の
自治事
務

子ども一時預かり
事業

けんこう増
進課 すく
すく支援係

現状
維持

利用者からのニーズが多いため、引き続き継続していく B

9
任意の
自治事
務

ＢＰプログラム事業
けんこう増
進課 すく
すく支援係

現状
維持

子育ての孤立化を防ぎ、子育ての少し早めの知識を知り子育ての
不安感・負担感を軽減していくため

A

10
任意の
自治事
務

母子・父子・寡婦
家庭への支援事
業

児童福祉
課 児童福
祉係

現状
維持

母子家庭への自立支援施策として、高等職訓練促進費（国家資
格を取得することにより、将来の安定した生活収入を得ることを目
的とし、修業期間中の生活支援をするための制度）の利用者や就
学資金等の貸付相談が定期的にあり、制度として対象職種を増
やす方向にあるので、引き続き事業として継続する。

B

11
任意の
自治事
務

放課後児童健全
育成事業
（学童保育所）

児童福祉
課 児童福
祉係

拡充
地域子育て支援制度の計画策定の中で、校区内未設置の桜井
小学童設置。城島、桜井南学童については、定員超過しているの
で、今後どのような対応が必要であるか検討する。

A

12
任意の
自治事
務

子どもの広場維持
修繕

児童福祉
課 児童福
祉係

現状
維持

市内４１箇所の子どもの広場設置遊具点検結果を踏まえ、限られ
た予算の中で、優先順位を付けながら修繕計画を立て、計画的に
修繕を実施していく方向である。地元での管理の仕組みづくりに
ついて検討を行う。平成30年度より遊具の点検を行う。

A
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施策番号 3-7 施策名 子育て支援 主担当課 けんこう増進課

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

事業の
方向性 平成31年度

13
任意の
自治事
務

子ども・子育て支
援事業計画の策
定

児童福祉
課 児童福
祉係

現状
維持

定期的な開催により、事業報告と実態や制度の変更に合わせた
見直しを議題とする。

B

14
法定受
託事務

特別児童扶養手
当の申請受付・進
達

児童福祉
課 児童福
祉係

現状
維持

国からの機関委任事務であり、特別児童扶養手当の申請を受
付、県へ進達を行う。

B

15
義務的
な事務

児童手当の支給
児童福祉
課 児童福
祉係

現状
維持

改正児童手当法の施行により、法的根拠を当該法律に置き、引き
続き児童手当として中学校修了前までの児童を養育する者に対
し支給する。

B

16
義務的
な事務

児童扶養手当の
支給

児童福祉
課 児童福
祉係

現状
維持

ひとり親世帯に児童扶養手当の支給を行う。あわせて適正処理を
するための本人面接や不正受給禁止の啓発を行う。

B

17 庶務
児童福祉課庶務
事業

児童福祉
課 児童福
祉係

現状
維持

B

18
任意の
自治事
務

子ども医療費の助
成

保険医療
課 医療係

現状
維持

受給資格者の健康の保持および福祉の増進を図る。

19
任意の
自治事
務

ひとり親家庭等医
療費の助成

保険医療
課 医療係

現状
維持

ひとり親家庭の母（父）子の健康の保持と増進を図るため、医療費
の一部を助成し、生活の安定と福祉の向上に寄与する。

20
義務的
な事務

未熟児養育医療
制度

保険医療
課 医療係

現状
維持

心身の発達が未熟なまま生まれ、入院を要する乳児に係る医療
費の一部を助成することにより、乳児の健康の保持増進を図る。

21

24

22

23
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関連組織 教育委員会総務課,学校教育課,けんこう増進課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　未就学年齢児が、それぞれの子どもにあった保育・教育が受けられる

目標像の
説明

核家族化や親世代の価値観の変化、社会経済環境の変化をはじめ、子ども達を取巻く環境の変化に対応し
た、多様な保育・教育の場が確保されている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 福祉保険部

施策番号 3-8 施策名 幼児教育・保育の充実 主担当課 児童福祉課

964,032 千円 1,007,783 千円 1,050,424 千円

取り組み
方針

　様々な体験を通して幼児が教師や友達の存在に気づき、自らいきいきと活動しながら、”生きる力の基礎”と
なる心情・意欲・態度を育み、その後の学校生活にも活かしていけるように、幼児期の特性と一人一人の発達
段階や生活のリズムを考慮した、保育・教育計画の一層の充実と保育士及び教師の資質向上を図ります。
　また、幼稚園施設の活用による未就園児の保育環境の充実や各家庭における保育の支援など、家庭や地
域と連携を図りつつ、幅広く地域の子育てを支援していきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

・民間保育所運営を支援することにより、公立に対するニーズ同様、民間保育サービスの提供を確保した。
・子ども子育て事業計画に基づき事業を進め、認定こども園などに対する方向性を継続して検討した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「幼児教育・保育の充
実」が達成されたと感じる
市民の割合

%

① 保育所等への受入率 %

100 100

70%

69.1 ― ―

②
子ども達の「生きる力」の
習得度合い

%

60 60

100

100%

96.34 94.95 ―

60

70%

36 33 ―

100%

98.6 99.71 ―

② 市立幼稚園への受入率 %

100 100 100

施
策
管
理
指
標
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児童福祉課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

　保育所については、私的理由によるものを除いた「待機児童」は、平成２９年度は１０月から発生してい
る。また、私的理由によるものを含めた待機児童は、平成３０年３月時点で６７名であった。
　市立幼稚園については、平成２９年度には受入れ可能児童数を超える申し込みがあったため抽選を
実施し、１名が抽選からもれた。
　以上の状況を除けば、平成２９年度はおおむね需要に応えることができた。

施策番号 3-8 施策名 幼児教育・保育の充実 主担当課

重要度 3.89

アンケート 平成25年度 達成度 2.72 重要度 3.88

ニーズの
方向性

判定

説明

　かつては特定の職種の人材不足であったが、近
年はあらゆる職業において人材不足であり、育児
中の女性も貴重な労働力として期待されるので、
低年齢児からの教育・保育ニーズの増加が見込
まれる。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.71

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

　近年、保育士・幼稚園教諭不足がはなはだしく、これが待機児童等の発生につながっている。施設としての
定員には余裕があるため、保育士・幼稚園教諭を確保することができれば、受入率をさらに伸ばすことができ
る。

　幼児教育、保育の充実を図るためには、幼稚園・保育所施設の老朽化への対応や、乳児保育や障がい児
保育の要望に対応した取り組みが必要である。認定こども園への移行も視野に検討を進める必要がある。

施策展開
の方策

　引き続き、ハローワークや口コミ等あらゆる手段で保育士・幼稚園教諭を求人するとともに、確保できた保育
士・幼稚園教諭が本市を離れないよう、魅力のある職場とする必要がある。

　平成３０年度に桜井市立保育所・幼稚園のあり方検討委員会を立ち上げ、今後の保育所・幼稚園の展開方
針について専門委員の意見を伺いながら議論を開始している。今後も継続的に検討を重ねていく。

結果 平成28年度 達成度 2.78 重要度 3.94

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 3-8 施策名 幼児教育・保育の充実 主担当課 児童福祉課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

地域子育て支援
センター設置事業

けんこう増
進課 すく
すく支援係

現状
維持

民間保育所が地域とのつながりを持ち保護者間・親子間の交流・
子育て相談の場」として提供することにより地域の子育て支援の
ネットワークづくりをすすめていく

B

B

3
義務的
な事務

公立保育所の運
営

児童福祉
課 保育係

現状
維持

依然として高い保育ニーズに応えるため、公立保育所として保育
サービスを提供する。

B

2
義務的
な事務

民間保育所運営
への支援補助等

児童福祉
課 保育係

現状
維持

民間保育所運営を支援することにより、依然ニーズとして高い保
育サービスの提供を確保する。平成29年度から子ども・子育て支
援交付金を活用し、幼稚園型一時預り事業を始めた。

B

5
任意の
自治事
務

私立幼稚園就園
奨励補助

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

幼児教育の普及・充実を図るために今後も継続する。 B

4
任意の
自治事
務

幼稚園施設維持
管理及び安全対
策

教育委員
会総務課
施設係

現状
維持

施設の維持管理及び運用において経常的に必要な事業であるた
め。

B

7
任意の
自治事
務

幼稚園関係負担
金事業

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

より充実した幼児教育を行うためには、他団体と連携することは不
可欠であり、今後も継続する。

B

6
任意の
自治事
務

私立幼稚園運営
への支援

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

地域の幼児教育を充実するために、今後も教材費等の補助を行
う。

B

9
義務的
な事務

園児の健康診断
の実施

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

園児の疾病予防及び身体の安全確保を維持するために今後も継
続する。

B

8
任意の
自治事
務

預かり保育等子育
て支援

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

預かり保育を利用しやすい環境作りをするためには、今後も調査
研究が必要であり、さらに預かり保育を充実するために、預かりサ
ポータ等を活用する。

12

B

11
義務的
な事務

幼稚園職員健康
診断の実施

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

幼稚園職員の疾病の予防、及び身体の安全を確保するために、
今後も継続する。

B

10
義務的
な事務

日本スポーツ振興
センターとの連携
（幼稚園）

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

災害時の保護者の負担を軽減し、安心して充実した園生活を確
保するために、今後も継続する。
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関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民が、その人にあった適切な医療を受けられる

目標像の
説明

市民が、その人にとって最適な医療を受けることができる。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 すこやか暮らし部

施策番号 3-9 施策名 医療の充実 主担当課 けんこう増進課

73,040 千円 78,787 千円 78,857 千円

取り組み
方針

　県・他市町村とともに、医療機関と連携し、小児、産婦人科等の一次救急の確保に努めます。
　基幹病院との連携を支え、休日・時間外の二次救急医療の体制を維持・充実を図ります。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

　桜井地区病院群二次輪番制の実施。
　休日夜間応急診療所・上之郷診療所の運営。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「医療の充実」が達成さ
れたと感じる市民の割合

%

① かかりつけ医がいる割合 %

40 40

75%

54.2 ― ―

② 休日診療所の稼働率 %

100 100

40

50%

35 36 ―

100

100%

100 100 ―

―

②

施
策
管
理
指
標
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けんこう増進課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
　桜井地区病院群二次輪番制を滞りなく継続して実施し、休日夜間応急診療所・上之郷診療所も継続
して運営することができた。

施策番号 3-9 施策名 医療の充実 主担当課

重要度 4.22

アンケート 平成25年度 達成度 2.51 重要度 4.41

ニーズの
方向性

判定

説明

　今後も地域医療の充実を図っていく為に、桜井
地区病院群二次輪番制の実施、休日夜間応急診
療所・上之郷診療所の運営を継続していくことが
必要である。
　しかしながら、各診療所の利用状況等を精査
し、現状にあった運営をしていく為に、平成30年
度中に事業縮小及び廃止が見込まれる。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.69

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題
　桜井地区病院群二次輪番制における問題は、年々緩和されているものの、桜井地区病院群二次輪番に従
事する医師の不足や一次救急患者の受け入れは、依然として課題となっている。

施策展開
の方策

　桜井地区病院群二次輪番に従事する医師の不足や一次救急患者の受け入れ問題に関しては、事業縮小
の可能性はあるものの、休日夜間応急診療所を継続して運営していくことにより、緩和していくことが見込まれ
る。
　また平成30年度中に、利用状況等の精査により、休日夜間応急診療所の事業縮小及び上之郷診療所の事
業廃止を実施することが見込まれる。

結果 平成28年度 達成度 2.53 重要度 4.40

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 3-9 施策名 医療の充実 主担当課 けんこう増進課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

桜井地区病院群
二次輪番制の導
入

けんこう増
進課 いき
いき健康
係

現状
維持

地域医療体制の確立の為に、輪番制を今後も実施する。 B

B

3
任意の
自治事
務

休日夜間応急診
療所の管理・運営

けんこう増
進課 いき
いき健康
係

現状
維持

一次救急医療のより一層の充実を目指す為に、今後も事業を継
続していく。（平成30年度途中より事業縮小の可能性あり）

B

2
任意の
自治事
務

上之郷診療所運
営の委託

けんこう増
進課 いき
いき健康
係

現状
維持

上之郷地区医療の必要性から、継続して診療所を運営する。（平
成30年度途中で事業廃止の可能性あり）

B

5

4
ゼロ予
算

地域医療の連携

けんこう増
進課 いき
いき健康
係

現状
維持

地域医療の充実により、市民の安心安全を図る。

7

6

9

8

12

11

10
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100%

95 95 ―

②
地域住民等の教育の場
への参加

%

100 100 100

施
策
管
理
指
標

100

100%

110 100 ―

60

60%

66.5 60 ―

70%

65.9 ― ―

② 自主的な読書率 %

60 60

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「学校教育の充実」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

① 教職員研修会への参加 %

100 100

平成29 
年度の 

実施内容

・小中学校図書室の充実を図るために図書の整備を行う。・小中学校教育が充実、円滑化するよう必要な教材等を整備す
る。・生活に困窮する児童生徒と特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者への就学援助を行った。・教職員の研修会
を夏季休業中に開催した。また、各教科の調査研究を行い教職員の支援を行い教職員の資質向上に努めた。・児童生徒
園児及び教職員の疾病予防と身体の安全を確保するために、健康診断を行った。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

673,695 千円 2,239,975 千円 906,053 千円

取り組み
方針

　保護者や地域住民等の意向を学校運営に反映し協力を得ることにより、子ども達が充実した学校教育を受
けることのできるよう、保護者や地域住民等がＰＴＡ・学校評議員・学校支援ボランティアなどに積極的に参加
できる環境づくりを支援します。
　また、教育現場の環境の変化に伴い、教職員が自己啓発できる様々な研修の場を設けます。
　さらに、教育施設の設備の充実や子ども達の安全対策として、耐震化の実現、防犯強化を図ります。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織 教育委員会総務課,学校給食センター

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　子どもたち一人一人が、安心・安全で充実した学校教育が受けられる

目標像の
説明

　家庭・地域・学校が連携し教育環境を整備するとともに安心で安全な場を提供することにより、一人一人が充
実した学校教育を受けることができ、「確かな学力」・「豊かな人間性」・「たくましい心身」が育成されている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 教育委員会事務局

施策番号 4-1 施策名 学校教育の充実 主担当課 学校教育課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

・適応指導教室については、現在年間140回開催しているが不登校児童生徒が１日でも早く学校に行けるよう
に、また中学生については、進路の確保等にもつながるようにさらに開催回数を増やすなどの環境を整える必
要がある。
・平成３２年度から小学校で新学習要領が実施され、外国語の教科化、プログラミング学習等にむけての研
修、教育環境の整備が必要である。
・新学校給食センターでの給食提供に関し、SPC、運営事業者と連絡調整を密にし、給食提供及び維持管理
を適切に行っていく必要がある。

施策展開
の方策

・適応指導教室については、教室への希望者の増減や子どもの状況などを考慮し、平成30年度より3人の先
生で週2回ずつの教室を開催している。今後も不登校児童生徒に対し学校への適応を目指すために、引き続
き教室を開催し心のケアに努める。
・平成29年度は4小学校のパソコンの入れ替えが終了し、平成30年度は校務用パソコンの入れ替え整備を進
めていく中で、平成32年度から小学校でプログラミング学習が開始される。活用状況を考慮し、児童一人に対
し１台のパソコンを配置し今後も引き続き情報教育を推進していく。
・平成32年度より小学校5・6年生を対象に外国語の教科化が開始されることに伴い、平成30年度より小学校3
年生から6年生を対象に外国語活動を実施している。
・SPC及び運営事業者の事業に関し定期・随時にモニタリングを行い、業務を確認する。また異常の可能性が
あった場合に状況を整理しSPCへ報告を行い、適切な管理を実施する。

結果 平成28年度 達成度 2.72 重要度 4.14

重要度 4.21

アンケート 平成25年度 達成度 2.61 重要度 4.16

ニーズの
方向性

判定

説明

一人ひとりが充実した学校教育を受けることので
きる環境を整えるために、教材等の教育環境の整
備を進めるとともに、心のケア対策として相談でき
る環境等のさらなる充実が必要である。また、教職
員の研修や各教科の研究を行える環境も推進す
る必要がある。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.56

学校教育課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

・教材備品や学校図書を計画的に購入し教育環境の整備を行った。・生活が困窮している世帯の児童
生徒が義務教育を円滑に受けることができるように就学援助を行った。・パソコン教室を整備することに
より、授業でパソコンを活用し情報教育を推進することができた。・遠距離通学をする児童生徒の保護
者に対し、バス・電車の定期券代を補助することができた。

施策番号 4-1 施策名 学校教育の充実 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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B12
任意の
自治事
務

夜間中学との連携
学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

本来保障されている教育を受ける権利が様々な理由により奪われ
ている状況があり、奪われた方々に対し、学習する権利を保障す
ることからも、中学夜間学級で修業できるよう支援する。

B

11
任意の
自治事
務

進路対策の充実
学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

中学3年生の生徒の進学・就職について、各学校がきめ細やかな
指導や対策等を行うための支援を引き続き行う。

B

10
任意の
自治事
務

小中学校通学区
域審議会の開催

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

通学区域の適正を図るために、諮問事項に応じ小中学校の通学
区域の調査及び審議を行う通学区域審議会を開催する。

B

9
任意の
自治事
務

進路対策への支
援

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

経済的な理由により高等学校への就学が困難な学生が多数いる
ことから、教育の均等化を図るために継続して支援する。

B

8
任意の
自治事
務

遠距離通学者へ
の支援
（小学校・中学校）

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

遠距離通学者の安全と保護者の負担軽減のために、今後も継続
する。

B

7
任意の
自治事
務

外国語教育の充
実

学校教育
課 学校教
育係

拡充

幼小中学校で語学力の向上及び国際理解を推進していくため
に、外国語指導助手を配置し、外国語指導助手を活用した授業
を今後も続けるとともに、平成３２年度からの小学校の教科化に伴
い更なる充実に努める。

B

6
任意の
自治事
務

学校安全会議へ
の補助

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

学校安全会議の活動を支援することにより、さらなる幼児児童生
徒の安全確保に努める。

B

5
任意の
自治事
務

不登校児童生徒
の適応指導の実
施

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

不登校児童生徒に対し学校への適応を目指すために、引き続き
教室を開催し、心のケアに努める。また、不登校になる原因が多
様化しており、その内容・取り組みを充実していく。

B

4
任意の
自治事
務

スクールカウンセ
ラーの活用

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

カウンセリングを必要とする児童生徒等が増え、相談内容も多様
化し、複数回にわたる相談も増えてきている。派遣時間を検討し、
内容・運用等の充実を図らなければならない。巡回相談について
は、対象とする児童生徒の増加から派遣総時間が不足してきてい
るので、派遣時間の増加が必要である。

B

3
任意の
自治事
務

中学校施設維持
管理及び安全対
策

教育委員
会総務課
施設係

現状
維持

施設の維持管理及び運用において経常的に必要な事業であるた
め。

B

2
任意の
自治事
務

小学校施設維持
管理及び安全対
策

教育委員
会総務課
施設係

現状
維持

施設の維持管理及び運用において経常的に必要な事業であるた
め。

事業の
方向性 平成31年度

1 庶務
教育委員会総務
課庶務事業

教育委員
会総務課
庶務係

現状
維持

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-1 施策名 学校教育の充実 主担当課 学校教育課
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B24
義務的
な事務

スクールバスの運
行

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

児童生徒の通学の利便と安全確保を図るために今後も継続す
る。

B

23
ゼロ予
算

学校評議委員の
設置

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

開かれた学校（園）づくりを推進するために、地域の住民等の意向
を把握・反映することが重要であり、そのためには学校評議委員
の役割が必要になるため、設置を継続する。

B

22
任意の
自治事
務

校長会・教頭会負
担金事業

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

よりよい教育環境を形成するためには、校長会・教頭会が関係団
体と連携することが重要であり、今後も継続する。

B

21
任意の
自治事
務

学校教育課負担
金事業

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

よりよい教育環境を形成するためには、学校教育課が関係団体と
連携することが重要であり今後も継続する。

B

20
任意の
自治事
務

教職員研修の充
実

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

教職員の資質向上と教育現場の環境の変化に対応するために、
今後も教職員研修を開催する。

B

19
任意の
自治事
務

小・中学校報償事
業

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

学校時間外での生活活動の推進及び生徒指導を強化するため
には、今後も続ける必要がある。また学校行事等で土日や勤務外
で推進活動が増えているため、勤務しやすい環境を整える必要が
ある。

B

18
任意の
自治事
務

特別支援教育支
援員の配置

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

障害に応じた適切な教育を実施するためには、障害のある児童
生徒に対し学校における日常生活動作の介助を行ったり、学習
活動上のサポートを行うための特別支援教育支援員の役割が今
後も必要である。

B

17
任意の
自治事
務

小学校・中学校教
材の充実

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

小学校教育を充実・円滑化し、教育効果が高まるように今後も教
材を整備する。

B

16
任意の
自治事
務

小・中学校情報機
器の整備

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

学校や家庭で情報機器を活用する機会が増え、情報モラルを身
に付け適切に活用することが必要であり、授業でPCを活用する事
が増えている事からも今後も引き続き情報教育を推進していく必
要がある。

B

15
任意の
自治事
務

小学校・中学校図
書館の充実

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

図書館を充実することは、生徒の読書活動の推進や学校教育に
おける言語力の涵養等、健全な教養を育成するためには必要で
あり、引き続き充実に取り組む。

B

14
任意の
自治事
務

部活動の充実と推
進

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

生徒が各種競技大会に参加したり、市中体を開催することは、心
身ともに調和のとれた人間性豊かな生徒を育成するためには重要
であり、今後も引き続き部活動の活動を支援していく必要がある。

事業の
方向性 平成31年度

13
任意の
自治事
務

教科の充実と推進
事業

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

指導要領の改訂など教育の変化に対応するために、教科ごとに
調査研究を行う活動を支援する。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-1 施策名 学校教育の充実 主担当課 学校教育課
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B36 庶務
学校教育課庶務
事業

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

B

35
義務的
な事務

桜井市学力学習
状況調査

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

学力向上を目指すうえでも、学力テストは継続する必要性がある。 B

34
義務的
な事務

小・中学校職員健
康診断の実施

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

小中学校教職員の疾病予防及び身体の安全を確保するために
継続する。

B

33
義務的
な事務

教育方針の作成
学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

地域の実情に応じた教育の振興に努めるために、学校教育及び
社会教育等の基本的な施策に関する方針を定める。

B

32
義務的
な事務

日本スポーツ振興
センターとの連携
（小・中学校）

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

災害時の保護者の負担を軽減し、安心して充実した学校生活を
確保するために、今後も継続する。

B

31
義務的
な事務

特別支援教育児
童への就学奨励

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

特別支援学級に就学する児童の保護者の経済的負担を軽減す
るために、今後も就学援助を行う。

B

30
義務的
な事務

特別支援教育生
徒への就学奨励

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

特別支援学級に就学する生徒の保護者の経済的負担を軽減す
るために、今後も就学援助を行う。

A

29
義務的
な事務

要保護及び準要
保護生徒の就学
奨励

学校教育
課 学校教
育係

拡充
経済的理由により就学困難な生徒の保護者に対し、負担を軽減し
義務教育の就学を保障するために、今後も就学援助を行い、更な
る充実に向けて取り組む。

A

28
義務的
な事務

要保護及び準要
保護児童の就学
奨励

学校教育
課 学校教
育係

拡充
経済的理由により就学困難な児童の保護者に対し、負担を軽減し
義務教育の就学を保障するために、今後も就学援助を行い、更な
る充実に向けて取り組む。

B

27
義務的
な事務

適正な教科用図
書の採択

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

平成３０年度は、中学校道徳教科・小学校教科書改訂に伴う調査
研究費及び、選定関係費用。（平成２９年度は小学校道徳採択実
施済み。

B

26
義務的
な事務

児童・生徒の健康
及び安全管理

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

児童生徒の疾病予防及び身体の安全確保を維持するために、今
後も継続する。

事業の
方向性 平成31年度

25
義務的
な事務

教育支援委員会
の開催

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

障害を有する幼児・児童・生徒の就学の適正を図るために、教育
支援委員による教育相談を充実し、就学指導委員会を開催する。
また、近年相談対象幼児等が増えているため、相談活動をさらに
充実していく必要がある。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-1 施策名 学校教育の充実 主担当課 学校教育課
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48

47

46

B

45

44 庶務
学校給食センター
庶務事業

学校給食
センター
庶務係

現状
維持

B

43
義務的
な事務

学校給食アレル
ギー対応

学校給食
センター
庶務係

現状
維持

アレルギー対応指針を策定し、平成30年度以降本指針に基づい
て対応を行う

B

42
義務的
な事務

安全衛生関係講
習会・機器点検・
各種検査の実施

学校給食
センター
庶務係

現状
維持

引き続き食材の残留農薬検査や施設内の害虫駆除等を行う。

B

41
義務的
な事務

学校給食衛生管
理基準変更時の
対応

学校給食
センター
庶務係

現状
維持

学校給食の安全を守るため学校給食衛生基準の改正等に応じ
て、基準に適合するように施設・設備を整備する。

B

40
任意の
自治事
務

学校給食センター
新築事業

学校給食
センター
庶務係

完了
平成30年2月から新しい給食センターでの学校給食の提供開始
ができた

B

39
任意の
自治事
務

給食残菜（生ご
み）の発生の抑制
及び処理方法の
検討

学校給食
センター
庶務係

現状
維持

今後も、給食残菜の調査・分析を行い、食べ残しが出ない栄養バ
ランスのとれた献立を工夫し、栄養教諭による給食指導を継続す
る。

B

38
任意の
自治事
務

給食センターの管
理・運営

学校給食
センター
庶務係

現状
維持

今後も安全・安心の学校給食を小・中学校の児童・生徒に提供す
る。

事業の
方向性 平成31年度

37
任意の
自治事
務

給食センターの合
理的・効率的な施
設の運営の検討

学校給食
センター
庶務係

現状
維持

今後も新センターの運営等検討課題はあり、教育委員会の諮問
に応じて運営審議会による審議を行う。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-1 施策名 学校教育の充実 主担当課 学校教育課
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―

②

施
策
管
理
指
標

31,000

32,000人

31,364 33,110 ―

7,500

8,000人

5,512 6,174 ―

70%

61.8 ― ―

②
まちづくり関連講座への
参加者数

人

7,500 7,500

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「生涯学習の推進」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

①
講座・クラブサークルへ
の参加者数

人

30,200 30,500

平成29 
年度の 

実施内容

○中央公民館の年間教室として、少年少女合唱団・生花教室・一眼レフカメラ教室・オカリナ教室を開催し、一日教室の親
子陶芸教室・みそ作り教室など14教室を企画・開催した。その中には、中央公民館クラブ・サークル生がボランティア講師と
して開催した教室や、「陽だまり」のつどいの広場・危機管理課の協力を得て、親子防災教室を開催するなどの試みを行っ
た。
○いつでも、どこでも、誰でも学べる学習の場として各種講座の企画・運営を行い、申込みも多数で盛況に開催できた。ま
た、家庭教育の充実を図るために、家庭教育学級を効率的に運営することに努めた。
○市民の芸術、芸能の発表の場として、桜井市展を開催した。
○奈良県下で行われた国民文化祭の事業では、桜井市の持つ芸術・芸能の魅力を再認識する機会となり、市内外の人々
へアピールすることができた。
○市民会館・図書館共に指定管理者による自主事業が積極的に開催された。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

128,938 千円 140,049 千円 129,817 千円

取り組み
方針

　市民の多様化する生涯学習への要望に対応し、地域の実情にあった学習機会の充実を図ります。また、生
涯学習を通じて指導者となり得る人材の発掘等、地域づくりのための活動支援を行います。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織 中央公民館

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　生涯を通して様々な学習機会が用意されており、そこで得た学習成果をまちづくりの活動に活かしている

目標像の
説明

　いつでも、どこでも、誰でもがその意欲に応じて学び続けることができる学習環境が整っており、そこで得た
学習成果を積極的にまちづくり活動に活かしている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 教育委員会事務局

施策番号 4-2 施策名 生涯学習の推進 主担当課 社会教育課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

○公民館の主催教室については、学習内容を検討しながら、一方で地域の課題にも取り組み、多くの市民が利用できる教
室を検討し、地域の教育力を高めていく。
○学習成果を、地域にもちかえるような取り組みと、学習経験を発表することで、地域の学習意欲を高めるような取り組みが
求められる。
○意欲や関心は高いものの、学習者の環境もまた多様化しているなかで、長期間にわたる連続講座にこだわらず、子ども
から高齢者まですべての市民が参加できるような講座内容と手法を検討する必要がある。
○図書館、市民会館や公民館等、各施設の老朽化が進んでいるので、市民が安全に安心して利用できる環境作りが求め
られるため、大規模修繕をしていく必要がある。

施策展開
の方策

○パネル展示等、学習成果の発表の手法や地域への参加の機会の拡充を図りながら、地域の教育力を高める。
○市民ニーズに迅速に対応できるよう、講座・研修会の単独開催を増やしたり、講義型式に捉われることなく気軽に参加で
きるようなスタイルで行うなど、講座の見直しを図る。
○生涯学習の拠点として、市民会館や公民館等の各施設の備品修繕・大規模修繕について早急に検討する。

結果 平成28年度 達成度 2.64 重要度 3.65

重要度 3.68

アンケート 平成25年度 達成度 2.59 重要度 3.64

ニーズの
方向性

判定

説明

○子ども向け教室の充実をめざし、家族で公民館を利
用してもらう機会を提供していく。また、市民が必要とす
る知識を得るための学習機会の提供も求められる。
○退職後の生活を豊かなものにしようという市民の学習
意欲に応じた専門性と、その関心に沿った学習機会・内
容を増やし、即時的に身軽な運営をしていくことが求め
られている。
○生涯学習の拠点として、公民館や図書館等の社会教
育施設の充実が求められている。

市民 指
数

平成21年度 達成度 2.60

社会教育課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

○公民館の主催教室については、子どもから成人まで様々な教室を展開してきたが、子どもが来館することが少な
くなった今日、桜井市の未来を担う子ども達に公民館を知ってもらうため、子ども向け教室を数多く企画し、クラブ・
サークルの協力を得ながら家族で公民館に来館してもらう機会をつくった。また、市民の防災意識を高める為の教
室は、危機管理課や子育て担当課と問題意識を共有しながら企画、開始した。
○子どもから高齢者まで、各世代の学習意欲の高まりと多様化する要望に応じていくことで、生涯学習振興係と公
民館で開催している各講座やクラブ・サークルへの参加者数もほぼ達成しており、適切な学習機会を提供すること
ができた。
○指定管理者の創意工夫により、図書館・市民会館においては比較的安定した稼動を行っている。、

施策番号 4-2 施策名 生涯学習の推進 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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B12
任意の
自治事
務

青少年問題協議
会の運営

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

年１回の研修会ではあるが、関係機関と連携し、青少年を取り巻く
環境の浄化に努め、健全育成を図る。

B

11
任意の
自治事
務

社会教育委員会
議の運営

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

行政と市民のパイプ役として、社会教育に関する諸計画の立案等
に携わっていただき、社会教育委員の活性化を図る。

B

10
任意の
自治事
務

マイクロバス運行
管理業務

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

学校、社会教育関係団体に積極的にマイクロバスの利用を促し、
各団体の研修の推進に努める。

B

9
任意の
自治事
務

生涯学習講座の
開催

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

生きがいのある人生を送るために学習の場を提供し、その成果を
地域に還元できるような講座を開催していく。

B

8
任意の
自治事
務

家庭教育学級の
運営

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

保護者が学習を深め、その役割を自覚することで家庭における教
育力の向上を図ることを目的に学習の場を提供していく。

B

7
任意の
自治事
務

地区公民館の運
営管理

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

地域住民が安全に利用できるよう施設管理を実施する。 B

6
任意の
自治事
務

各種団体活動事
業への支援

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

文化協会については、現役世代の会員の育成に努め、次世代へ
と文化協会の活動をつないでいく。生活学校については、地域や
生活の課題に取り組み、暮らしの向上・よりよい地域づくりの推進
を積極的に展開していただく。

B

5
任意の
自治事
務

市展の開催
社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

誰でも気軽に出展できるよう啓発に努め、市民の芸術・文化に対
する意識の高揚を図る。

B

4
任意の
自治事
務

文化講演会の開
催

社会教育
課 生涯学
習振興係

縮小
社会教育課で別に実施している講演会へ事業を移行するなど、
事業の在り方を検討する必要あり。

B

3
任意の
自治事
務

生涯学習情報誌
の発行

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

限られた誌面ではあるが、生涯学習ガイドの内容について更に見
直しを図り、よりわかりやすい情報の提供をしていくことで、市民の
生涯学習への意識の高揚を図る。

B

2
任意の
自治事
務

各種団体・連絡協
議会等との連携

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

協議会での会議が、市の活動に生かせるような取組みを展開して
いきたい。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

生涯学習指導者
バンクの運用

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

地域の研修会等での利用を促進するための啓発に努めるととも
に、指導者バンク登録の促進をおこなう。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-2 施策名 生涯学習の推進 主担当課 社会教育課
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24

23

22

B

21 庶務
中央公民館庶務
事業

中央公民
館 中央公
民館係

現状
維持

B

20
任意の
自治事
務

公民館の運営
中央公民
館 中央公
民館係

現状
維持

老朽化に伴う施設の修繕を行う。

B

19
任意の
自治事
務

公民館祭の開催
中央公民
館 中央公
民館係

現状
維持

公民館祭への全クラブの参加を促し、公民館祭の充実を図る。 B

18
任意の
自治事
務

公民館主催教室・
講座の開催

中央公民
館 中央公
民館係

現状
維持

新講座の開設により、市民の学習機会の充実と学習意欲の向上
と、他世代交流を図る。

C

17 庶務
社会教育課庶務
事業（生涯学習振
興係）

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

B

16
任意の
自治事
務

国民文化祭・なら
２０１７分野別フェ
スティバル事業の
開催

社会教育
課 生涯学
習振興係

完了 平成29年度で事業終了のため

B

15
任意の
自治事
務

子供・若者チャレ
ンジ活動事業

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

引き続き子供・若者たちのチャレンジ活動への支援を続けて行
き、人材育成に貢献していきたい

B

14
任意の
自治事
務

図書館の運営
社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

民間活力を生かし、市民サービスの向上及び入館者の増加に努
める。

事業の
方向性 平成31年度

13
任意の
自治事
務

市民会館の運営
社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

民間活力を活かし、利用者の増加を図り、文化・芸能の発展に努
める。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-2 施策名 生涯学習の推進 主担当課 社会教育課
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関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民がスポーツ活動に積極的に参加し、生きがいを持って暮らしている

目標像の
説明

　市民がいつでも、どこでも、いつまでも、生涯を通してスポーツを気軽に楽しむために、総合型地域スポーツ
クラブに参加し、地域づくりの活動にも積極的に取り組んでいる。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 教育委員会事務局

施策番号 4-3 施策名 生涯スポーツの推進 主担当課 社会教育課

60,486 千円 64,030 千円 64,121 千円

取り組み
方針

　社会体育振興基本計画に基づき、施設整備や利用のあり方についての目標を達成するために、関係機関、
学校、各種スポーツ団体等との連携を図り、計画の遂行に取り組んでいきます。そして、子ども達が夢と意欲を
もって、競技力の向上や体力づくりに取り組める体制づくりを図ります。また、高齢者の健康づくりなど、スポー
ツを身近なものとして気軽に参加し、地域の特徴を活かした活動に多くの市民が参加できるよう、地域体育協
会を中心とする関係団体との連携、協力のもとに総合型地域スポーツクラブの育成を図るための支援を行いま
す。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

スポーツ指導員講習会、市町村対抗子ども駅伝大会、市民体育祭、県民体育大会、ウォーキングフェスティバ
ル、各種市民体育大会（１５種目）、各種スポーツ教室（７講座）、友好都市スポーツ交流事業、学校体育施設
の開放事業、スポーツ推進委員の活動、小学生水泳教室、市子ども駅伝大会、シルバースポーツ教室等を実
施する。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「生涯スポーツの推進」
が達成されたと感じる市
民の割合

%

①
スポーツ行事への参加
者数

人

116,500 116,500

80%

68.9 ― ―

②
総合型地域スポーツクラ
ブへの登録者数

人

2,140 2,356

116,500

116,500人

91,400 86,141 ―

2,572

3,000人

1,655 1,581 ―

―

②

施
策
管
理
指
標
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社会教育課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

・市民体育祭やウォーキングフェスティバルをはじめとする体育施設維持管理運営事業、ジュニアス
ポーツ教室・スポーツクラブ活動、芝運動公園スポーツクラブ活動、地域体育協会行事、シルバース
ポーツ教室には、非常にたくさんの参加があり、市のスポーツ事業として定着している。学校体育施設
開放事業についても非常に多くの利用があり、地域において大切な取組みとなっている。スポーツ活動
全体に、子どもから高齢者までスポーツを身近で楽しむ機運は高まっているといえる。
・老朽化している体育施設については、利用者が安心・安全に使用することを優先的に考慮し、順次適
切に修繕を行う。

施策番号 4-3 施策名 生涯スポーツの推進 主担当課

重要度 3.60

アンケート 平成25年度 達成度 2.80 重要度 3.55

ニーズの
方向性

判定

説明

・各種スポーツ行事や各地域で開催されている社
会体育振興事業には、毎年たくさんの市民が参
加している。参加者数も昨年度とほぼ同数で、生
涯スポーツや地域交流事業に対するニーズは高
い水準を維持している状況がうかがえる。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.91

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

・体育施設の多くは、建設からかなりの年月を経ており、老朽化が原因で現在まで多くの改修を重ねている。
・少子化により、小学校区対抗競技のチーム編成が一部で困難になっている。また、小学校区対抗競技の参
加者の集約や練習等に学校教職員の負担が課題となっている。
・年齢的に健康志向が高い高齢者の施設利用は多いが、一方で若年層の参加が少ない。

施策展開
の方策

・老朽化が進む体育施設については、桜井市公共施設等総合管理計画に基づき修繕・改修計画を立て、参
加者が安全かつ快適に使用できるようにスポーツ環境の整備をおこなう。
・スポーツの重要性や魅力を積極的に発信し、もっと多くの人がスポーツに関心をもってもらえるよう、地域や
関係機関と協力する中で啓発の強化に努め、生涯スポーツへの関心を高めていく。また、小学生がかかわる
競技について、チーム編成や練習方法等、無理なく運営できるよう地域や関係機関と検討を行っていく。一方
で、社会体育事業についてのチラシ等を作成配布し、理解を得る。
・若年層の参加を促すための手法を検討する。老若男女がスポーツに関心を持ち、人材の育成並びにスポー
ツを通しての地域活性化を図る。

結果 平成28年度 達成度 2.81 重要度 3.56

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-3 施策名 生涯スポーツの推進 主担当課 社会教育課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

スポーツ指導員講
習会等の実施

社会教育
課 体育係

現状
維持

今後も講習会を通してスポーツ指導者の資質並びに人権意識の
向上を図っていく。

B

B

3
任意の
自治事
務

シルバースポーツ
教室

社会教育
課 体育係

現状
維持

高齢者の健康づくり並びに高齢者同士の地域交流のため、誰で
も気軽に参加できるようなイベントを実施していく。

B

2
任意の
自治事
務

市町村対抗子ども
駅伝大会

社会教育
課 体育係

現状
維持

今後も、大会を通して子どもの健全育成を図るとともに、スポーツ
全般に必要な基礎体力や連帯感を養っていく。

B

5
任意の
自治事
務

体育協会の事業
への補助

社会教育
課 体育係

現状
維持

今後も体育協会への補助をおこない各行事・イベントの開催、地
域スポーツの振興を図る。

B

4
任意の
自治事
務

市民体育祭の開
催

社会教育
課 体育係

現状
維持

スポーツをとおして、人間関係つくり、地域交流を深めるとともに、
健康増進を図る機会として今後も継続していく。

B

7
任意の
自治事
務

ウォーキングフェス
ティバルの開催

社会教育
課 体育係

現状
維持

歩くことの重要性を啓発し、健康づくりへの関心を高め、健康増進
を図るとともに、参加者が増えるよう、魅力あるコースの設定を企画
したい。

B

6
任意の
自治事
務

県民体育大会へ
の参加

社会教育
課 体育係

現状
維持

競技力を向上させ、優秀な成績を納められるようにしていきたい。

B

9
任意の
自治事
務

各種スポーツ教室
の開催

社会教育
課 体育係

現状
維持

スポーツ教室を通して、幅広くスポーツ振興と市民の健康の保持
増進を図っていく。

B

8
任意の
自治事
務

各種市民体育大
会の充実

社会教育
課 体育係

現状
維持

各種市民体育大会を通じて、市民の健康増進とスポーツ振興を
図っていく。

B

11
任意の
自治事
務

友好都市スポーツ
交流事業

社会教育
課 体育係

現状
維持

友好都市とスポーツを通して交流を図る。 B

10
任意の
自治事
務

桜井市体育施設
の管理、運営

社会教育
課 体育係

現状
維持

安全で安心して利用できる施設の運営をしていく。

B12
任意の
自治事
務

桜井市体育施設
の整備

社会教育
課 体育係

現状
維持

体育施設の老朽化が進むなか安全に安心して利用できるよう適
時修繕をおこなう。
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-3 施策名 生涯スポーツの推進 主担当課 社会教育課

事業の
方向性 平成31年度

13
任意の
自治事
務

学校の運動施設
の開放事業

社会教育
課 体育係

現状
維持

今後も地域スポーツ交流の拠点づくりを推進していく。 B

B

15
任意の
自治事
務

上之郷体育施設
周辺管理

社会教育
課 体育係

現状
維持

利用者が安全に安心して利用できるよう運営していく。 B

14
任意の
自治事
務

桜井市体育施設
維持管理運営事
業

社会教育
課 体育係

現状
維持

指定管理者のノウハウを活かして、事業内容の充実に努め、市民
が気軽にスポーツができるよう整備していく。

B

17
ゼロ予
算

総合型地域スポー
ツクラブ啓発事業

社会教育
課 体育係

現状
維持

年齢に関係なく地域のみんながスポーツを楽しめることができる、
総合型スポーツクラブの周知を強化する。

B

16
任意の
自治事
務

スポーツ推進委員
の活動

社会教育
課 体育係

現状
維持

研修会を通じてスポーツ推進委員の資質の向上を図るとともに、
各競技・地域スポーツの活性化と振興を図る。

B

19

18 庶務
社会教育課庶務
事業（体育係）

社会教育
課 体育係

現状
維持

21

20

24

23

22
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―

②

施
策
管
理
指
標

200

390回

171 115 ―

300

1,000人

602 763 ―

70%

68.7 ― ―

②
地域教育活動への児
童・青少年の参加者数

人

300 300

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「地域教育の充実」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

①
児童・青少年の地域教
育に関する活動の実施
回数

回

200 200

平成29 
年度の 

実施内容

○社会教育関係団体の活動に対し援助を行った。
○成人式実行委員会委員をボランティアスタッフという形で幅広く呼びかけ、安全安心な運営に努めた。
○青少年センター指導員を中心に積極的に市内巡視を実施し、青少年の健全育成に努めた。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

9,993 千円 9,388 千円 9,586 千円

取り組み
方針

　青少年の健全な育成のために、学校、家庭、地域がそれぞれの役割を果たし、ともにその教育力を活かしな
がら、相互に連携し取り組む体制が必要です。
　そのために、青少年が主体的に活動し、「生きる力」の育成を図ることができるよう、地域社会で支援を行う体
制の強化を図ります。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　青少年が地域のなかでいきいきと学び、活動している

目標像の
説明

　学校、家庭、地域が連携を図り、青少年の自主的な地域の学習や、ボランティア活動等への参加促進の取り
組みを行うことにより、青少年が豊かな遊びや経験を通じて学び、自ら考え自ら行動する力を身に付けてい
る。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 教育委員会事務局

施策番号 4-4 施策名 地域教育の充実 主担当課 社会教育課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

○青少年を取りまく活動の場は小規模化、分散化する傾向にあるため、今後も継続的に事業を行っていくた
めにも青少年を育成する事業や支援を検討する必要がある。
○児童生徒だけでなく、大人の規範意識の低下が青少年の非行問題につながっており、規範意識醸成の取
組みが喫緊の課題となっている。
○昨年度においてはトラブルは発生しなかったが、飲酒者の対応等、安全安心な成人式の会場運営につい
て、今後も引き続き検討する必要がある。

施策展開
の方策

○各社会教育関係団体の活動内容を紹介する場を増やすなど、より一層の広報に取り組む一方、講座等の
主催事業へ広く参加者を募ることで、地域や団体を超えた交流・支援を図る。
○青少年の非行防止のために、青少年センターによる巡回やパトロールの強化に努め、また関係機関との連
携を図る。
○成人式については、実行委員会にボランティアスタッフを募集する。案内時や会場整備にあたって、警察等
関連機関と事前に相談しながら、引き続き安心して参加できる体制を整える。

結果 平成28年度 達成度 2.78 重要度 4.20

重要度 4.29

アンケート 平成25年度 達成度 2.79 重要度 4.18

ニーズの
方向性

判定

説明
○地域における教育活動や世代間をこえた交流
などを通じて、学校・家庭・地域が連携して青少年
を支え育む体制を整えることが求められている。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.64

社会教育課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

○青少年の地域教育に関する活動回数は、少子化や核家族化の影響により減少傾向が続いている
が、参加者数については昨年度より増加した。
○成人式実行委員会の企画、撮影によるビデオレターは好評であることから、今後の継続について引き
続き実行委員会で協議していきたい。

施策番号 4-4 施策名 地域教育の充実 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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12

11

10

9

8

7

6

B

5
任意の
自治事
務

奈良県教育振興
会への支援

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

地域の青少年の健全育成をめざし、地域教育の充実に向けて引
き続き支援を行う。

B

4
任意の
自治事
務

桜井市ボーイ・
ガールスカウト活
動への支援

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

少子化により、年々会員数が減少傾向にあるが、多くの子どもが
ボランティア活動を通じて自立心や協調性を身につけられるよう支
援するとともに、会員募集の広報に努める。

B

3
任意の
自治事
務

桜井市幼小中ＰＴ
Ａ協議会への支
援

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

研修会を開催することで、PTA会員の教養を高め、家庭や学校に
おける児童生徒の福祉の増進を図るため支援を続ける。

B

2
任意の
自治事
務

成人式の開催
社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

実行委員が主体となって企画ができるような方向にもっていきた
い。 
広報にも工夫をこらし、参加率の増加に努める。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

青少年センター健
全育成活動

社会教育
課 生涯学
習振興係

現状
維持

青少年センター指導員等による巡視の強化により指導件数は減
少傾向にあるが、将来を担う青少年が健やかに成長できるよう、ど
んなことでも気軽に相談できるような体制づくりに努める。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-4 施策名 地域教育の充実 主担当課 社会教育課
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関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　文化財等が、適切に保存され、歴史を学ぶ市民の財産として活用されている

目標像の
説明

　市内遺跡の調査・研究が幅広い視野で進められ、その成果に市民が身近なものとして日常的に接しており、
市民が地域づくりの場として活用している。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 教育委員会事務局

施策番号 4-5 施策名 歴史文化の保全と活用 主担当課 文化財課

217,499 千円 247,311 千円 258,847 千円

取り組み
方針

　文化財の保存・活用は、市民とともに保存を考えることであり、まちづくりや地域の活性化に寄与するもので
あることから、市民がどのように整備・活用をしたいか等を積極的に聞きながら、市民が接しやすいような環境
を整えていきます。
　今後も引き続き、市内各所で眠っている文化財の発掘調査等に取り組み、市内の重要遺跡の史跡指定を働
きかけ、遺跡の公有化を進めるとともに、遺跡や市内で出土する遺物の確実な保存整備を行い後世に伝えて
いきます。特に纒向遺跡については総合的な保存・管理活用計画に基づき年次的に事業を進めていきます。
　また、市民とともに考えながら、桜井市の持つ「国のまほろば」という側面を活用したストーリー性のある情報
発信など、豊富な歴史文化遺産を活かして市の魅力創造と市民の郷土愛を醸成します。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

○文化財保護法による届出に基づき、市内遺跡の発掘調査、遺物整理、報告書作成等を行った。　○纒向学研究センターを拠点として、
「纒向学」の更なる展開を目指し、昨年度に引き続き纒向遺跡に関する出土遺物整理、講演会、セミナー等を開催した。　○纒向遺跡の大
型建物跡の位置等を実感できるよう、柱を模した構造物を設置した。　○纒向遺跡太田地区のガイダンス施設エントランス部分の実施設計
に着手した。　○本市における重要な文化財である吉備池廃寺跡及び纒向石塚古墳、又新たに箸墓古墳周濠の公有化を進めた。　○田
原本町との共催でシンポジウムを名古屋市内で開催した。　○史跡等の維持管理（草刈・巡視等）を行った。　○市内遺跡出土遺物の保
存処理及び埋蔵文化財センターの運営を、指定管理者である公益財団法人桜井市文化財協会に委託した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「歴史文化の保全と活
用」が達成されたと感じる
市民の割合

%

①
展示会・講座・講演会の
参加者数

人

6,000 6,250

85%

78.4 ― ―

②
文化財関連施設の利用
者数

人

13,000 13,500

6,500

7,000人

7,350 6,098 ―

14,000

15,000人

4,852 4,600 ―

30％

1 19 ―

②
史跡纒向遺跡整備事業
の進捗率

%

1 20 25

施
策
管
理
指
標
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文化財課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

○展示だけでなく、適切な保存整備を踏まえながらも多様な要望に応えることができる講座等の成果を
反映するため文化財関連事業全体の参加者数を新たな指標とした。様々な学習環境や深度に対応し
きれていないものの、事業全体での学習機会の提供については一定の成果を維持できている。
○整備状況については、来訪者に実感として分かりやすい施設等の整備面積での進捗率を新たな指
標とした。纒向遺跡を対象にクラウドファンディングを活用するなど、新たな手法の検討と計画に基づい
て整備事業を進めることができた。

施策番号 4-5 施策名 歴史文化の保全と活用 主担当課

重要度 3.75

アンケート 平成25年度 達成度 3.19 重要度 3.82

ニーズの
方向性

判定

説明

○纒向遺跡への関心度が高く、来訪者のための
解説表示等の設置や整備を求める声は継続して
寄せられている。
○指定管理者による推進もあり、桜井市のもつ歴
史的遺産を将来に伝えていこうとする気運が各地
域でできており、保育所の見学や小学校の総合
学習・中学校の職業体験等での来館が継続的に
実施されている。

市民
指
数

平成21年度 達成度 3.13

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

○埋蔵文化財センターについては、事業量及び出土遺物の増加のため施設の作業及び収蔵スペースが不
足しており、一部を外部施設へ移行している状況にある。また入館者数は、平成２２年度の１０，０６７人をピー
クに減少しているが、講座や講演会については一定の参加者数を確保できている。
○纒向遺跡については、平成２４年度に開設した纒向学研究センターが、老朽化による雨漏り等が激しく、応
急措置を続けている。また、遺跡が注目される中、来訪者に満足してもらえるような設備等の整備が急がれて
いる。
○現在、吉備池廃寺跡や箸墓古墳周濠、纒向遺跡において史跡整備に向けた公有化事業を進めているが、
予算の関係もあり、計画どおり買収が進まず事業が遅れ気味である。
○少子高齢化や過疎化、社会的価値の多様化が進む中で、文化財の継承と地域における担い手の育成が
大きな課題となっている。

施策展開
の方策

○埋蔵文化財センターにおける展示を含めた普及啓発事業については、指定管理者や学校、生涯学習、観
光まちづくり等の関連部署とも連携しながら、魅力ある事業展開を図る必要がある。
○収蔵スペースについては既存の外部施設の活用を図り、また老朽化した纒向学研究センターの機能と来訪
者のために纒向遺跡を「見える化」する機能とを複合的に有した施設を整備するなど、文化財施設全体の役
割を改めて整理して、そのあり方を検討する。
○各史跡の公有化については、史跡整備を念頭に地域での生活・まちづくりに密着した活用も考慮しながら、
年次計画的に事業を展開していく。
○地域での勉強会等へ専門家を紹介又は派遣し、「歴史文化基本構想」の考えを周知することで、地域づくり
の活動を通じて文化財の継承、保存活用につなげていく。

結果 平成28年度 達成度 3.15 重要度 3.82

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-5 施策名 歴史文化の保全と活用 主担当課 文化財課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

（公財）桜井市文
化財協会への支
援

文化財課
文化財係

現状
維持

歴史文化を活かしたまちづくりの推進のためにも、継続して支援を
実施する必要がある。

B

B

3
任意の
自治事
務

世界文化遺産へ
の登録

文化財課
文化財係

現状
維持

世界遺産登録に向けての連携を継続し、複数回開催されているＰ
Ｔ（担当係員部会）等を通じて、共通理解は図られている。

B

2
任意の
自治事
務

吉備池廃寺等公
有化及び史跡公
園整備事業

文化財課
文化財係

現状
維持

継続して用地買収を実施し、平成３２年度を目処に終了予定とす
る。

B

5
任意の
自治事
務

市内遺跡発掘調
査事業

文化財課
文化財係

現状
維持

市内遺跡の保存・活用のため、今後も継続して実施していく。 B

4
任意の
自治事
務

文化財保護審議
会の運営

文化財課
文化財係

現状
維持

市内の文化財の保護と、新規指定文化財の登録を検討するた
め、継続して運営を行う。

B

7
任意の
自治事
務

市内遺跡等環境
整備

文化財課
文化財係

現状
維持

遺跡はきれいな状態で保存しておく必要があるので、草刈り・巡視
等の管理業務を継続する。

B

6
任意の
自治事
務

市内出土遺物の
保存処理

文化財課
文化財係

現状
維持

特に、木製品・金属の出土品の遺物を保存するためには、処理は
必ず必要であり、継続する。

B

9
任意の
自治事
務

埋蔵文化財セン
ター管理事業

文化財課
文化財係

現状
維持

より一層の創意工夫に取り組み、継続して歴史文化の普及・啓発
の拠点として充実を図る。

B

8
任意の
自治事
務

国有文化財維持
管理事業

文化財課
文化財係

現状
維持

国有文化財の管理団体として、維持管理を継続して実施してい
く。

B

11
任意の
自治事
務

「日本のはじまり周
遊記」魅力創造事
業

文化財課
文化財係

現状
維持

既に作成済みの映像を引き続き放映するとともに、新たな映像の
制作を検討する。

B

10
任意の
自治事
務

文化財保存整備
等関係(団体との
連携)

文化財課
文化財係

現状
維持

専門分野における情報交換と資質向上は必要であり、今後も継続
して関係団体の研修会等には参加を行う。

B12
ゼロ予
算

出土遺物復元・複
製作成事業

文化財課
文化財係

現状
維持

発掘調査の成果や予算等により、事業を実施する場合がある。
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-5 施策名 歴史文化の保全と活用 主担当課 文化財課

事業の
方向性 平成31年度

13
ゼロ予
算

市民向け史跡情
報提供手法の研
究

文化財課
文化財係

現状
維持

ホームページの内容充実と各種メディアの利用や出前講座等を
継続し、一体的な啓発に努める。

B

B

15
義務的
な事務

文化財の保存、修
復補助

文化財課
文化財係

現状
維持

指定文化財は所有者のみならず、市民の貴重な財産であり、その
保存と管理については、市としても責務がある。文化財の修繕に
ついては専門的な技術を有し、高額な経費もかかることから、所有
者の負担減のためにも補助制度の継続が必要である。

B

14
ゼロ予
算

山の辺古墳群保
存整備事業

文化財課
文化財係

現状
維持

纒向遺跡保存活用・整備計画に位置づけ、整備の方法その他史
跡整備に向けた取り組みを検討する。

B

17
任意の
自治事
務

纒向遺跡の調査
研究事業

文化財課
調査研究
係

現状
維持

纒向学研究センターを研究拠点に、「纒向学」の実践と纒向遺跡
の調査研究事業を継続的に行っていくと共に、これらの研究成果
を基に、桜井市の歴史文化的魅力を広く情報発信していく。

B

16 庶務
文化財課庶務事
業

文化財課
文化財係

現状
維持

A

19

18
任意の
自治事
務

纒向遺跡保存整
備事業

文化財課
調査研究
係

現状
維持

平成３０年度からは辻地区も含め、継続して公有化を進める。ま
た、太田地区についても計画に則り史跡整備を実施する。

21

20

24

23

22
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50,000人

48648 49387 ―

②
ふれあいセンター事業へ
の参加者

人

50000 50000 50000

施
策
管
理
指
標

7500

7,500人

7452 6629 ―

400

350件

636 573 ―

75%

76.3 ― ―

②
人権などに関する相談
件数

件

400 400

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「人権文化の確立」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

①
人権啓発に関する研修
会・講演会などへの参加
者数

人

6000 6000

平成29 
年度の 

実施内容

住宅3資金等の償還事務を推進し、滞納者宅の戸別訪問を実施し債権回収にあたった。人権文化の創造と共
に生きる地域社会実現のため、差別をなくす市民集会(7月）、人権文化を育てる市民の集い(12月)など人権啓
発活動を展開した。また、桜井市人権教育推進協議会や11小学校区人権教育推進協議会及び桜井市人権
教育研究会が主体となり、相互に連携し地域社会や学校などあらゆる教育の機会を通して人権教育を推進し
た。また、男女共同参画社会の実現をめざし、「男女共同参画プラン21(第2次）」に基づき桜井市男女共同参
画推進ネットワーク会議の充実を図った。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

158,805 千円 151,198 千円 94,955 千円

取り組み
方針

　地域社会や学校などあらゆる教育の機会を通して人権教育を進め、桜井市人権教育推進協議会・各小学
校区人権教育推進協議会の強化を図り、参加型の研修機会の充実に努めるとともに、広報紙等による啓発や
「差別をなくす市民集会」等、各種啓発機会の充実を図り、市民一人一人の人権が尊重される「人にやさしい
ふれあいのまち」を目指します。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織 商工振興課,学校教育課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　人権を尊重し、一人一人の立場や価値観を認め合って生活している

目標像の
説明

　市民は、絆やふれあいといった人間関係を大切にした「人にやさしいふれあいのまち」で、市民一人一人の
生活の基本となる人権が尊重され、潤いとゆとりのある暮らしをしている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 市長公室

施策番号 4-6 施策名 人権文化の確立 主担当課 人権施策課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

・桜井市役所への同和地区問い合わせ事象などの部落差別事象や障害者(児)に対する差別発言が地域社
会や学校で起こっている。また、自動虐待などによって、子どもの人権が侵害される事象が相次いで発生し、
大きな社会問題となっている。
・学校や地域・企業において、人権尊重意識を高め、さまざまな人権問題の解決をめざす人権教育・啓発を粘
り強く推進していく必要がある。
・人と人との関係が希薄になり、家庭や地域の絆づくりが課題となる中で、家庭・地域・関係機関が連携して
「助け合い」「つながる」ことで、あらゆる市民が安心していきいき暮らせる活力あるまちづくりをめざしていきた
い。

施策展開
の方策

・｢桜井市人権擁護都市宣言」・「桜井市人権擁護に関する条例」・「桜井市人権施策に関する基本計画」・」
「桜井市教育方針｣に基づき、人権教育や人権啓発を積極的に推進する。桜井市人権教育推進協議会総会・
各小学校区人権教育推進協議会総会等を通じて、「人にやさしいふれあいのまちづくり」を推進する。
・市民からの様々な人権相談を県や法務局等の関係機関・団体と連携し、解決に向け取り組む。
・毎月11日の「人権を確かめあう日」を「心の日」として学校教育に位置付け、人権尊重を理念の基本に捉えた
教育を進め、お互いに助け合い、人を大切にするまちづくりを進める。
・市の設置要綱に基づき、桜井市男女共同参画推進ネットワーク会議への団体の加入促進を図り、ネットワー
ク事業を通して、加盟団体間の交流と信頼関係を深める。男女共同参画係は「ネットワーク会議」の活動支援
を行う。また、県と連携して桜井市保健福祉センター「陽だまり」会議室において子育て女性の就職相談を進
めていく。
・平成24年度から市立ふれあいセンターに指定管理制度を導入しているが、地域ごとにさまざまな世代がふれ
あうことができる市民交流と地域福祉の拠点施設として、社会状況や市民のニーズを踏まえ、ふれあいセン
ターを活用する。

結果 平成28年度 達成度 2.86 重要度 3.84

重要度 4.08

アンケート 平成25年度 達成度 2.82 重要度 3.89

ニーズの
方向性

判定

説明

さまざまな人権問題解決のため、人権教育・人権
啓発を進め、市民や職員の人権意識を高めてい
く必要がある。児童虐待防止やDV相談など相談
活動の必要性は高い。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.69

人権施策課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

・住宅新築資金等の償還事務では、滞納者宅への戸別訪問を実施するなかで債権回収に努めた。
・市が実施した人権啓発活動、及び１１小学校区人権教育推進協議会への市民の参加者数は目標を
達成している。また、桜井市男女共同参画ネットワーク会議の活動も加盟団体の積極的な協力で活性
化してきており、「さくらい男女共同参画プラン21」に沿って、市と市民の協働の活動として展開してい
る。

施策番号 4-6 施策名 人権文化の確立 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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B12
任意の
自治事
務

人権審議会の開
催

人権施策
課 人権係

現状
維持

市長の諮問に応じて人権審議会を開催する。

B

11
任意の
自治事
務

桜井市人権教育
推進協議会への
委託

人権施策
課 人権係

現状
維持

市民が「人にやさしいふれあいのまちづくり」に関心をもち、全市
域において暮らしのなかで人権を基本とした人間関係づくりをめ
ざすため、引き続き委託を行う。

B

10
任意の
自治事
務

各小学校区人権
教育推進協議会
活動の支援

人権施策
課 人権係

現状
維持

校区人推協活動により、人にやさしいふれあいの地域づくりの気
運が市民に浸透してきており、引き続き支援を行う。

B

9
任意の
自治事
務

資料による啓発
（ハートライフ）

人権施策
課 人権係

現状
維持

人権情報紙としてのハートライフの定着や小中学校児童・生徒に
よる人権ポスター募集が人権カレンダーの作成へとつながるなど
の成果があることから、引き続き実施する。

B

8
任意の
自治事
務

「差別をなくす強
調月間」中の取り
組み

人権施策
課 人権係

現状
維持

7月の差別をなくす強調月間中の行事として定着している。様々な
人権問題の解決をめざして継続した人権啓発活動を推進する。

B

7
任意の
自治事
務

「人権週間」中の
取り組み

人権施策
課 人権係

現状
維持

人権週間中の事業として定着しており、継続して取り組みを行う。 B

6
任意の
自治事
務

「人権を確かめあ
う日」啓発事業

人権施策
課 人権係

現状
維持

市内の小中学校で毎月11日の「人権を確かめあう日」を「こころの
日」として位置づけ日常的に人権教育や集団づくりを点検していく
活動が展開され今後も継続できる啓発活動を進めていく。

B

5
任意の
自治事
務

人権擁護委員活
動の支援

人権施策
課 人権係

現状
維持

人権擁護にむけ啓発活動、人権相談活動は重要な取り組みであ
り、継続して支援を行う。

B

4
任意の
自治事
務

桜井ふれあいセン
ターの管理運営

人権施策
課 同和対
策係

現状
維持

住み慣れた地域で誰もが心豊かに安心して暮らせる「福祉と人
権」のまちづくりをめざす拠点施設としての役割を果たしていく。

A

3
任意の
自治事
務

桜井人権フェス
ティバルの開催

人権施策
課 同和対
策係

現状
維持

校区の人権イベントとして定着している B

2
任意の
自治事
務

住宅新築資金等
貸付事業
(償還業務）

人権施策
課 同和対
策係

現状
維持

償還を促す体制の強化　滞納分類による回収手順の明確化、法
的措置の検討、償還推進事業（県費補助金）の活用。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

共同浴場の管理
運営

人権施策
課 同和対
策係

現状
維持

地域に必要であり、ニーズに対応して運営する。 B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-6 施策名 人権文化の確立 主担当課 人権施策課
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24

23

22

21

20

B

19
ゼロ予
算

学校教育推進調
査研究事業

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

児童生徒の様々な教育問題の解決を図るために、市担講師を派
遣し、今後も学校教育推進のための実践的な調査研究を行う。

A

18
任意の
自治事
務

桜井市人権教育
研究会への事業
委託

学校教育
課 学校教
育係

現状
維持

桜井市人権教育研究会に委託し、調査・研究することで人権教育
の実践活動を推進し、学校での人権教育をさらに充実させる。

B

17
任意の
自治事
務

企業内人権教育
の推進

商工振興
課 商工・
統計係

現状
維持

市内の企業における人権教育の推進のため必要であり継続して
行う。

B

16
任意の
自治事
務

男女共同参画の
啓発・講演

人権施策
課 男女共
同参画係

現状
維持

男女共同参画推進ネットワーク会議活動の充実を図り、リーダー
育成に努める。

B

15
任意の
自治事
務

女性問題相談の
実施

人権施策
課 男女共
同参画係

現状
維持

関係機関及び市の関係各課が連携して、ＤＶ被害の相談やＤＶ
防止にあたる。また、県と連携し、子育て女性就職相談にあたる。

B

14 庶務
人権施策課庶務
事業

人権施策
課 人権係

現状
維持

事業の
方向性 平成31年度

13
ゼロ予
算

人権政策推進本
部の活動

人権施策
課 人権係

現状
維持

第5次桜井市総合計画「人権文化の確立」の項、および「桜井市
人権施策に関する基本計画」の具現化を図る。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-6 施策名 人権文化の確立 主担当課 人権施策課
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関連組織 人権施策課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　多様な交流が行われ相互理解がなされた中で市民が暮らしている

目標像の
説明

　国内外の友好都市等他地域との交流が行われることで相互理解が深まり、多様な文化背景を持つ市民がそ
れぞれの生活を快適に営んでいる。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 市長公室

施策番号 4-7 施策名 多文化共生の推進 主担当課 行政経営課

2,395 千円 1,567 千円 1,776 千円

取り組み
方針

　友好都市などの他地域との交流や、地域の諸団体と連携した国際交流などを通じ、より多くの市民が国内外
の様々な文化への理解を深められるよう支援します。また、地域における国際交流団体や諸団体と連携して
国際理解を深めることで、市内に在住する外国人のように異なる文化を持って暮らす人達が誰でも精神的な
負担を感じることなく暮らせるよう支援していきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

桜井市国際交流協会（SIFA）への補助を通じて、市民向け国際交流事業を実施した。平成29年度は仏テレビ
局「ARTE」の撮影が大神神社・談山神社などで行われた他、海外友好都市の仏シャルトル市から市民訪問団
も来日し、SIFAスタッフとの交流会を開催したことで、多文化・異文化との交流・理解を深めることができた。ま
た国内友好都市の三重県熊野市とは、熊野市の花火大会と桜井市のウォーキングフェスティバルに互いの市
民が参加することで、それぞれ市民交流の機会を持つことができた。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「多文化共生の推進」が
達成されたと感じる市民
の割合

%

①
多言語により情報発信さ
れた刊行物・標記物等の
数

件

5 5

65%

46.9 ― ―

②
外国人との交流事業参
加者数

人

600 700

5

6件(累計)

4 2 ―

700

1,200人(累計)

541 597 ―

―

②

施
策
管
理
指
標
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行政経営課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

・海外友好都市の仏シャルトル市とは、市長・副市長レベルでの挨拶状の交換や、市民レベルでの交
流等を継続して行うことで、異文化・多文化との交流・理解を深めることができた。
・SIFAが開催する各種イベントを通じて、市民と定住外国人との交流の機会を設けることができた。
・国内友好都市の熊野市とも、市民が相互のイベントに参加する等、交流の充実を図ることができた。
以上のことから、A判定とする。

施策番号 4-7 施策名 多文化共生の推進 主担当課

重要度 3.59

アンケート 平成25年度 達成度 2.36 重要度 3.64

ニーズの
方向性

判定

説明

定住外国人が増加傾向にあることや、海外からの
国内旅行者（インバウンド）への対応が必要となっ
ていることからも、平成24年に策定した「桜井市多
文化共生推進指針」に基づく多文化共生の地域
づくりに向けた一層の取り組みが必要である。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.38

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

・外国人に対する災害時の支援や、医療・福祉関連の情報提供、就学・就労支援等に関して、職員への「桜
井市多文化共生推進指針」の周知を図ることで、より充実したサービスの提供に努める必要がある。
・仏シャルトル市や熊野市と比べ、出雲市との交流の機会が近年少なくなっているので、拡充を図っていきた
い。

施策展開
の方策

・「桜井市多文化共生推進指針」に基づき、SIFA等の諸団体と連携してその活動を補助することで、多文化共
生の地域づくりに向けた具体的な取り組みを進めていく。
・予算上の制約はあるが、仏シャルトル市や熊野市・出雲市といった、国内外の友好都市との交流の充実を
図っていく。

結果 平成28年度 達成度 2.36 重要度 3.66

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 4-7 施策名 多文化共生の推進 主担当課 行政経営課

事業の
方向性 平成31年度

1
ゼロ予
算

多文化共生の推
進

人権施策
課 人権係

現状
維持

引き続き情報提供は行い、調整会議等を行い、多文化共生を推
進していく。

B

B

3
任意の
自治事
務

桜井市国際交流
協会への補助

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

今後も市の国際化を深化させる重要なパートナーとして協会を支
援し、協働で問題に取り組む。

B

2
任意の
自治事
務

シャルトル市との
交流

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

市民レベルでの交流を中心に行う。また、隔年に開催される「日仏
自治体交流会議」にも可能な範囲で参加し、国際的にも桜井市を
ＰＲする。

B

5
ゼロ予
算

国内他地域との交
流促進

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

諸地域との交流事業の手法や内容を検討し、実現可能なものは
随時実施する。

B

4
ゼロ予
算

国内友好都市との
交流

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

市民間交流を中心として、友好都市との交流を行う。

7

6

9

8

12

11

10
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施
策
管
理
指
標

①
環境フェアの参加者人
数

人

3500 3500 3500

4,000人

4000 0 ―

② 不法投棄数処理数 件

― ― ―

60件

66 23 ―

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「環境教育の推進」が達
成されたと感じる市民の
割合

% 70%

― ―

②
環境保全に係る活動へ
の参加者数

人

2000 2000 2000

2,500人

1395 525 ―

平成29 
年度の 

実施内容

・市の事務事業に係る温室効果ガス排出量の削減を図るため、第2次桜井市地球温暖化対策実行計画を策
定した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成32年度

（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］ 17,638 千円 12,406 千円 14,694 千円

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日 日

関連組織 業務課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民一人一人に環境を守る意識が浸透している

目標像の
説明

　全ての市民は、一人一人が環境の保全に取り組むことで、この美しい豊かな自然が守られ、ひいては自分た
ちの生命が守られるということを認識しており、次の世代にも伝えている。

取り組み
方針

　平成１８年度に策定した市環境基本計画をもとに、学校教育や生涯学習の場において、環境教育・環境学
習を推進します。また市民一人一人が日常生活において環境問題を身近にとらえることが出来るよう、リサイク
ルフェアや環境フェア等の開催など市広報・ホームページを通じ市民に発信していきます。
　また、地球温暖化防止対策協議会において、環境活動に関する協働のルールを整備し、省エネ活動、レジ
袋削減キャンペーンについて、計画的に取り組み、実際の環境活動体験を通じた学習を推進します。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 環境部

施策番号 5-1 施策名 環境教育の推進 主担当課 環境総務課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

・市民、事業者、NPO等との協働を進めるための組織づくりや環境基本計画の推進に向けた体制が整ってい
ない。

・依然、不法投棄が後を絶たない状況にあり、今後更に、市民の環境保全への意識を高めていくことが必要で
ある。

施策展開
の方策

・学校教育や生涯学習の場において、環境教育・環境学習を更に推進していく。
・市民が誇りを持って暮らせる環境づくりを目指し、様々な啓発活動に取り組みながら次世代を担う人材
を育成する。

ニーズの
方向性

判定

説明

・環境保全に関するポスターや作文の応募状況
や大和川の一斉清掃への参加状況などから環境
問題に対する市民意識は徐々に高まりつつある。
今後は、リサイクルフェアや環境フェアの開催、そ
の他環境保全の啓発に向けた取組を通して環境
教育・環境学習を支える人材の育成と活用を図っ
ていくことが求められる。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.44 重要度 4.34

アンケート 平成25年度 達成度 2.48 重要度 4.20

結果 平成28年度 達成度 2.60 重要度 4.14

施策番号 5-1 施策名 環境教育の推進 主担当課 環境総務課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

・小中学生を対象に環境保全に関する絵・ポスター・作文及び環境川柳を募集し、環境カレンダー の
作成と配布により、市民に対して環境保全の呼びかけを行った。また、リサイクルフェア開催及び環境
フェアへの取り組みを通して、ごみ減量・リサイクル・環境美化等、環境保全についての啓発 を行った。
それらの取組を通して、市民に日常生活における環境問題を身近に捉えてもらうことが出来た。
・市民ボランティア等による河川の清掃活動に対する支援を行い、自主的な環境保全の推進を図った。

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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11
任意の
自治事
務

リサイクルフェア事
業

業務課 資
源推進係

現状
維持

廃棄物の減量、リサイクルの啓発の場として実施する。 B

12
任意の
自治事
務

環境フェアの開催
業務課 資
源推進係

現状
維持

各種団体との協働による環境フェアを通じて、市民の廃棄物の減
量・資源化・環境美化の意識の高揚を図り、環境保全の推進のた
め実施する。

B

9
義務的
な事務

環境測定の実施
環境総務
課 環境対
策係

現状
維持

環境基本計画に沿った事業の展開と地元要望に応えていくため
に、継続して検査を実施する。

B

10
義務的
な事務

環境審議会
環境総務
課 環境対
策係

現状
維持

平成28年度、第二次桜井市環境基本計画を策定し、計画を基に
取り組みを進めていく。

B

7
ゼロ予
算

公害苦情処理
環境総務
課 環境対
策係

現状
維持

市民の安心・安全・快適な生活を確保するため、今後も継続した
対応を行う。

B

8
ゼロ予
算

地球温暖化対策
の推進

環境総務
課 環境対
策係

現状
維持

桜井市地球温暖化対策実行計画の実施により、目標年度に向け
て、継続して温室効果ガスの排出量の削減を図る。

B

5
任意の
自治事
務

環境保全に対する
啓発

環境総務
課 環境対
策係

現状
維持

今後も環境保全の啓発の為、環境カレンダーを毎年作成する。 B

6
任意の
自治事
務

市民参加による環
境保全対策

環境総務
課 環境対
策係

現状
維持

毎年、「大和川上流を美しくする会」が主体となって、粟原川河川
清掃を行っており、ボランティア活動として、粟原川・大和川等の
市内河川の環境美化・水質改善に向けた清掃活動が各種団体等
の協働により徐々に推進されつつある。

B

3
義務的
な事務

安全衛生委員会
職員研修の実施

環境総務
課 庶務係

現状
維持

研修や職場点検の実施により、職員の労働安全衛生意識を向上
させるとともに、労災事故を未然に防ぐ。

B

4 庶務
環境総務課庶務
事業

環境総務
課 庶務係

現状
維持

B

1
任意の
自治事
務

桜井市グリーン
パーク施設清掃業
務等委託

環境総務
課 庶務係

現状
維持

市民サービスの向上のため継続する。 B

2
任意の
自治事
務

都市清掃会議廃
棄物実務研修会
への参加

環境総務
課 庶務係

現状
維持

都市清掃協議会に参加することにより、廃棄物行政についての情
報収集や意見交換を行う。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

事業の
方向性 平成31年度

施策番号 5-1 施策名 環境教育の推進 主担当課 環境総務課
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施
策
管
理
指
標

① エコクラブ事業団体数 団体

5 5 5

5団体

2 2 ―

② リサイクル率 %

21.2 21.3 21.5

22%

12.5 12.2 ―

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「資源循環の推進」が達
成されたと感じる市民の
割合

% 70%

― ―

②
１人１日あたりのごみ排
出量

g

722 716 711

703g

792 783 ―

平成29 
年度の 

実施内容

・ごみの減量、分別、資源再利用の推進のため、ごみレポートの配布等による啓発、資源集団回収団体へ
の助成や家庭生ごみ自家処理容器設置への一部助成を行った。
・「危険ごみ」スプレー缶、カセットボンベ、使い捨てライター等の個別回収を行った。
・河川清掃で排出された汚泥等の回収業務を円滑にすすめるため、業者選定を総合評価方式で行った。
・リサイクルセンターの運転管理を行い、不燃物、粗大ごみ及び資源物の分別・資源化を行った。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成32年度

（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］ 1,026,327 千円 1,141,877 千円 1,438,563 千円

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日 日

関連組織 環境総務課,施設課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市・市民・事業者・滞在者が協働し、廃棄物やエネルギーなどの資源が無駄なく活用されている

目標像の
説明

　市民が資源回収等ごみの分別に積極的に取り組むとともに省エネや自然エネルギーの活用にも取り組んで
おり、事業者は環境に配慮した経営に努め、桜井市を訪れる滞在者も資源循環型のまちづくりに協力すること
で、これからの低炭素社会の実現に向け、環境への負荷の低減が進められている。

取り組み
方針

　ごみの分別収集についての指導を徹底するとともに、効率的で適正な収集運搬体制を整え、市民・事業者・
滞在者の負担軽減を図りながら、日常生活の中でごみの発生抑制(リデュース)・再使用(リユース)・資源として
の再生利用(リサイクル)といった３Ｒの実践と意識が高まるよう啓発を行います。
　また、エネルギーに関しても、まず行政における地球温暖化防止に関する活動に率先して取り組みながら、
市民にも温暖化防止の意識を広げていきます。
　そして、地域における再生可能エネルギーの活用に向け、常に最新の情報の入手に努め、市民との情報共
有と活用支援に取り組みます。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 環境部

施策番号 5-2 施策名 資源循環の推進 主担当課 業務課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

・ごみの排出量の減量化を進めるため、ごみの発生抑制（リデュース）、再利用（リユース）、資源としての
再生利用（リサイクル）といった３Ｒの意識を日常生活の中で高められるような取組が必要である。
・河川清掃が天候等の影響により業務が完遂できなかった場合、回収日程の変更に伴う人員や車両の手
配など影響が大きく、河川清掃ができなかった場合は水害発生の可能性も高まる。
・河川清掃の汚泥回収日は各自治会からの要望によるため、回収日に偏りが生じる。同時に、回収地域も
散在し広範囲の作業を余儀なくされ、移動時間など非効率となっている。また、入札により委託業者が毎
年度代わるため、業務遂行にかかるノウハウが得られず、当日作業の完遂が困難となる。安定迅速な作業
を図るべく手法や業者選定等を見直す必要がある。
・河川清掃で回収した汚泥の収集量に対して排出処分量が不十分であるため、仮置場に汚泥が年々堆
積しており、残存分の処分が必要である。また、汚泥の仮置場として使用していた旧炉が解体され、新た
な仮置場の目途が立っていない。新たな仮置場が確保されない限り、汚泥回収業務を行うことができない。
・新たな収集区分である「危険ごみ」の回収日・回収方法等を市民に広く周知することが必要である。

施策展開
の方策

・ごみの排出抑制、再資源化を推進するため、ごみ分別の徹底や３Ｒの意識を高める啓発に取り組む。
・河川清掃業務が天候等の影響により完遂できなかった場合を考慮した抜本的な業務手法の検討が必
要である。
・河川清掃で排出された汚泥・草等の回収業者の選定に総合評価落札方式を導入するとともに受付業
務を合わせて委託することで、清掃業務の円滑かつ効率的な遂行を図る。また、地域ごとに回収日を決
めるなどの回収の効率化の検討も必要である。
・河川清掃業務で回収した仮置場に残存する汚泥の処理を行う。また、旧炉解体に伴い新たな仮置場
の設置の検討が必須である。
・「危険ごみ」について、広報紙・家庭ごみの出し方冊子・収集カレンダー・ごみレポート・ＨＰ等で広く周
知を図る。

ニーズの
方向性

判定

説明
　 資源循環型のまちづくりを推進するため、ごみ
排出量の減量化や分別の徹底などの取組は今
後も必要とされる。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.90 重要度 4.33

アンケート 平成25年度 達成度 2.94 重要度 4.22

結果 平成28年度 達成度 2.98 重要度 4.13

施策番号 5-2 施策名 資源循環の推進 主担当課 業務課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

・1人1日あたりのごみの排出量減量化およびリサイクル率の向上は、目標とする数値を達成できて
いないが、排出されたごみの収集及び処理については適正に行うことができた。
・一般廃棄物の処理、資源物の分別、資源化をすることができた。
・環境保全委員会を開催し、環境保全協定通りに施設全体が管理・運営されているかどうかを報告・検
証し、その結果をまとめた。

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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11
任意の
自治事
務

廃棄物減量等推
進員制度と清掃指
導員制度の確立

業務課 資
源推進係

現状
維持

今後も推進員による活動を継続する。 B

12 庶務 業務課庶務事業
業務課 資
源推進係

現状
維持

課の庶務に係る事務として必要である。 B

9
任意の
自治事
務

資源集団回収団
体への助成

業務課 資
源推進係

現状
維持

回収団体の育成によって、分別収集の徹底と資源再利用を図る。 B

10
任意の
自治事
務

ごみの分別収集
の実施

業務課 資
源推進係

現状
維持

循環型社会確立のため、今後も分別収集を継続する。 A

7
任意の
自治事
務

リサイクルの啓発
活動

業務課 資
源推進係

現状
維持

ごみレポートの作成等の啓発活動により、分別意識の高揚を図
る。

B

8
任意の
自治事
務

家庭生ごみ自家
処理容器設置へ
の助成

業務課 資
源推進係

縮小 市民からのニーズがあり、ごみ減量化のため継続する。 B

5
任意の
自治事
務

住宅用太陽光発
電システム設置奨
励金交付

環境総務
課 環境対
策係

現状
維持

住宅用太陽光発電システムの価格低下という当初の目的を達成
したこと、および固定価格買取制度の開始により国の補助金の受
付が終了した。そのような状況の中、多数の自治体が国に同調す
る形で補助金の受付を終了している。本市においても制度の存続
も含め、事業の方向性を検討する。

B

6
任意の
自治事
務

河川泥上げ清掃
の実施

業務課 収
集係

拡充

①住民のニーズがあり、河川美化・衛生面からも継続を必要とす
る。　　②旧炉解体工事の完了にともない、汚泥の仮置き場が確
保できないことも含め業務委託内容及び担当部署について見直
しの必要がある。

A

3
任意の
自治事
務

適正なごみ処理
計画を推進するた
めの運営・管理

環境総務
課 庶務係

現状
維持

今後もより一層の経費削減に努める。 B

4
任意の
自治事
務

廃棄物処理関係
団体との連携

環境総務
課 庶務係

現状
維持

労働基準協会、危険物安全協会の研修等へ参加することにより、
今後の市廃棄物行政に活かしていく。

B

1
任意の
自治事
務

桜井市指定収集
袋等の販売委託

環境総務
課 庶務係

現状
維持

効率的な行財政運営のため、事業を維持し、ごみ処理経費の一
部を市民に負担していただく。

A

2
任意の
自治事
務

環境保全協定に
伴う調査

環境総務
課 庶務係

現状
維持

住民の健康と快適な生活環境の保全並びに自然環境を保持する
ため、施設稼動上継続する必要があるため実施する。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

事業の
方向性 平成31年度

施策番号 5-2 施策名 資源循環の推進 主担当課 業務課
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24

22

23

20 庶務 施設課庶務事業
施設課 施
設管理係

現状
維持

B

21

18
任意の
自治事
務

労働安全講習会
への参加

施設課 施
設管理係

現状
維持

今後も運転管理に必要な資格を取得する。 B

19
義務的
な事務

公害賦課金の実
施

施設課 施
設管理係

現状
維持

公害による健康被害者への補償であり現状維持で事業を継続す
る。

B

16
任意の
自治事
務

最終処分場およ
び水処理施設維
持管理

施設課 施
設管理係

現状
維持

最終処分場はスラグの最終処分をおこなっており、今後も水処理
を適切に実施する。

B

17
任意の
自治事
務

大阪湾広域廃棄
物埋立処分

施設課 施
設管理係

現状
維持

広域化によるごみの受入処理をした場合は、フェニックスの搬入
量が決められており、搬入先の検討が必要となる。

B

14
任意の
自治事
務

ごみ焼却炉等長
期運営管理委託
業務の実施

施設課 施
設管理係

現状
維持

平成２０年度より長期運営管理委託へ移行している。 
（平成２０年４月～平成３４年１１月末まで　期間：１４年８ヶ月）

B

15
任意の
自治事
務

リサイクルセンター
等の維持管理

施設課 施
設管理係

現状
維持

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、一般廃棄物の適
正処理を継続する。

B

事業の
方向性 平成31年度

13
任意の
自治事
務

旧焼却炉及び旧
粗大ごみ処理施
設解体

施設課 施
設管理係

現状
維持

平成29年度の工事出来高は計画どうり進んだ。工事は平成３１年
３月で解体工事を完了する予定である。

A

施策番号 5-2 施策名 資源循環の推進 主担当課 業務課

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度
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24橋（累計）

2 1 ―

② 橋梁補修数 橋

2 1 1

施
策
管
理
指
標

117

416橋（累計）

136 130 ―

0

年間0件

1 2 ―

60%

42.4 ― ―

②
道路水路の状態に起因
する事故件数

年間件数

0 0

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「交通基盤整備」が達成
されたと感じる市民の割
合

%

① 橋梁点検数 橋

80 130

平成29 
年度の 

実施内容

社会資本である道路の舗装・道路構造物の補修を行い、事故の未然防止に努めた。H25年度作成した橋梁
長寿命化修繕計画に基づき、１橋の橋梁補修や交通安全対策としてJR貯木場踏切歩道拡幅（通学路対策整
備）工事、１３０橋の橋梁定期点検を実施した。
桜井駅ﾒｽﾘ塚線については、平成30年2月に全面供用開始した。
桜井駅周辺地区のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ基本構想については、平成30年3月に策定した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

291,113 千円 168,627 千円 337,250 千円

取り組み
方針

　あらゆる市民が、その居住地・年齢・障害の有無に関わらず、普段の生活や産業活動において安全かつ安
心して移動できることが大切です。そのために、既存の道路を最大限に有効活用できるよう、橋梁の長寿命化
や道路の維持補修を進めるとともに、歩道のバリアフリー化などを進めていきます。さらに、緊急性や有効性を
十分に検討し優先順位を明確化した上で、新たな道路整備事業にも取り組みます。
　道路、水路等の日常的な点検・整備・維持・美化清掃等、きめ細かな道路管理については市民の協力と合
意が不可欠です。自治会等の地域コミュニティと連携した取り組みの体制と仕組みを充実させていきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織 都市計画課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　道路の環境整備が行き届いており、市民や事業者はどんな状況においても移動に問題がない

目標像の
説明

　市民が、その居住地・年齢・障害の有無に関わらず、普段の生活や災害時において安全かつ安心して市内
を円滑に移動できる環境が守られており、市民や事業者が快適に利用することで、地域の資源の活用が進ん
でいる。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 都市建設部

施策番号 6-1 施策名 交通基盤整備 主担当課 土木課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

社会資本である道路の老朽化が進んでおり、沿道住民・道路利用者の利便性の向上及び快適な生活環境の
確保を図るため、舗装・道路構造物の補修等が必要である。また、橋梁長寿命化修繕計画に基づき年次的な
補修工事を実施するとともに、道路法改正に伴うﾄﾝﾈﾙ・橋梁等の点検は、近接目視により5年に1回の頻度で
行うこととなった。また、通学路の安全対策は、通学路の合同点検で指摘された危険個所について早急に改
善する必要がある。

施策展開
の方策

道路舗装補修・橋梁長寿命化・ﾄﾝﾈﾙ橋梁点検・通学路対策等の補助対象事業については、社会資本総合
交付金を活用して、整備し早期実現を図りたい。

結果 平成28年度 達成度 2.30 重要度 4.06

重要度 3.98

アンケート 平成25年度 達成度 2.34 重要度 4.01

ニーズの
方向性

判定

説明
歩行者・車両等の安全な通行確保や通学路の安
全対策等のために、舗装・道路構造物の補修・道
路の拡幅等、市民のニーズが高い。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.28

土木課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
当該年度予定していた道路舗装・道路改良・道路維持修繕等については、概ね達成することができた。
また、道路陥没等の緊急工事についても即座に対応でき、事故を最小限に抑えることができた。

施策番号 6-1 施策名 交通基盤整備 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい

116 



B12
ゼロ予
算

道路ふれあいネッ
トワーク事業

土木課 管
理係

現状
維持

組織の確立に向けた具体的な作業を行う。

B

11
ゼロ予
算

法定外公共物維
持管理

土木課 管
理係

現状
維持

里道・水路等の法定外公共物の適正な維持管理に努める。 B

10
任意の
自治事
務

道路維持管理事
業

土木課 管
理係

現状
維持

市道の適切な管理と各種証明・許可等の事務を行う。

B

9
任意の
自治事
務

道路事故対策
土木課 管
理係

現状
維持

道路上で起きた事故への即時の対応と、事故が起きない対策を
講じる。

B

8
任意の
自治事
務

道路保守・点検
土木課 管
理係

現状
維持

道路・トンネル等の安全を確保するため、保守点検を行う。

B

7
ゼロ予
算

工事に関わる入札
事務

土木課 入
札係

現状
維持

建設工事・建設工事に伴う委託等の入札を実施する。 B

6 庶務 土木課庶務事業
土木課 土
木係

現状
維持

B

5
任意の
自治事
務

白河バイパス整備
事業（県事業）

土木課 土
木係

現状
維持

県事業着手に伴い市も協力していく。 B

4
任意の
自治事
務

各種土木団体との
連携

土木課 土
木係

道路、河川等の整備について、各種団体との連携を図り、国・県
等に要望する。

B

3
任意の
自治事
務

道路維持修繕工
事（舗装補修）

土木課 土
木係

現状
維持

歩行者・車両が安全に通行できるように、路面状態が悪い箇所を
補修する。

B

2
任意の
自治事
務

道路維持修繕工
事

土木課 土
木係

現状
維持

道路維持補修を行い、日常生活の利便性の向上を図る。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

道路改良工事
土木課 土
木係

現状
維持

快適な生活環境の充実を目指し道路の有効性を図り、利便性・安
全性の向上を図る。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-1 施策名 交通基盤整備 主担当課 土木課
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24

23

22

21

20

19

18

17

16

B

15
任意の
自治事
務

バリアフリー基本
構想の運用

都市計画
課 景観ま
ちづくり係

現状
維持

平成３０年度中に特定事業計画を策定する。 B

14
任意の
自治事
務

桜井駅メスリ塚線
整備事業

都市計画
課 事業・
施設係

完了 29年度に事業を完了し、全面供用開始した

事業の
方向性 平成31年度

13
ゼロ予
算

工事検査事務
土木課 検
査係

現状
維持

工事点数の公表に伴い、検査内容の点検・精査を行う。 B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-1 施策名 交通基盤整備 主担当課 土木課
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関連組織 都市計画課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　誰もが問題なく市内を移動することができる

目標像の
説明

　市民が市内のどこに住んでいても、それぞれの生活スタイルに合わせた必要な移動手段が確保されており、
日常生活における通院や買い物等を心配することなく暮らしている。また、そのような環境が、市への来訪者に
とっても目的の場所への移動を便利にしている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 市長公室

施策番号 6-2 施策名 市内の移動の円滑化 主担当課 行政経営課

107,082 千円 105,561 千円 111,999 千円

取り組み
方針

　移動手段が確保されていない地域については実情に応じた鉄道、路線バス、乗合タクシー等の公共交通機
関を整備し、市民の移動手段を維持、確保します。
　また、市民とコミュニケーションを図りながら、公共交通機関の利用促進に関する取り組みを行い、市民がマ
イカー利用から公共交通機関利用への転換をするように促していきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

・コミュニティバスについては、初瀬・朝倉台線、循環路線、多武峰線の3路線を運行した。また、デマンドタクシーについて
は、上之郷地区及び高家地区において運行を行った。
・市内公共交通の利用振興策として、地域イベントにおいてバス乗車券をプレゼントするキャンペーンの実施や、桜井駅へ
の多言語案内看板の設置、コミュニティバス路線のバス停にナンバリング等を行った。
・市営駐車場については、24時間営業及び全面機械化に移行した。また、桜井駅北口－関空間のリムジンバス利用者に
対し、　桜井駅北口駐車場の利用料金の割引を行った。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「市内の移動の円滑化」
が達成されたと感じる市
民の割合

%

①
コミュニティバス・予約型
乗合タクシー利用促進策
数

数

15 15

60%

42.4 ― ―

②
市営公共交通機関の利
用者数

人

131,000 131,000

15

50

8 10 ―

131,000

165,000人

111,285 120,764 ―

1件

0 0 ―

② 地元協議会設立件数 件

0 0 0

施
策
管
理
指
標
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行政経営課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

・コミュニティバスについては、6月の路線再編により、北循環線の廃止と、それに伴う西北部循環線の
便数増加とダイヤ変更を行うとともに、南循環線についても利便性向上のためダイヤを変更した。初瀬・
朝倉台線及び多武峰線については、従来どおり運行した。上之郷・高家地区のデマンドタクシーにつ
いては、利用実態や住民意向調査を踏まえ、運行時刻の変更･追加及び乗降地の追加を行った。ま
た、市内公共交通の利用振興策として、地域イベントにおいてバス乗車券をプレゼントするキャンペー
ンの実施や、桜井駅への多言語案内看板の設置、コミュニティバス路線のバス停にナンバリングする
等、国内外の観光客に向けた環境整備を行った。
・市営駐車場については、24時間営業及び全面機械化に移行すると共に、桜井駅北口－関空間を運
行するリムジンバス利用者に対し、　桜井駅北口駐車場の利用料金割引を行った。
以上の取り組みで一定の成果が上がっているものと判断できるので、B判定とする。

施策番号 6-2 施策名 市内の移動の円滑化 主担当課

重要度 3.98

アンケート 平成25年度 達成度 2.34 重要度 4.01

ニーズの
方向性

判定

説明

・地域住民の移動手段の確保、コンパクトシティの
実現、さらには高齢化が進行する中での高齢者
による交通事故対策といった観点からも、バス・デ
マンド型乗り合いタクシー・鉄道といった公共交通
の役割と重要性は高いものと言える。また、市営
駐車場については、民間駐車場と競合する側面
は否定できないものの、公共交通と組み合わせた
パーク＆ライドの促進という観点から見ると、今後
も一定のニーズがあるものと思われる。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.28

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

・コミュニティバスの利用者は、前年度と比較すると増加しており、デマンド型乗乗合タクシーについても、一定
の利用者数を確保できたことから、ダイヤ変更や利用促進策による一定の効果があったものと考えられるが、
路線バス3路線を含む市内公共交通の利用者は、総体的に減少傾向にあることから、一層の利用促進策を講
じるとともに、利用者のニーズを把握することで、ダイヤや便数の見直し、また、桜井市が置かれている厳しい
財政事情を鑑みての、合理的な範囲内での利用料金の改定等、あらゆる方策を考える必要がある。
・市営駐車場については、24時間営業及び全面機械化に移行したことにより、一定の収支改善は見込めるも
のの、民間駐車場と競合する中で、利用者の確保という面で、一層の取り組みを行う必要がある。

施策展開
の方策

・市内公共交通については、コミュニティバス及びデマンド型乗合タクシーの利用者の利便性の向上を図るた
め、利用者のニーズに沿った路線形態の設定と、広報紙や各種イベント時での利用啓発を強化していく。また
路線バスにおいても、今後も国庫補助対象路線として存続できるよう、関係機関との調整・連携を図っていきた
い。
・市営駐車場については、24時間営業及び全面機械化による収支の改善を図ると共に、利用者の確保・増加
のために取り組みを進めていきたい。

結果 平成28年度 達成度 2.30 重要度 4.06

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-2 施策名 市内の移動の円滑化 主担当課 行政経営課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

コミュニティバス運
行事業

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

「第２次桜井市地域公共交通総合連携計画」に基づき、適切で効
率的な運行を実施する。

B

B

3
任意の
自治事
務

路線バス運行維
持事業

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

広域路線バスは生活路線・観光路線であり、スクールバスとしての
機能も担う路線であるため、運行維持に向け運送事業者と共に利
用啓発を進める。県交通協議会や関係市村と共に路線の在り方
について継続的に協議を行う。

B

2
任意の
自治事
務

予約型乗合タク
シー運行事業

行政経営
課 行政経
営係

現状
維持

更なる利用者拡大に向け、利用啓発を進めると共に、運行方法に
ついて検討を行う。

B

5
ゼロ予
算

パーク＆ライド
都市計画
課 事業・
施設係

現状
維持

桜井駅北口と関西国際空港間を運行するリムジンバスと、桜井駅
北口を経由して運行する夜行高速バス「五条新宿線」の利用者
に、桜井駅北口駐車場の利用料金を割引する。

B

4
任意の
自治事
務

桜井市駐車場運
営事業

都市計画
課 事業・
施設係

拡充
駐車場の２４時間営業及び全面機械化を完了し、引き続き健全な
経営及び施設の維持管理を行う。

7

6

9

8

12

11

10
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関連組織 市民協働課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民はそれぞれの暮らしに必要な住環境のもと、安心して快適に生活している

目標像の
説明

　市民は、高齢化や地震等の災害への備えが十分になされた住環境で、それぞれの暮らしの実情に応じた安
全・安心とゆとりのある生活を実現している。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 都市建設部

施策番号 6-3 施策名 住環境の充実 主担当課 営繕課

54,601 千円 69,055 千円 67,426 千円

取り組み
方針

　公営住宅入居者や公共施設利用者が安全かつ安心に利用できるよう、建築物の耐震化や高齢者、障害者
の方に配慮した快適な施設空間の整備を進めます。
　また、市民が自ら良好な居住空間の維持管理に取り組めるよう、市民意識の啓発や情報提供の充実を図り
つつ、市街地における既存住宅ストックの有効活用なども含め、多様な世代の暮らしを支えるための支援策を
調査研究していきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

公営住宅管理については、家賃収納、家屋修繕、空家募集を行なった。公営住宅長寿命化計画について
は、国土交通省の社会資本整備総合交付金を活用して改良住宅建替基本計画を策定し、事業の実施方針、
工期等について整理を行なった。空き家対策については、空家等対策協議会等の会議を開催して庁内体制
の整備をすすめ、空き家バンク及び各種啓発事業を実施した。耐震診断については、一定条件を満たした住
宅所有者からの希望に対し耐震診断技術者の派遣を行い、診断を実施した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「住環境の充実」が達成
されたと感じる市民の割
合

%

①
木造住宅耐震診断実施
戸数

戸

155 170

80%

77.3 ― ―

②
安全・安心の確保のため
の建築物の耐震化率

%

90 90

185

215戸(累計)

95 96 ―

90

90%

69 69 ―

24件(累計)

11 12 ―

②
木造住宅の耐震改修補
助件数

件

16 18 20

施
策
管
理
指
標
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営繕課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

市営住宅維持管理については、645戸あり、家賃収納、家屋修繕、入居募集を実施した。
既存木造住宅耐震診断については、15件の募集に対して1件、既存木造住宅耐震改修については、3
件の募集に対して1件であった。

施策番号 6-3 施策名 住環境の充実 主担当課

重要度 3.86

アンケート 平成25年度 達成度 2.90 重要度 3.84

ニーズの
方向性

判定

説明

既存木造住宅耐震診断、既存木造住宅耐震改
修については、低調な傾向にある。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.87

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

公営住宅長寿命化計画については、財政負担を低減するためのPFI等の事業手法、財源の確保等について
引き続き十分に検討する必要がある。また、まちづくり計画、立地適正化計画等関連する計画と十分に整合性
を取っていく必要がある。
空き家対策に関しては、庁内連携会議等の開催によって担当課間の情報共有や役割分担の調整を図り取り
組みを進めているものの、市民からの要望が多岐にわたり、かつ対象が私有財産であるため即応が困難であ
る。空き家の利活用に関しては、9月に空き家バンクを開設したが物件登録数・成約数とも伸び悩んでおり、特
に成約数については、空き家バンクが現状有姿登録のため今後も増加を見込めず、バンク登録前に、経済
的・法的な問題を解決する仕組みづくりが必要である。
既存木造住宅耐震診断、既存木造住宅耐震改修については、一定の需要があったものの、今後も引き続き
耐震事業の重要性を市民に訴えていく必要がある。

施策展開
の方策

公営住宅長寿命化計画の実施に関して、建替事業については、建替地区ごとに基本計画を策定し、まちづく
りに資する公営住宅としての方向性の検討、財政負担の低減化のための事業手法の検討を行う。長寿命化事
業については、当初の計画に加えて、地元要望等も勘案し、より効果的な修繕を実施する。
空き家対策に関しては、空き家化の予防、適正管理・利活用の推進に関する取り組みを継続して実施し、空き
家のマッチングや背景にある経済的・法的な問題を解決する仕組みとして、空き家対策に関する法律処理や
不動産ビジネスのノウハウを含めた幅広い官民連携のネットワークをつくり、専門家ネットワークによる空き家対
策のプラットホームの構築を目指していきたい。また、危険箇所の除却については「空家等対策の推進に関す
る特別措置法」（平成26年法律第127号）に基づいた対策を検討する。
既存木造住宅耐震事業では、実施件数の向上に向けて広報誌等への掲載や、公共施設でのパネル展示
等、市民への周知方法を工夫することで耐震化の重要性を広めていきたい。

結果 平成28年度 達成度 2.93 重要度 3.89

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい

123 



５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-3 施策名 住環境の充実 主担当課 営繕課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

空き家対策事業
市民協働
課 空き家
対策係

現状
維持

固定資産税の納付書にバンク啓発チラシをいれるなど、空き家バ
ンク制度の啓発に力をいれていく。

B

B

3
任意の
自治事
務

市営住宅、改良住
宅の使用料に関
する事務

営繕課 住
宅係

現状
維持

裁判手続き等を含めて徴収率を上げる手段を取る。 B

2
任意の
自治事
務

市営住宅の維持
管理

営繕課 住
宅係

現状
維持

長寿命化計画を計画通り進めることにより、LCCの縮減を図る。

B

5
ゼロ予
算

市営住宅空家募
集並びに入居手
続きに関する事務

営繕課 住
宅係

現状
維持

長寿命化計画の結果をもとに募集戸数を判断していく。 B

4
任意の
自治事
務

公営住宅建替、大
規模改修事業

営繕課 住
宅係

現状
維持

桜井市公営住宅等長寿命化計画に基づいた事業実施を目指
す。

B

7
任意の
自治事
務

住宅相談窓口
営繕課 営
繕係

現状
維持

今後、事業啓発の方法等を検討し相談件数の増加を図る。 B

6 庶務
営繕課庶務事業
（住宅係）

営繕課 住
宅係

現状
維持

B

9
任意の
自治事
務

既存木造住宅耐
震診断

営繕課 営
繕係

現状
維持

市民に建物の耐震向上の重要性を訴えていき、引き続き事業を
継続していく。

B

8
任意の
自治事
務

既存木造住宅耐
震改修事業補助
金交付

営繕課 営
繕係

現状
維持

市民に建物の耐震向上の重要性を訴えていき、引き続き事業を
継続していく。

12

B

11

10 庶務
営繕課庶務事業
（営繕係）

営繕課 営
繕係

現状
維持
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―

②

施
策
管
理
指
標

74

100%

63 70 ―

76

最終目標：０

23 76 ―

70%

74.4 ― ―

②
良好な景観の形成に関
する取り組み

数

10 40

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「景観の保全と活用」が
達成されたと感じる市民
の割合

%

①
屋外広告物の禁止地域
内での違反広告物是正
率

%

62 70

平成29 
年度の 

実施内容

重点景観形成区域のうち本町通地区において、桜井駅周辺地区・本町通地区景観づくりの手引き（案）を地
域住民に周知を図るため説明会を開催し手引き（案）を全戸配布しアンケートを行った。また、三輪地区、大神
神社参道地区において、三輪・大神神社参道地区景観づくりの手引き（案）を地域住民に周知を図るため対
象地区の区長に説明し、地域コミュニティ誌でお知らせし、手引き（案）の内容を示したニュースレターを全戸
配布した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

18,527 千円 14,295 千円 11,664 千円

取り組み
方針

　景観計画を策定することにより、景観の保全と活用に関する取り組みの指針を定めます。
　良好な景観は、地域の自然、歴史、文化等と人々の生活、経済活動等の調和によって育まれることから、市
民自らが主体的に景観づくりに取り組めるよう、景観に関する啓発・知識の普及、及び情報の提供を通じて地
域のまちづくり活動を促進するとともに、研修の実施により職員の景観形成に関する理解と意識の向上に努
め、公共事業においては地域の景観づくりの先導的役割を果たすよう取り組みます。
　また、現にある良好な景観の保全と合わせ、新たに良好な景観の創出を図り、観光その他の地域間の交流
の魅力を高めていきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民は自分のまちの良さを自覚しており、良好な景観が守られている

目標像の
説明

　自然豊かな歴史文化遺産に恵まれた地域に暮らし、また市民の自律的な活動によって守り育まれてきた先
人たちの遺産や地域の自然の価値を市民が深く理解し、将来に向けて守り受け継いでいく生活の営みが、良
好な景観にあらわれている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 都市建設部

施策番号 6-4 施策名 景観の保全と活用 主担当課 都市計画課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題
市民に対して、「景観ガイドライン」等を通して景観づくりの取り組み状況などの景観に関する情報を明確に伝
える事と、市民が積極的に景観を守ることができるように、修景に対する補助金交付などの仕組みづくりが課
題である。

施策展開
の方策

重点景観形成区域のうち、大神神社参道地区、三輪地区、本町通地区については景観づくりの手引き（案）を
もとに「景観ガイドライン」を作成し、市民・事業者に周知したうえで修景に対する補助金制度を構築し、市民・
事業者・行政が協働して景観を活かしたまちづくりに取組む。また、初瀬地区については「景観づくりの手引き
（案）」を作成し、「景観ガイドライン」作成に向けた準備を行う。

結果 平成28年度 達成度 2.90 重要度 3.88

重要度 3.92

アンケート 平成25年度 達成度 2.89 重要度 3.93

ニーズの
方向性

判定

説明

市民自らが主体的に景観づくりに取組めるよう、
景観に関する意識の啓発、知識の普及が必要と
されています。また、現にある良好な景観の保全と
合わせ、新たに良好な景観の創出が望まれてい
ます。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.78

都市計画課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

重点景観形成区域９ヶ所のうち、大神神社参道地区、三輪地区、初瀬地区、本町通地区の６２３戸に関
して、本町通地区１４６戸については桜井駅周辺・本町通地区景観づくりの手引き（案）を配布しアン
ケートを行い周知を図った。また、大神神社参道地区、三輪地区３３３戸については、三輪・大神神社参
道地区景観づくりの手引き（案）の内容を三輪まちづくり会議ニュースレターに掲載し周知を図った。ま
た、屋外広告物に関する簡易除却を２回、是正指導を２回行い、適正な屋外広告物の許可事務を進め
た。

施策番号 6-4 施策名 景観の保全と活用 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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12

11

10

9

8

7

6

B

5

4
義務的
な事務

屋外広告物の許
可事務

都市計画
課 景観ま
ちづくり係

現状
維持

違反広告物への簡易除却を引き続き実施する。

A

3
任意の
自治事
務

重点景観形成区
域修景補助事業

都市計画
課 景観ま
ちづくり係

現状
維持

事業手法を検討し、制度の構築を行う。 B

2
任意の
自治事
務

景観計画の運用
都市計画
課 景観ま
ちづくり係

現状
維持

景観計画を広く市民に周知し、具体的な景観施策に取り組む。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

桜井駅周辺の美
観

都市計画
課 事業・
施設係

現状
維持

桜井駅の利用者にとって快適な環境整備に取り組む。 B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-4 施策名 景観の保全と活用 主担当課 都市計画課
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関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　日常的にみどりとふれあい、屋外で余暇を楽しんでいる

目標像の
説明

　子供から高齢者まで、市民は身近なみどりとのふれあいの場が充実することで、日頃から屋外で余暇を楽し
んでおり、心身が癒され、健康が増進している。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 都市建設部

施策番号 6-5 施策名 都市環境の向上 主担当課 都市計画課

32,805 千円 51,420 千円 149,168 千円

取り組み
方針

　高齢者がさらに多くなるこれからの時代に、身近な憩いの場の充実を図るために、地域の歴史や自然資源を
活かしながら、健康増進機能の充実やユニバーサルデザイン化を推進するなどして、誰もが安全に安心して、
そして気軽に利用できる公園緑地の整備を進めます。
 　また、公園緑地に対する新たなニーズ、多様化するニーズに応えるために、市民との協働による効果的な整
備や適正で効率的な管理を進めていきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

・公園整備については、鳥見山緑地の外周の境界を確定し、実施設計を行った。また、桜井中央児童公園の
基本計画を策定した。
・公園管理における植栽管理については、伐採・剪定等を計画的に実施した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「都市環境の向上」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

①
バリアフリー化された都
市公園数

箇所

20 20

70%

65.5 ― ―

②
公園の清掃ボランティア
参加数

人

1800 2000

20

31箇所

18 18 ―

2000

2,000人

2132 3241 ―

―

②

施
策
管
理
指
標
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都市計画課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

・公園整備について、鳥見山緑地に関しては、議会からの御意見や地元自治会からの要望を踏まえ、
工事着手に向けて、実施設計を行った。また、桜井中央児童公園の改修に向け、陽だまりでのアンケー
トやボランティア団体の意見を踏まえ、基本計画を策定した。
・公園管理について、予算範囲内で最大限の適正管理に努めており、予算の不足する範囲について
は、職員での直接作業で補った。また、アダプトプログラムの活用によりボランティア参加者数は増加し
た。
・既存公園のバリアフリー化については、休止している。

施策番号 6-5 施策名 都市環境の向上 主担当課

重要度 3.73

アンケート 平成25年度 達成度 2.78 重要度 3.68

ニーズの
方向性

判定

説明
公園管理について、既存公園における植栽など
の修景施設や遊戯施設等の適正な管理を求める
声が年々増加している。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.73

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題
平成１７年度から平成２７年度まで公園事業を休止していたため、既存都市公園における遊具等の遊戯施設
については更新を見送っており、また高木の管理についても必要最小限の対応となっているが、市民のニー
ズも年々増加傾向にあり、施設管理・植栽管理の見直しが必要である。

施策展開
の方策

・公園整備について、鳥見山緑地公園に関しては、都市公園事業として、平成３０年度以降、工事に着手し、
整備を進めていく。また、桜井中央児童公園に関しては、中和幹線粟殿近隣周辺のまちづくりの一環として、
平成３０年度に実施設計を行い、次年度以降再整備を進めていく。
・公園管理について、既存公園における公園管理台帳の整備を進め、適正な管理に努めていく。

結果 平成28年度 達成度 2.74 重要度 3.67

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-5 施策名 都市環境の向上 主担当課 都市計画課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

桜井公園の整備
都市計画
課 事業・
施設係

廃止
／休
止

公園事業再開後に事業を実施する。 C

A

3
任意の
自治事
務

都市公園の適正
管理

都市計画
課 事業・
施設係

現状
維持

都市公園施設の適正な安全管理を行う。 B

2
任意の
自治事
務

鳥見山緑地の整
備

都市計画
課 事業・
施設係

拡充 30年度より工事着手。

A

5
ゼロ予
算

市内都市公園の
バリアフリー対策

都市計画
課 事業・
施設係

廃止
／休
止

公園事業再開後に事業を実施する。 C

4
任意の
自治事
務

桜井中央児童公
園の整備

都市計画
課 事業・
施設係

現状
維持

30年度に実施設計業務、31年度より工事着手

B

7

6
ゼロ予
算

公園清掃ボラン
ティア啓発事業

都市計画
課 事業・
施設係

現状
維持

公園の清掃ボランティア参加を呼びかける。

9

8

12

11

10
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―

②

施
策
管
理
指
標

4,194,059

4,206,521人

4,259,583 4,187,828 ―

1226

1,226ha

1226 1226 ―

70%

78 ― ―

②
歴史的風土保存区域面
積

ha

1226 1226

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「土地利用の最適化」が
達成されたと感じる市民
の割合

%

①
桜井駅（鉄道・バス等）利
用者数

人

― ―

平成29 
年度の 

実施内容

平成２８年度の都市機能誘導区域の設定に引き続き、居住誘導区域を設定し、具体的な目標を明記した立地
適正化計画に改訂した。各種許認可事務により、適切な土地利用を誘導した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

7,783 千円 6,373 千円 108 千円

取り組み
方針

　歴史に守られた自然や、地域の生活とともに育まれ守られてきた自然を守るために、市民に身近にある良好
な自然の価値を理解してもらうための取り組みを進めるとともに、地域の活性化に向けた土地利用と農地や里
山などの保全のバランスに十分配慮した先見性のある計画的な保護対策（保護指定等）の取り組みを展開し
ていきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　時代にあった適正な土地利用がなされ、暮らしの環境も自然環境も良好に保たれている

目標像の
説明

　歴史に守られた自然や、地域の生活とともに育まれ守られてきた自然の価値を市民が理解しており、守り受
け継ぐ取り組みが継続して行われている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 都市建設部

施策番号 6-6 施策名 土地利用の最適化 主担当課 都市計画課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題
人口の急激な減少と高齢化を背景として、高齢者や子育て世代にとって、安心できる健康で快適な生活環境
を実現することが求められている。また、効率的・効果的な行財政運営を行うために立地適正化計画に基づい
たコンパクトなまちづくりを進めることが課題である。

施策展開
の方策

人口減少・少子高齢化が進展しても、一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、日常生活サービ
スや地域コミュニティーが持続的に確保されるよう、居住機能や都市機能の誘導に向けた考え方等を示すこと
を目的に平成２９年に「桜井市立地適正化計画」を策定した。今後は計画に義務付けられている届出に基づ
き、都市全体の構造を把握し適切な施策を推進し『コンパクト・プラス・ネットワーク』のまちづくりを目指す。

結果 平成28年度 達成度 2.97 重要度 4.07

重要度 4.25

アンケート 平成25年度 達成度 2.89 重要度 4.16

ニーズの
方向性

判定

説明
少子高齢化に対応し、持続可能な都市構造の構
築に向けた土地利用が必要とされている。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.77

都市計画課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
立地適正化計画を策定するにあたり、桜井市としての課題を整理しまちづくりの基本方針を明確にする
ことができた。また、各種許認可事務を行うことにより、暮らしの環境も自然環境も良好に維持されてい
る。

施策番号 6-6 施策名 土地利用の最適化 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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12

11

10

9

8

B

7

6
義務的
な事務

開発指導・建築指
導行政の適正な
推進

都市計画
課 景観ま
ちづくり係

現状
維持

都市計画法・宅地造成等規制法により指導する。

B

5
義務的
な事務

都市計画審議会
の開催

都市計画
課 景観ま
ちづくり係

現状
維持

都市計画法により開催する。 B

4
義務的
な事務

生産緑地の保全
都市計画
課 景観ま
ちづくり係

現状
維持

生産緑地法により指導する。

B

3
義務的
な事務

用途及び土地利
用の定期見直し

都市計画
課 景観ま
ちづくり係

現状
維持

現行のマスタープランに変更はない。 B

2
任意の
自治事
務

立地適正化計画
の運用

都市計画
課 景観ま
ちづくり係

現状
維持

平成２９年度に策定した立地適正化計画をもとに届出を受理す
る。

事業の
方向性 平成31年度

1 庶務
都市計画課庶務
事業

都市計画
課 事業・
施設係

現状
維持

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-6 施策名 土地利用の最適化 主担当課 都市計画課
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―

②

施
策
管
理
指
標

100

100%

90.7 100 ―

90.50

92%

89.69 88.99 ―

85%

86.1 ― ―

② 有収率 %

89.50 90.00

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「上水道の安定経営」が
達成されたと感じる市民
の割合

%

① 基幹施設の耐震化率 %

90.7 100

平成29 
年度の 

実施内容

主要事業として、平成２８年度に作成した「桜井市配水管路更新計画」を基に配水管の更新整備及びその他
の配水管の整備事業も促進し災害時に強い水道構築につとめている。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

1,967,112 千円 1,547,946 千円 1,732,344 千円

取り組み
方針

　利用者がいつでも安心しておいしい水を飲むことができるよう、水道事業の長期的な展望である桜井市水道
ビジョンを策定しました。これにより職員一人一人が、桜井市の現状と将来見通しを分析・評価し、目指すべき
将来像とその実現に向けた取り組みを検討することで、互いに連携しながら効果的に事業を進めていきます。
　耐震化を含めた施設の整備や未普及地域の解消、環境対策などを進めながら、アセットマネジメントの視点
で、施設の重要度を判断し、適切な維持更新計画のもと施設の延命化を図ります。
　このような取り組みにより、適正な財政計画のもとで効率的な運営を進め、将来にわたる安定経営を目指しま
す。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織 水道施設課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　いつでも、安全でおいしい水が飲める

目標像の
説明

　水道利用者は、水道資源を守るために、自ら水道事業に働きかけ協力することで、水道事業者が運営する
災害に強い水道により、衛生的でおいしい水をいつでも飲むことができる。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 上下水道部

施策番号 6-7 施策名 上水道の安定経営 主担当課 水道総務課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

①水道事業全体が抱える課題として「人口減少による水需要の減少」「老朽化施設の更新や耐震化対応による投資費用の
増大」「職員の減少、退職に伴う技術力の低下、人員不足」が挙げられ、桜井市においても例外でなく課題となっている。
②平成27年度に料金改定を含めた桜井市水道事業経営戦略の策定を行い、経営面において自己水源を確保する事が
有利と判断されている。このことから、平成29年度廃止した初瀬浄水場の水源であった初瀬ダムからの水利使用許可流量
を外山浄水場の自己水源として確保し自己水源の維持を目指す。
③H29年度から配水管路更新計画に基づき更新工事を実施しているが、職員及び財政面において計画どおり更新が進ま
ないことも予想される。
④今後、配水管路の老朽化に伴い今以上の頻度で多発が予想される折損事故の初期対応等について、職員の計画的な
育成が望まれる。
⑤上水道未普及地域については、今後どのように対応していくのかを本格的に検討する時期に来ているのではないかと考
える。

施策展開
の方策

①平成29年度に奈良県が「県域水道一体化の構想」を提示し、平成30年度より奈良県と県内28市町村による検討会が設
置された。平成32年度に「一体化に関する覚書」、平成38年度に「上水道の経営統合」その後「上水道の事業統合」を目指
し協議が始まっている。
②平成27年度より、初瀬ダムからの水利使用許可流量を外山浄水場で使用できるよう国、県と協議おこなっている。その結
果、平成29年度より3年間（24時間、365日）の河川流量観測の実施、併せて毎日の流況を写真で報告し、3年間の許可取
得に向けて作業を行っているところであるが、安定水利を確実とするための協議を継続して行っている。
③管路や施設更新については、アセットマネジメントの手法を取り入れた施設更新最適化の検討を行い、中長期的な更新
計画をたてている。また、平成２９年度より重要給水施設配水管更新を年次的計画的に進めおり、財源の確保が必要とな
る。そこで中期経営計画を策定し、適正な料金設定を行うことで財源を確保、計画的な事業継続に努める。
④水道事業職員数の減少により危機災害時には技術職員が不足するため迅速な対応に課題が残っており、計画的な人
員配置が必要となる。また、大規模断水時については、市長部局からの応援体制を整えており、給水班に応援を求める職
員には毎年度、研修訓練を予定している。
⑤上水道未普及地域について、現在要望書が提出されている３地区（萱森口之倉地区、和田地区、修理枝地区）につい
ては、現状施設についての確認及び給水方法の検討・調査等、基本計画策定を予定している。その他の上水道未普及地
域については、すべてを上水道給水区域とするのは大変困難であり、上水道以外での給水方法についての方針を検討
し、取り組みを進めていく必要がある。

結果 平成28年度 達成度 3.36 重要度 4.28

重要度 4.32

アンケート 平成25年度 達成度 3.33 重要度 4.28

ニーズの
方向性

判定

説明

市民の意識は、災害や自然環境への高まりからも
「水・水道水」に対しての認識は増していると考え
る。その意識に答えるべく今後も水道事業の果た
す役割は大きいと考えられ、有収率の向上をはか
り、費用の抑制策を講じ安定経営のため財源確
保しつつ、管路の耐震化を進め、安心・安全の水
道水供給を実施し続けたい。

市民
指
数

平成21年度 達成度 3.20

水道総務課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

給水人口の減少や水需要の低下より、給水水量及び給水収益は僅かに減少している。しかし最終的に
利益も確保できており、現状では水道事業の経営は保たれていると考える。有収率については、当該
年度の目標値に達していない状況であり継続して漏水調査を実施していくと伴に、深夜の最低流量の
監視に努めることで有収率の向上を目指したい。　また、基幹施設（外山浄水場、各配水地）の耐震化
については、すべて完了している。

施策番号 6-7 施策名 上水道の安定経営 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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B12
任意の
自治事
務

適正な施設維持
点検の実施

水道施設
課 浄水
係・施設係

現状
維持

　専門業者による浄水場設備機器および外部施設の点検により、
不具合箇所の早期発見及び点検報告による計画的な修繕の実
施。また、機器や材料を購入し、職員により交換・修繕を行うことに
よりコストの縮減を行う。

B

11
任意の
自治事
務

水源の確保
水道施設
課 浄水
係・施設係

現状
維持

　安全な水を確保するため、水源施設の維持管理を行う。 B

10
任意の
自治事
務

県営水道・浄水受
水の確保

水道施設
課 浄水
係・施設係

現状
維持

　平成29年度は、桜井市の全給水量の約37%が奈良県営水道か
ら受水する浄水で賄っている。1年間の配水量予測を基に自己水
を十分に活用した県営水道受水計画をたてた申込、承認を受け
る事で確保し、受水年度に確保した受水量を計画的に受水する。

B

9
義務的
な事務

量水器取替業務
水道総務
課 お客様
係

現状
維持

計量法に基づき計画的に取り替え交換を実施する。 B

8
任意の
自治事
務

請求書等発送事
務

水道総務
課 お客様
係

現状
維持

水道料金等の収納、徴収のため継続して実施する。

B

7
任意の
自治事
務

水道料金徴収等
に関する業務の委
託

水道総務
課 お客様
係

現状
維持

水道事業の検針・調定・収納・徴収・料金計算等の業務を民間に
委託することにより、市民サービスの向上や経費削減を目的として
事業を実施する。

B

6 庶務
水道総務課庶務
事業

水道総務
課 庶務係

現状
維持

B

5
義務的
な事務

企業債償還金
水道総務
課 庶務係

現状
維持

償還計画に基づき、企業債を償還（返済）する。 B

4
義務的
な事務

営業外費用（企業
債利息他）

水道総務
課 庶務係

現状
維持

企業の営業成績を把握するために、営業外費用を計上する。

B

3
義務的
な事務

減価償却費等
水道総務
課 庶務係

現状
維持

毎年度の減価償却費や資産の減耗費を計上する。 B

2
義務的
な事務

営業設備費
水道総務
課 庶務係

現状
維持

引き続き、計画的に更新し、継続していく。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

水道協会等との連
携

水道総務
課 庶務係

現状
維持

引き続き、各団体等で行われる、各種研修を通じて、職員の水道
技術の向上を図る。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-7 施策名 上水道の安定経営 主担当課 水道総務課
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24

B

23

22 庶務
水道施設課庶務
事業(給水係･工事
係）

水道施設
課 給水
係・工事係

現状
維持

B

21
任意の
自治事
務

漏水調査
水道施設
課 給水
係・工事係

現状
維持

管路網図を元に漏水箇所を発見するため、計画的に調査を行い
水道事業の安定経営に努める。

B

20
任意の
自治事
務

漏水復旧工事等
水道施設
課 給水
係・工事係

現状
維持

日々発見通報される漏水を修理することによって支出を抑える。

A

19
任意の
自治事
務

新規水道施設の
整備

水道施設
課 給水
係・工事係

拡充
宅地・商業地開発等により、新規に水道本管を布設する。 
農耕放棄地等の増加により住宅地として転用する傾向が顕著で
あり、今後も宅地開発箇所は増えると予想される。

B

18
任意の
自治事
務

年次計画による計
画的布設替え (老
朽管等布設改良
事業）

水道施設
課 給水
係・工事係

拡充
配水管路更新計画により更新を行う予定であるが、年度毎の工事
費に充てる予算規模により更新距離等は増減する。

B

17 庶務
水道施設課庶務
事業(浄水係･施設
係）

水道施設
課 浄水
係・施設係

現状
維持

B

16
義務的
な事務

水質検査の実施
水道施設
課 浄水
係・施設係

現状
維持

　過去5年検査結果を基に水質検査計画を実施前年度に作成し、
計画に沿って、奈良広域水質検査センター組合等に依頼。また、
異常値、緊急時における臨時の検査を行う。

B

15
義務的
な事務

奈良広域水質検
査センターとの連
携

水道施設
課 浄水
係・施設係

現状
維持

　水道法で定められている水質基準項目のうち、省略ができない
項目を奈良広域水質検査センター組合にて検査を行う。

B

14
任意の
自治事
務

水道施設運転効
率化事業

水道施設
課 浄水
係・施設係

現状
維持

　外山浄水場施設運転時に低価格時間帯電力を効率よく活用す
ることで、負荷率の向上とピークカットを行い電力コストを削減す
る。また、当浄水場は負荷率65%を越えていることから、電力調達
入札を行っていないが、より有利な電力を調達できるよう、新電力
の動向を注視し、可能な場合は入札へ移行する。

事業の
方向性 平成31年度

13
任意の
自治事
務

施設運転管理の
外部委託

水道施設
課 浄水
係・施設係

現状
維持

夜間、休日における外山浄水場の運転管理及び外部水道施設の
巡回点検の民間委託

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-7 施策名 上水道の安定経営 主担当課 水道総務課
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関連組織 環境総務課,施設課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民一人一人の心がけと適切な排水処理のおかげで、水質汚濁が防止され、市民は衛生的な生活を送っ
ている

目標像の
説明

　生活排水だけでなく多くの要因が関係している公共用水域の水質汚濁に対し、行政、事業者、市民一人一
人が、水質汚濁の原因者となりうるという認識をもち、それぞれが排水対策を講じることで、自然環境が保護さ
れ、衛生的で文化的な生活を送っている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 上下水道部

施策番号 6-8 施策名 生活排水の適切な処理 主担当課 下水道課

597,793 千円 584,171 千円 781,348 千円

取り組み
方針

　健全な水循環を守るために、今後は市内に分散する居住地域における排水対策も含め、公共用水域の水
質の浄化、生活排水対策を進めます。
　また、生活排水処理の重要性について積極的な啓発を行い、行政・市民・事業所が協力して水環境の保全
に取り組んでいきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

・下水道管渠の整備を1,279m行い、行政区域内整備面積を7.95ha広げ669.91haとした。
・合併処理浄化槽設置補助については、30基の予算に対し27基の補助を実施した。
・民間会社による運転管理を行い、し尿処理施設の性能を十分に発揮し16,648kLを衛生処理した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「生活排水の適切な処
理」が達成されたと感じる
市民の割合

%

① 汚水処理人口普及率 %

69.1 70.2

75%

81.8 ― ―

② 放流河川の水質（BOD) mg/ℓ

5 5

71

86.0%

69 70.6 ―

5

5mg/ℓ

1.6 2.3 ―

32.1kl/日

43.3 45.6 ―

② し尿・浄化槽汚泥搬入量 kl/日

37.8 36.4 35.1

施
策
管
理
指
標
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下水道課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
・国からの交付金が未普及対策事業では前年度比の22%増加し、繰越事業も含めて未普及解消整備を
重点的に行った。
・し尿・浄化槽汚泥を衛生処理し、環境基準を満足して放流した。

施策番号 6-8 施策名 生活排水の適切な処理 主担当課

重要度 4.32

アンケート 平成25年度 達成度 3.05 重要度 4.28

ニーズの
方向性

判定

説明
水路・河川の水質保全の為、公共下水道の整備
や合併処理浄化槽の設置補助等、一層の生活排
水対策事業の推進が必要である。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.86

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

・公共下水道事業の進捗状況や投資効果も検討し、下水道全体計画区域の縮小や合併処理浄化槽の活用
を検討する必要がある。
・公共下水道の整備については市街地の整備を重点的に早期に整備を完了しなくてはならない。また、下水
道全体計画区域の縮小に向けて、検討委員会の設置や区域の変更となる住民に説明会等を開催し理解を求
めなければならない。
・本市の下水道事業は昭和53年の供用開始以降、40年が経過しており、30年を超えると管路の損傷・劣化の
進むことが予想されるため、計画的に維持管理事業を進めていく必要があり、今後の事業は、長寿命化など維
持管理費を拡大しなくてはならない。
・総務省より下水道事業について経営状況の的確な把握や経営状況の比較・分析など経営責任を明確にし
て、経済的・効果的な事業運営を行うことを目的として、地方公営企業法の適用を推進しているため、平成31
年4月の公営企業会計移行に向けて委託事務を進めなければならない。

施策展開
の方策

・国は、汚水処理については早期（10年）で概成するよう推進しており、公共下水道の整備区域の見直しや事
業計画区域内を計画的に早期に整備しなくてはならない。
・下水道全体計画区域の縮小を検討するうえで、合併処理浄化槽の活用が見込まれることから補助基数の拡
大が必要である。
・下水道長寿命化基本計画に基づき策定した維持管理計画に従い、順次TVカメラによる管路の詳細調査を
実施し、改築・修繕が必要と判断された箇所について長寿命化詳細計画を策定し、維持管理事業を進める。
・公営企業会計の適用に向けて業務委託を行っており移行事務を進める。

結果 平成28年度 達成度 3.19 重要度 4.24

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-8 施策名 生活排水の適切な処理 主担当課 下水道課

事業の
方向性 平成31年度

1
義務的
な事務

し尿収集・運搬・
料金収納業務の
委託

環境総務
課 庶務係

現状
維持

公共下水道の普及に伴い、効率的な収集体制の整備を図る。 B

B

3
任意の
自治事
務

し尿処理施設の整
備及び改修

施設課 施
設管理係

現状
維持

今後も引き続き、長寿命化計画及び整備計画に基づき施設を保
全し、施設の安定稼働の維持に取り組む。

B

2
任意の
自治事
務

し尿処理施設運
転管理委託

施設課 施
設管理係

現状
維持

平成28年8月から平成31年7月までの長期継続契約を締結し、運
転管理委託する。

B

5
任意の
自治事
務

し尿処理施設の維
持管理

施設課 施
設管理係

現状
維持

今後も引き続き、し尿処理施設の性能を十分に発揮させ、適正な
処理を行う。

B

4
任意の
自治事
務

し尿処理に伴う沈
砂除去・貯留槽等
清掃の実施

施設課 施
設管理係

現状
維持

今後も引き続き、残渣物を除去し、機器の保全及び水処理の安定
化を図る。

B

7
任意の
自治事
務

合併処理浄化槽
設置の補助

下水道課
企画調整
係

拡充 補助対象区域を広げたことにより、事業の更なる充実をはかる。 A

6
任意の
自治事
務

労働安全関係講
習会への参加

施設課 施
設管理係

現状
維持

今後も労働安全対策及び技術習得を図っていき、労働災害を起
こさない取り組みを行う。

B

9
義務的
な事務

桜井市流域関連
公共下水道事業
（大和川上流流域
下水道）（公共）

下水道課
事業係

現状
維持

公共用水域の水質保全の為、継続して事業を実施する。 A

8 庶務
下水道課庶務事
業

下水道課
企画調整
係

現状
維持

C

11
任意の
自治事
務

桜井市流域関連
公共下水道水洗
化促進事業

下水道課
維持管理
係

現状
維持

公共用水域の水質保全のため、共用開始区域内の水洗化促進を
継続して行う。

B

10
義務的
な事務

桜井市流域関連
公共下水道事業
（大和川上流流域
下水道）（特環）

下水道課
事業係

廃止
／休
止

公共事業に注力するため休止

B12
義務的
な事務

桜井市流域関連
公共下水道　維持
管理事業（管渠）

下水道課
維持管理
係

現状
維持

事故の防止及び下水道管渠の長寿命化を図る為、管渠の清掃・
点検を継続して行う。
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-8 施策名 生活排水の適切な処理 主担当課 下水道課

事業の
方向性 平成31年度

13
義務的
な事務

桜井市流域関連
公共下水道　維持
管理事業（マン
ホール）

下水道課
維持管理
係

現状
維持

事故防止及び下水道マンホールの長寿命化を図る為、継続して
維持管理を行う。

B

B

15

14
義務的
な事務

桜井市流域関連
公共下水道　維持
管理事業（マン
ホールポンプ）

下水道課
維持管理
係

現状
維持

事故防止及び下水道マンホールポンプ施設の長寿命化を図る
為、継続して維持管理を行う。

17

16

19

18

21

20

24

23

22

141 



―

②

施
策
管
理
指
標

100％

20 69 ―

現状値対比
マイナス 現状値対比マイ

ナス（最終目標0
件）人的災害 ０件

住宅災害 ０件
その他　２９件

人的災害 ０件
住宅災害 ６９件
その他　１９４件

―

70%

70.3 ― ―

② 災害発生件数 件

現状値対比
マイナス

現状値対比
マイナス

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「災害対策」が達成され
たと感じる市民の割合

%

① 浸水対策整備状況 %

25 25

平成29 
年度の 

実施内容

台風やゲリラ豪雨等による浸水常襲地域の浸水被害解消のため、水路幅拡幅やバイパス水路工事を実施す
る。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

70,497 千円 30,337 千円 351,931 千円

取り組み
方針

　従来から市の課題である平野部での浸水被害や山間地での土砂災害に対し、国・県とも連携をとりながら河
川・水路の改修や砂防などの対策を講じていきます。
　また、それらの対策について市民との合意が十分に得られるよう「洪水土砂災害ハザードマップ」等を活用し
て、災害対策についての市民との認識共有を図ります。
　さらには、限られた財源のもとで、「人命を守る」ことを最優先課題として各種対策の緊急性を評価し、優先度
を明確化した上で施設整備等に努めていきます。
　また、自治会等の地域コミュニティを通して、市民と連携しながら日常的に道路・水路の点検・整備・機能の
維持に努め、常に防災施設の機能を最大限に発揮できる状態を維持していきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　市民は、自然災害による影響が少なく快適で安心な環境で暮らしている

目標像の
説明

　全ての市民が、普段の生活はもちろん災害時においても安全で快適に暮らすことができる。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 都市建設部

施策番号 6-9 施策名 災害対策 主担当課 土木課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

近年のゲリラ豪雨や集中豪雨等により市街地において浸水する箇所があり、水路の抜本的な改修や雨水貯
留施設の整備が必要であるが、工事施工に際し、現道が狭く、用地を借地または買収して工事進入路を作ら
なければならないため、用地地権者の同意を得られるか現在交渉中である。また山間部においては、崩土が
頻繁に発生しており、通行障害やライフラインの確保が困難になる事態が懸念される。

施策展開
の方策

市街地の浸水地対策について、水路の排水計画の見通しを行い、地元等と協議し具体的な対策を検討して
いく。また、補助金を積極的に利用し、浸水対策事業・災害復旧事業を実施する。

結果 平成28年度 達成度 2.85 重要度 4.27

重要度 4.32

アンケート 平成25年度 達成度 2.78 重要度 4.27

ニーズの
方向性

判定

説明

ゲリラ豪雨や台風による集中豪雨等により浸水の
被害が増加しており、市民が安心して暮らせるた
めの水路の改修・維持修繕工事等のニーズが高
まっている。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.76

土木課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
当該年度予定していた市街地浸水対策・水路維持等については、概ね達成することができた。台風に
よる豪雨や集中豪雨等による災害については、市内一円に被害が発生し現時点も復旧できていない箇
所があるが、軽微な修繕（崩土撤去等）は対応できた。

施策番号 6-9 施策名 災害対策 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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12

11

10

9

8

B

7

6
ゼロ予
算

雨水流出の抑制
土木課 管
理係

現状
維持

近年の浸水被害を未然に防ぐために、開発の際に雨水流出抑制
の指導と点検を行う。

B

5
任意の
自治事
務

水路維持修繕工
事

土木課 管
理係

現状
維持

水路機能の維持を目的に、小規模な修繕工事を行う。 B

4
任意の
自治事
務

災害復旧
土木課 土
木係

現状
維持

集中豪雨等により災害が発生した場合、道路、河川の災害復旧
事業を実施する。

A

3
任意の
自治事
務

河川改良事業
土木課 土
木係

現状
維持

河川災害を未然に防ぐため、河川の未改修区間における水路改
修等を行う。

B

2
任意の
自治事
務

市街地浸水対策
工事

土木課 土
木係

現状
維持

地域の生活環境の充実を目指し、浸水常襲地域の解消のため、
水路の改修等や浸水対策の検討を行い、浸水の防止や水路の
機能向上を図る。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

水路改修工事
土木課 土
木係

現状
維持

快適な生活環境の充実を図るため、水路を改修し、浸水防止・水
路機能の維持を図る。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-9 施策名 災害対策 主担当課 土木課
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―

②

施
策
管
理
指
標

70

70%

70 71 ―

対前年比
マイナス 対前年比マイナ

ス（最終目標
被害件数0）人的被害０件

住家被害０件
人的被害０件

住家被害８０件
―

70%

70.3 ― ―

② 災害被害発生件数 件

対前年比
マイナス

対前年比
マイナス

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「防災体制の充実」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

① 自主防災組織の結成率 %

70 70

平成29 
年度の 

実施内容

平成２８年４月に発生した熊本地震を教訓に、業務継続計画の策定や防災研修会を実施した。また、自主防
災組織の訓練に参加し、連携を深めた。
本庁舎の耐震対策については、平成28年度に新庁舎建設の方向性が示されたため、平成29年度は、将来を
見据えた新庁舎のあり方を検討し、新庁舎建設基本計画と基本設計を策定した。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

141,406 千円 128,284 千円 204,171 千円

取り組み
方針

　市民の生命や財産を災害や危機から守るために、地域コミュニティを中心とした自助・共助の重要性につい
て理解を求めるとともに、防災に対する関心を持てるような情報の提供により防災意識の高揚に努め、行政と
市民が連携した地域の防災体制の整備を進めます。また、災害対応を確実にするための避難者用施設、市
民の避難や安否確認を円滑にするための情報伝達の基盤の整備を図り、安心して暮らしていけるまちづくりを
推進します。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織 庁舎建設準備室

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　自然災害や人為的災害に対する施設や情報、活動体制が充実し、安心して暮らしている

目標像の
説明

　市民と行政が協働することにより、容赦なく襲ってきて我々の生活を脅かす災害や危機に対し、迅速に対応
できる体制と環境が整っており、市民は、生命や財産が守られ、安心して暮らしている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 危機管理監

施策番号 6-10 施策名 防災体制の充実 主担当課 危機管理課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

大規模災害等において、自主防災組織をはじめとする地域コミュニティを中心とした自助・共助の役割が重要
であるが、本市にあっては自主防災組織の組織率が奈良県内他市と比して決して高い水準にあるとは言えな
い状況である。

職員の防災意識を高め、災害発生時に全庁的な対応が図れるよう平常時より訓練等を行う必要がある。

早期の新庁舎建設に向け、設計施工一括発注による「実施設計及び施工者」の選定を行い、基本設計をより
詳細に検討するために実施設計を進めていく必要がある。

施策展開
の方策

地域住民に対し、自主防災組織や地域コミュニティの重要性についての説明を行うことにより、防災意識の高
揚を図るとともに、自主防災組織率の向上、活動の活性化を図る。

地域防災計画や業務継続計画、初動マニュアル等に基づき、職員の防災意識の向上に努めるとともに、全庁
的な対応が図れるよう訓練や講演会等を引き続き実施していく。

議会に設置されている新庁舎建設特別委員会に諮りながら、設計施工一括発注による「実施設計及び施工
者」の公募準備を進め、新たに設置された「新庁舎等建設実施設計及び施工候補者選定委員会」により、事
業者選定の手続きを進めていく。その後、新庁舎建設を見据え、実施設計に取り組んでいく。

結果 平成28年度 達成度 2.85 重要度 4.27

重要度 4.32

アンケート 平成25年度 達成度 2.78 重要度 4.27

ニーズの
方向性

判定

説明
国内において発生している自然災害等により、防
災に対する関心は高まりつつある。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.76

危機管理課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明

熊本地震の事例等をもとに、市民や職員に対し様々な機会を通じて自助・共助の必要性、災害への備
えの重要性を伝えることができた。

自主防災組織等と連携した防災訓練等を通して市民の防災意識の高揚に努めるとともに、地域の防災
体制の整備を進めることができた。

施策番号 6-10 施策名 防災体制の充実 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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B12
義務的
な事務

国民保護協議会
の開催

危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

国民保護協議会を開催し、国民保護計画の見直しや関係機関と
の連携強化を図る。

A

11
義務的
な事務

桜井市水防協議
会及び桜井市防
災会議の開催

危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

地域防災計画・水防計画の見直しや関係機関との連携強化を図
り、災害に強いまちづくりを目指す。平成３０年度及び平成３１年度
は、地域防災計画等の見直しに取り組む。

B

10
ゼロ予
算

地震防災アクショ
ンプログラムアク
ション項目の実践

危機管理
課 危機管
理係

完了
平成３０年度及び平成３１年度の地域防災計画の見直し等を通じ
て、引き続き地震防災対策に取り組むための手法を検討する。

B

9
任意の
自治事
務

奈良県防災行政
無線の整備・充実

危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

平成２９年度より奈良県防災行政ネットワークの運用開始。 B

8
任意の
自治事
務

防災無線による防
災用広報システム
の整備・充実

危機管理
課 危機管
理係

拡充
引き続き補助事業等を活用しながら、必要となる施設等に災害発
生時における双方向情報伝達手段の確保を進める。

A

7
任意の
自治事
務

避難所案内看板
の設置

危機管理
課 危機管
理係

拡充
災害対策基本法の改正により、指定緊急避難場所及び指定避難
所に改められたので、案内看板も更新をする必要がある。

B

6
任意の
自治事
務

災害避難者用物
資の備蓄

危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

備蓄物資の数量および品目の充実を図るとともに、物資の効率的
な活用及び提供のため物資の分散配置についても引き続き行うこ
ととする。

B

5
任意の
自治事
務

住民通知システ
ム・職員参集シス
テムの導入及び活
用

危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

引き続き住民に対しシステムへの登録を呼びかけていく。 A

4
任意の
自治事
務

コミュニティ助成事
業の活用

危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

一般財団法人自治総合センターが行う助成事業を活用し、住民
による災害の被害防止活動及び軽減活動の整備に関する事業を
行う。

A

3
任意の
自治事
務

自主防災組織の
育成

危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

大規模災害の発生時に備えて、市内の防災体制の強化を図り、
災害に強い安全で安心して暮らせるまちづくりを推進する。

A

2
任意の
自治事
務

防災訓練の実施
（災害図上訓練）

危機管理
課 危機管
理係

拡充
市民の防災に対する意識を高め、地域の防災上の問題点、課題
を具体的・視覚的に把握することができる図上訓練を実施していく
とともに、住民参加型の実動訓練を実施する。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

市庁舎の耐震診
断調査及び対策
事業

庁舎建設
準備室 庁
舎建設準
備係

拡充
平成２９年度は新庁舎建設に向け、基本計画及び基本設計を策
定した。平成３０年度は、これを基に、実施設計・施工者の選定を
行い、選定後、実施設計を進める。

A

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-10 施策名 防災体制の充実 主担当課 危機管理課
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24

23

22

21

20

B

19

18
任意の
自治事
務

消防団の福利厚
生

危機管理
課 消防団
係

現状
維持

消防団は地域防災力の中核として欠くことのできない存在であり、
今後も団員に対する福利厚生の充実に取り組む。

B

17
任意の
自治事
務

水防資機材整備
及び維持管理

危機管理
課 消防団
係

現状
維持

災害時に迅速な行動ができるよう、資機材の整備及び維持管理を
行う。

B

16
任意の
自治事
務

消火栓の新設及
び消防水利の維
持管理

危機管理
課 消防団
係

現状
維持

水利確保のため、適正な維持管理を行う。

B

15
任意の
自治事
務

消防施設等の維
持管理

危機管理
課 消防団
係

現状
維持

災害時に活動ができるよう、適切な維持管理を行う。 B

14 庶務
危機管理課庶務
事業

危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

事業の
方向性 平成31年度

13
義務的
な事務

消防防災ヘリコプ
ター運行連絡協
議会

危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

引き続き、奈良県消防防災ヘリコプター運航連絡協議会と連携を
図る。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-10 施策名 防災体制の充実 主担当課 危機管理課
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関連組織 土木課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　交通事故防止の取り組みが充実し、市民が安全に生活している

目標像の
説明

　市民は、行政が行う交通安全に関する様々な啓発活動に関心を持ち、一人一人が自覚を持って行動するこ
とにより、快適な交通環境のもと、交通事故の無い安全な生活を送っている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 危機管理監

施策番号 6-11 施策名 交通安全対策 主担当課 危機管理課

15,845 千円 16,037 千円 15,761 千円

取り組み
方針

　交通事故の無い、安全で快適な生活環境を確保するために、交通安全教室の実施や広報紙、ホームペー
ジ等による全市的な啓発を行います。また、安全な歩行環境維持のための歩道上の障害物対策については、
放置自転車禁止区域における直接指導や、標識やミニ横断幕の設置など多様な手法を工夫し、日常的な啓
発を行います。
　このような取り組みを通して、市民一人一人の自覚を促し、交通安全意識の高揚を図り、安全に生活してい
けるよう努めます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

平成29 
年度の 

実施内容

・自転車放置禁止区域における放置自転車の撤去を行った。
・警察、交通安全母の会等とともに、市内の幼稚園、保育所、小学校で交通安全教室を実施したほか、春・秋
の交通安全運動期間中等に街頭啓発を行った。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「交通安全対策」が達成
されたと感じる市民の割
合

%

①
快適な歩行環境の維持
（放置自転車の撤去台
数）

件

250 250

85%

82.6 ― ―

② 交通事故の減少 件

対前年比
マイナス

対前年比
マイナス

250

250件

114 117 ―

対前年比
マイナス 対前年比マイナ

ス（最終目標
発生件数0）人身２４１件

死者３件
負傷者３３２件

人身１９７件
死者３件

負傷者２６９件
―

―

②

施
策
管
理
指
標
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危機管理課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
警察及び交通安全対策各団体とともに、交通安全意識の高揚を図るための啓発運動等を継続的に
行っている。
また、安全な歩行環境維持のための放置自転車対策についても引き続き行っている。

施策番号 6-11 施策名 交通安全対策 主担当課

重要度 4.33

アンケート 平成25年度 達成度 3.00 重要度 4.28

ニーズの
方向性

判定

説明
市内における交通事故発生件数は、減少傾向に
あると言える。

市民
指
数

平成21年度 達成度 2.99

進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題
通勤・通学者を対象とする駅周辺の長時間の駐輪対策については、概ね順調に進捗していると思われるが、
今後は買い物客等の短時間の駐輪対策等についても進めていく必要がある。

施策展開
の方策

今後も警察及び交通安全対策各団体とともに交通安全意識の高揚を図るための活動及び放置自転車対策を
継続する。

結果 平成28年度 達成度 3.05 重要度 4.27

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-11 施策名 交通安全対策 主担当課 危機管理課

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

路上放置車両等
の撤去

土木課 管
理係

現状
維持

路上放置車両等が発生したら、処理を行う。 B

B

3
任意の
自治事
務

放置自転車等の
防止

危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

市民の良好な生活環境を確保し、街の美観を維持するとともに市
民生活の安全の確保を図る。

B

2
任意の
自治事
務

交通安全対策
土木課 管
理係

現状
維持

道路に起因する事故や怪我を未然に防ぐために、交通安全施設
を実施する。

B

5

4
任意の
自治事
務

交通安全意識高
揚のための啓発の
実施

危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

市民ひとり一人の交通安全意識の高揚を図り、交通事故のない安
全で快適な地域社会を実現するため啓発活動等を行う。

7

6

9

8

12

11

10
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―

②

施
策
管
理
指
標

50

50件

46 42 ―

対前年比
マイナス

対前年比マイナ
ス

414 369 ―

80%

84.2 ― ―

② 刑法犯罪件数 件

対前年比
マイナス

対前年比
マイナス

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「防犯体制の充実」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

① 防犯灯新設件数 件

32 50

平成29 
年度の 

実施内容

・防犯灯の設置（新設：４２基、交換：２７基）
・消費生活相談員による出前講座の実施（実績：９回、参加者２３３人）

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

7,722 千円 11,804 千円 11,440 千円

取り組み
方針

　犯罪の無い、安心で安全な住みよい社会のために、警察との連携を図り、啓発活動を行うとともに、夜間や
人目の少ない場所での防犯のための環境整備の充実を図り、犯罪の未然防止に努めます。
　また、犯罪を起こさせないまちづくりは、地域住民の連帯意識や自主防犯意識の向上が不可欠となることか
ら、地域安全活動を進めてもらうための支援を行います。
　生活上のトラブルや消費者被害を未然に防ぎ、市民が安全で豊かな生活が送れるよう、適切な情報提供や
啓発を行い、市民の対応能力の向上を図ります。また、市民が対応困難な諸問題を気軽に相談できる機会と
して、無料法律相談や消費生活相談など市民相談サービスの充実を図ります。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織 市民協働課

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　犯罪が無く、子どもから大人まで安心して生活できる

目標像の
説明

　市民は、行政や警察との連携を図りながら、犯罪を起こさせないまちづくりのため自ら地域活動をおこなうこと
により安心して生活している。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 危機管理監

施策番号 6-12 施策名 防犯体制の充実 主担当課 危機管理課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題 インターネットによる架空請求や架空ハガキによる相談が多く寄せられており、毎年増加傾向である。

施策展開
の方策

悪質な犯罪を未然に防ぐため、引き続き警察等と連携し防犯のための環境整備や地域安全運動を進めるた
めの支援を行うほか、出前講座、消費者教育イベント、ホームページへの相談情報掲載など啓発活動を進め
ていく。

結果 平成28年度 達成度 3.18 重要度 4.47

重要度 4.57

アンケート 平成25年度 達成度 3.08 重要度 4.48

ニーズの
方向性

判定

説明
市民の安全・安心に関するニーズは高いと考え
る。

市民
指
数

平成21年度 達成度 3.01

危機管理課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
警察、防犯各団体と連携し、防犯・暴力団排除・生活安全の意識の向上のための啓発活動を行った。
また、市民が対応困難な諸問題を気軽に相談できる機会としての無料法律相談等を継続して行ってい
る。

施策番号 6-12 施策名 防犯体制の充実 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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12

11

10

9

8

7

6

B

5
任意の
自治事
務

防犯カメラの設置
危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

生活安全対策事業として、犯罪のない明るいまちづくりを目指す。 B

4
任意の
自治事
務

防犯灯の設置
危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

生活安全対策事業として、夜間の明るさを確保し犯罪のない明る
いまちづくりを目指す。

B

3
任意の
自治事
務

地域安全の推進
危機管理
課 危機管
理係

現状
維持

市民の安全意識の高揚と自主的な安全活動の推進とともに、犯罪
のない、明るく住みよい地域社会の実現のため、防犯思想の普
及・高揚のため啓発活動を行う。

B

2
任意の
自治事
務

消費生活相談事
業

市民協働
課 市民生
活係

現状
維持

市民生活の安全を確保するため、事業の必要性は高い。今後
は、消費者トラブルや犯罪を未然に防止できるよう、消費生活相
談員による市民への啓発活動（ホームページ）及び出前講座等を
促進する。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

法律等相談の実
施事業

市民協働
課 市民生
活係

現状
維持

市民の需要も高く、誰もが気軽に相談が受けれるように広報や
ホームページなどを通じて提供していく。

B

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-12 施策名 防犯体制の充実 主担当課 危機管理課
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―

②

施
策
管
理
指
標

700

700人

655 637 ―

90

90%

98.3 99.1 ―

95%

89.9 ― ―

②
市民の訓練等への参加
率（消防団員の参加率）

%

90 90

ま
ち
づ
く
り
指
標

①
「消防・救急の充実」が達
成されたと感じる市民の
割合

%

① 消防団員数 人

700 700

平成29 
年度の 

実施内容

　消防団事業計画に示された各種教育、訓練及び事業を実施する。
　消防協会等関係機関との各種事業へ参加する。

指標名 単位
平成28年度 平成29年度 平成30年度

労働量（常勤職員） ［活動日数］ 日 日

平成32年度
（最終目標）上：目標/下：実績 上：目標/下：実績 上：目標/下：実績

754,995 千円 766,920 千円 719,718 千円

取り組み
方針

　広域化により、大災害時の消防力増強とともに、組織の柔軟性を向上させることにより、より安心して暮らせる
まちづくりを進めます。また、被害の軽減のためには、市民に消防救急に関する知識を取得してもらうことも必
要であり、市としても訓練や講習会等への積極的な参加を呼びかけ、いざという時安心して冷静に行動できる
よう支援していきます。

２．実施結果　「DO（実施）」

投入

平成28年度　決算 平成29年度　決算 平成30年度　予算

事業費 ［千円］

日

関連組織

１．施策概要　「PLAN（計画）」

市民生活
の目標像

　消防、救急が充実し、市民が安心して暮らしている

目標像の
説明

　市民は講習会に積極的に参加することで消防・救急に関する知識と技術が向上しており、お互いに助け合
える地域コミュニティと、柔軟化、充実化が図られた消防体制のもとで、安心して暮らしている。

施策評価シート（対象年度：平成29年度） 担当部 危機管理監

施策番号 6-13 施策名 消防・救急の充実 主担当課 危機管理課
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進捗状況

４．今後の方向性　「ACTION（改善）」

課題

　消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律が施行し、消防団の装備の基準が改正され、整
備できていない装備品の早期の配備が求められている。
　また、現時点で配備している資機材（車両・ポンプ等）の更新や新たに配備する車両等の購入など今後も順
次整備していかなければならない。
　消防団員の減少やサラリーマン化により、平日昼間における火災等への出動人員を確保できない状況があ
る。

施策展開
の方策

　国や県等の活用できる補助金、助成等があれば活用し、順次整備を進めていく。
　消防団員の確保に向けて、広報紙やホームページを活用し継続的な団員募集を行っている。また現団員か
らの勧誘など積極的に団員確保に努めていく。
　平成２８年から運用している機能別消防団員を活用し、災害等の現場で不足する消防力を補っていく。

結果 平成28年度 達成度 3.41 重要度 4.47

重要度 4.54

アンケート 平成25年度 達成度 3.40 重要度 4.48

ニーズの
方向性

判定

説明

　局地的な豪雨、台風等による災害や今後発生
が予測される大規模地震などから住民の生命、身
体及び財産を守る地域防災力の重要性が増す
中、消防団へのニーズは高いと考える。

市民
指
数

平成21年度 達成度 3.37

危機管理課

３．施策の分析　「ＣＨＥＣＫ（評価）」

達成度

判定

説明
　消防団活動の充実強化のため、奈良県広域消防組合等各種団体の協力を得ながら各種訓練、研修
等を実施することができた。

施策番号 6-13 施策名 消防・救急の充実 主担当課

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

H21年度重要度平均（4.09）

H21年度達成度平均（2.58）
Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

達成度

重要度

Ⅲ

A （95％以上） B （80％以上） C （50％以上） D （50％未満）

A 増加する方向にある B 現状と変わらない C 減少する方向にある

A 順調 B おおむね順調 C このままでは最終目標の達成が難しい
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12

11

10

9

8

7

6

B

5

4
義務的
な事務

奈良県広域消防
組合運営負担金

危機管理
課 消防団
係

現状
維持

決定事項に従い、事務を滞りなく行う。

B

3
任意の
自治事
務

消防団員の知識・
技術の向上

危機管理
課 消防団
係

現状
維持

消防団員に対する各種訓練・研修等の機会の付与や、防災等に
関する知識の向上を図り、消防団の活性化を図る。

B

2
任意の
自治事
務

消防団組織と活動
の強化

危機管理
課 消防団
係

現状
維持

機動部１１部と傘下の３５部との連携強化を図るため、連携訓練の
充実や若手消防団員に対する訓練機会を設け、消防団組織の活
動の強化を図る。

事業の
方向性 平成31年度

1
任意の
自治事
務

消防団装備の充
実強化

危機管理
課 消防団
係

現状
維持

平成２５年１２月に消防団新法が施行され、消防団員の装備の充
実も求められていることから、年次的に整備を進める。

A

５．事務事業の分析と今後の方向性

№
事務の
種類

事務事業名 担当課・係
事務事業評価の結果/⑩事業の方向性 優

先
度

施策番号 6-13 施策名 消防・救急の充実 主担当課 危機管理課
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